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第１ 監査の概要 
 

A  外部監査の種類 
 

地方自治法第 252 条の 37 第１項の規定に基づく包括外部監査 
 

B  選定した特定の事件 
 

「補助金等の事務の執行について」 
 

C  事件を選定した理由 

補助金は、公益性のある目的を有する団体等に、特定の事業の促進・発展を図

るために地方公共団体が交付するものであり、これまで行政目的を効果的かつ

効率的に達成する上で、大きな役割を果たしてきたものと思われる。 

しかしながら、近年、その支給は長期化し既得権化する傾向を見せており、ま

た一方では自治体の財政状況が厳しくなってきたことなどから、多くの自治体

では、補助金制度の見直し作業に積極的に取組み始めているようである。 

静岡市（以下「市」という。）の財政も、市税収入が大幅に減尐する一方、扶

助費や公債費などの義務的経費が増加するなど大変厳しい状況にあり、平成 21

年度当初予算編成では、財政調整基金をはじめとする各種基金の取り崩し（約

80 億円）が行われている。既存事業の廃止･改変･再構築による経費節減の要求

はますます高まる傾向にあり、平成 21 年度の一般会計予算 2,820 億円の内、400

億円程度（約 15％）を占める「負担金、補助金及び交付金（以下「補助金等」

という。）についても、その例外ではないと思われる。 

このような財政事情のもと、市においても、過去において補助金等の見直しを

行っており、平成 21 年度においてもその見直し作業が進行中である。 

今回の外部監査にあたっては、市の補助金等の制度の実態を把握するとともに、

その問題点・課題を把握し、改善案を提示することが市民にとって有用である

と考え、特定の事件（テーマ）として選定した。 

 

D  外部監査の方法 
 

１ 監査の対象 
 

(１)  監査の対象とする費目 

補助金等の制度に係るものとして、監査の対象とした主な費目は「補助金」で

ある。ただし、個別の論点として、一部の交付金についても監査対象とした。 
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(２)  監査の対象とする部局 

監査対象とした部局は、補助金等の制度の総合調整や指導を行っている財政局

財政部財政課と、後述（Ｐ22）するアンケートを実施した補助金等を所管する

部局である。監査の対象とした部局は次のとおりである。 
 

局等 部等 課等 

経営企画局 経営企画部 経営企画課、広域政策課 

総務局 市長公室 秘書課 

  総務部 総務課、政策法務課、人事課、情報管理課、職員厚生課 

財政局 財政部 財政課、契約課、公営競技事務所 

  税務部 税制課、納税課、市民税課 

生活文化局 市民生活部 市民生活課、国際課 

  文化スポーツ部 文化振興課、文化財課、スポーツ振興課 

環境局 環境創造部 環境総務課、清流の都創造課、環境保全課 

  廃棄物対策部 廃棄物政策課 

保健福祉子ども局 福祉部 
福祉総務課、障害者福祉課、高齢者福祉課、介護保険課、保

険年金管理課 

  子ども青尐年部 子育て支援課、青尐年育成課、保育課 

  保健衛生部 保健衛生総務課、健康づくり推進課、動物指導センター 

  保健所 保健予防課、生活衛生課、食品衛生課、精神保健福祉課 

病院局   静岡看護専門学校 

経済局 商工部 
産業政策課、商業労政課、地域産業課、観光課、 

イベント推進課、清水港振興課、中央卸売市場 

  農林水産部 
農林総務課、農業振興課、農地整備課、治山林道課、 

水産漁港課 

都市局 都市計画部 

都市計画課、交通政策課、市街地整備課、東静岡駅周辺整

備課、清水駅周辺整備課、大谷区画整理推進課、公園計画

課、公園整備課 

  建築部 建築総務課、建築指導課、住宅政策課 

建設局 土木部 河川課 

  道路部 
道路計画課、道路保全課、高規格道路推進課、道路整備第

１課、道路整備第２課 

消防防災局 消防部 消防総務課、警防課 
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  防災部 防災指導課 

局等 部等 課等 

上下水道局 下水道部 下水道総務課、下水道建設課、下水道維持課 

教育委員会事務局 教育部 
教育総務課、教職員課、教育施設課、学校教育課、学事課、

中央図書館 

選挙管理委員会事務局   

人事委員会事務局  任用課 

農業委員会事務局   

議会事務局   議会総務課 

 

２ 主要な監査手続 
 

(１)  監査要点 

監査要点については、Ｐ８の「Ａ 補助金等の交付要件と監査要点」で、補助

金等の交付要件について検討するとともに、監査上着目すべき点について説明

を行っている。 
 

(２)  監査手続 

上記の監査要点について実施した主要な監査手続は、次のとおりである。 

○ 補助金等の交付目的の設定からその効果の検証･評価に至るまでの一連の手

続が、関係法令及び諸規定に準拠して、適切に実施されているかを確認する。 

○ 各監査要点の内容を確認するために、所管課担当者へのヒアリングや関係資

料の閲覧を実施する。 
 

E  監査対象期間 
 

原則として平成 20 年度 

ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 
 

F  監査の実施期間 
 

平成 21 年 6 月 19 日から平成 22 年 3 月 18 日 
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G  包括外部監査人及び補助者 
 

１ 包括外部監査人 
 

公認会計士 杉原賢一 
 

２ 補助者 
 

公認会計士 内山昌美 

公認会計士 柴田  剛 

公認会計士 鹿島孝幸 

公認会計士 山本真由美 

 

第２ 利害関係 
 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載す

べき利害関係はない。 

 

 

 

 

〈注意事項〉 

１ 報告書の表中の金額は税抜金額で、単位未満を四捨五入して表示している。

したがって、合計値と内訳の集計値とが一致しない場合がある。 

２ 報告書の表中の百分率は、原則として小数点以下第２位を切り捨て、第１位

まで表示している。 
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第３ 監査の結果 

監査の結果の内容については、次の２つに分類される。 

「指摘事項」･･･補助金等の制度の改善のために、措置を講ずる必要がある事項 

「意見」（包括外部監査の結果に添えて提出する意見） 

･･･補助金等の制度の改善のために、参考にしていただきたい事項 

なお、「指摘事項」と「意見」は密接不可分の関係にあり、両者を並行して理

解することが有用であると考え、この報告書では同一箇所で記載することとし

ている。 
 

A  補助金等の交付要件と監査要点 
 

１ 補助金等の交付要件について 
 

(１)  補助金等の意義 

補助金等の意義について、法令上は、「補助金、負担金、利子補給金、その他

相当の反対給付を受けない給付金であって政令で定めるもの」を総称して「補

助金等」として扱っている。（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

第２条第１項） 

また、市の歳入歳出予算上は、歳出予算にかかる節「19 負担金、補助金及び

交付金」で分類されており、その内容はそれぞれ次のように定義される。 

① 補助金 

補助金とは、地方公共団体が団体、個人の行う特定の事務事業に対し、公益上

必要がある場合に、その事務事業の実施に資するために、反対給付を求めるこ

となく金銭的給付を行うことにより、行政目的を効果的かつ効率的に達成しよ

うとするものである。 

② 負担金 

負担金とは、特定の事業から地方公共団体が何らかの利益を受けるとき、費用

の一部を負担する支出をいう。 

③ 交付金 

交付金とは、法令または条例等により、地方公共団体が本来行うべき業務を外

部の団体に委託している場合において、当該事務処理の報償として支出するも

のをいう。 

 

（注）補助金、負担金、交付金の定義について市の財政課に問い合わせたところ、文書等で

明確な回答を得ることはできなかった。上記の内容は、他の自治体等で定義されてい

る内容を一般的な考え方として捉え整理したものである。 
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(２)  補助金等に関する法律の定めと「公益上の必要性」について 
 

ア 補助金等に関する法律の定め 

補助金等については、地方自治法第 232 条の２で次のように規定されている。 

（寄附又は補助） 

第 232 条の 2 普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補

助をすることができる。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

「公益上必要がある場合」に限定された内容となっており、したがって「公益

上の必要性」の有無が補助金等を交付する際の重要な判断基準となる。 
 

イ 「公益上の必要性」について 

① 行政実例における見解 

「公益上必要がある場合」をどのように判断するかについて、「行政実例（注）」

では、「公益上必要があるかどうかを一応認定するのは長及び議会であるが、こ

の認定は全くの自由裁量行為ではないから、客観的にも公益上必要であると認

められなければならない」（行政実例昭和 28 年６月 29 日自行行発第 186 号）と

しており、「公益上の必要性」について客観性を担保することを求めている。た

だし、いかなる場合に公益性が認められるのかについては不明確である。 

（注）行政実例･･･法令の解釈･運用について所管省庁の見解を示したもので、通知･通達等

とは異なり、都道府県・市町村からの照会に対して所管省庁が回答するという形式を

とるものである。 

② 判例･学説に見る見解 

①で述べたように、地方公共団体が補助金等を交付する場合には、「公益上の

必要性」に客観性が求められることとなるが、その判断基準を明確にする努力

が判例・学説によりなされてきている。 

例えば、安本典夫教授は、神戸地裁判決（昭和 62 年 9 月 28 日）を採用して、

「①補助金支出の目的、趣旨、②他の行政支出目的との関連での当該補助金の

目的の重要性・緊急性、③補助が公益目的に適切かつ有効な効果を期待できる

か、④補助金を受ける個人または団体の性格（団体の場合には、目的･構成員・

役員等の状況）、活動状況、⑤他の用途に流用される危険性がないか、⑥支出手

続き、事後の検査体制等がきちんとしているか、⑦目的違反、動機の不正、平

等原則違反、比例原則（当該目的と補助の程度、補助を受けた者に期待する行

動と補助の程度）違反など裁量権の乱用･逸脱にならないか」といった判断基準

を提示している。（安本典夫・東京高裁判決（平成３年７月 30 日）判例批評・

判例時報 1433 号 154 頁） 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 
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ここでは一例のみ取り上げたが、他の判例等を見る限り、客観的な判断基準を

提示しようとしているものについては、概ね同じ見解であると思われる。いず

れにしても、補助金等交付の要件である「公益上の必要性」については、一部

の判例･学説により客観的な判断基準についての考え方が提示されていること

が理解できた。 

なお、多くの自治体で補助金等の交付基準が作成されていることから、次では、

その内容について、これらの判例･学説の考え方との関連性を確認する。 

(３)  他の自治体の補助金交付基準の実例について 

「高松市補助金等交付システム見直し基準」（平成 16 年９月）では、補助金等

の交付基準を次のように定めている。 
 

【補助金等の交付基準】 

（１）事業の効果性 

① 補助金の交付が客観的にみて公益上必要であること 

② 補助金の交付に対して費用対効果が認められること 

③ 事業活動の目的、視点、内容などが社会経済情勢に合致していること 

④ 行政と民間の役割分担のなかで、真に補助すべき事業･活動であること 

（２）団体等の適格性 

① 支出の根拠が明確で法令などに抵触していないこと 

② 団体の会計処理および使途が適切であること 

③ 団体の当該事業決算における繰越金が、補助の額を超えていないこと 

④ 団体の事業活動の内容が団体の目的と合致していること 

（３）補助対象経費の明確化 

① 補助対象経費を団体の「活動事業費」に限定し、交際費、慶弔費、飲食費、親睦会

費等、補助事業の実施とは直接関係のない団体運営にかかる一般管理的な費用は、補

助対象としない。 

（以下省略） 

（４）補助額の適正化 

補助額の上限を定めることにより、支出の抑制を図るとともに、補助金間の公平を確

保する。 

① 国庫補助や県費補助を伴う事業にかかる市の補助は、合理的理由がない限り上乗せ

補助は行わない。 

（以下省略） 

（５）終期の設定 

補助金の交付にあたっては、補助事業の目標達成に向けた努力の促進と、補助事業の

効果や必要性の見直しのための区切りとするため、補助期間（終期）を定め、補助金の

実効性を確保する。 

（以下省略） 

 

この内容を読む限り、目的と効果、補助金等を受ける個人や団体の状況など、

前述した「公益上の必要性」に関する判断基準についての判例･学説の考え方と

同様の趣旨の内容が、当該基準の随所に示されていることが理解できる。 
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なお、他の自治体（佐倉市、南さつま市、旭川市等）でも、これとほぼ同じ

内容のものが見受けられることから、多くの自治体で同様の考え方に基づき補

助金等の交付基準が作成されているものと理解して良いと思われる。 

市の補助金等の制度を監査するにあたっては、以上に述べた「公益上の必要性」

に関する判例･学説の考え方や他の自治体の補助金等の制度を踏まえて、監査要

点や監査手続を考えていきたい。 
 

２ 監査実施上の基本的な考え方と監査要点 
 

(１)  監査実施上の基本的な考え方 

①「目的（公益性）と効果（有効性）」の重要性 

「公益上の必要性」については、判例･学説等で客観的な判断基準が示されて

いることは既に述べたとおりであるが、今後の監査を進めていく上で私たちが

最も重要と考えるのが、「目的と効果」の視点である。 

補助金等支出の目的が市民にとって本当に必要と言えるものなのか（公益性）、

必要なものであったとしても、支出の効果（有効性）が認められるのか、ある

いはその効果を確認できるのか、まさに補助金等の制度の根幹とも言える論点

である。 

②「経済性」・「効率性」の視点 

補助金等が公益上必要であったとしても、その効果と比較して、交付金額が果

たして適正なのか、費用対効果の視点から有効と言えるのかといった視点も重

要である。 

地方自治法第 2条第 14 項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当た

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最尐の経費で最大の効果を挙げ

るようにしなければならない。」とされており、行政事務にあたっての「経済性」

「効率性」を重視している。 

③「公平性」の視点 

補助金等は、公益上必要があると認められた事業の促進･発展を図るために、

対象となる団体や個人に対して市が交付するものである。したがって、対象と

なる団体等が、あまねく平等にその補助金等を利用するためには、補助金等の

制度の内容（交付対象や交付基準、事務手続等）が明確にされ、対象となる団

体等に十分にその情報が伝わることが必要となる。 

④「透明性」の視点 

市民に広く公平に補助金等を利用してもらうためには、その情報が「正確に」

「わかりやすく」「迅速に」対象となる市民に伝わらなければならない。情報公

開の「透明性」の視点も重要となる。 
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次頁以降では、上記に挙げた視点を中心に、監査要点を具体的に説明する。 

(２)  監査要点 
 

ア 基準･ルール等の整備状況 

【基本的な考え方】 

補助金等を交付するためには「公益上必要がある場合」でなければならないこ

とから、市は、「公益上の必要性」についての基本的な考え方を明確にするとと

もに、市全体としての補助金等の交付基準等を明らかにする必要がある。 

そして、この基準等の要件を充足することが認められた場合には、個別の補助

金等ごとに、対象となる事業や支給の要件、手続についてのルールを明確にし

た「交付要綱」が作成されることとなる。 

この関係をイメージすると次のとおりである。 
 

補助金等の交付基準 ･･･ 補助金等制度についての市の基本的な考え方 

 
 

 

交付要綱 ･･･ 個別の補助金等ごとの支給のルール 
 

【監査要点】 

① 補助金等についての市の基本的な考え方等を示した「補助金等の交付基準」

が整備されているか、その内容は「公益上の必要性」等を十分考慮したもの

となっているか。 

② 個別の補助金等ごとの支給ルールである「交付要綱」は整備されているか、

そして適切な内容となっているか。 

イ 「公益上の必要性」について 

◇ 補助金等の交付目的 

【基本的な考え方】 

「公益上の必要性」についての判例･学説等の考え方については既に述べたと

おりであるが、その中でも重要と思われるのが「補助金等支出の目的、趣旨」

である。そして、「目的」を考える場合、考慮すべき事項は次のとおりである。 

○「交付要綱」等で目的が明文化されていること 

○ 目的の内容が具体的かつ明瞭に記載されていること 

○ 市の政策目的に合致していること 

○ 補助金等支出の効果が測定できるように目標設定が行われていること 

○ 受益者が特定の者に偏らず市民の間に不公平が生じないこと 
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【監査要点】 

① 「交付要綱」等で目的が明確に記載されているか。 

② 目的の内容は、以下の点について明確になっているか。 

㋑「誰に（何に）対して」、「どのような状態にしたいのか」。 

㋺ 市の「総合計画」上の位置付けは明確か。 

㋩ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか。特に受益者の数に

ついて明確にしているか。その場合、受益者が極端に尐なくないか、あるい

は特定の者に偏っていないか。 

③ いつまでに目的を達成したいと考えているのか。→ 補助等の終了予定年度

（見直しの時期）は明確になっているか。 

④ 国･県の制度に関連する補助等で市の上乗せがある場合、その上乗せの理由

は市の政策目的に合致しているのか。 

◇ 補助金等の交付団体等の決算から見た適格性 

【基本的な考え方】 

補助金等が効率的、効果的に運用されるためには、補助金等の交付団体等の運

営が適切に行われることが重要であり、次のような点に留意することが必要と

なる。 

○ 団体等の決算書がその団体等の運営状況を正しく反映していること 

○ 補助金等の額が団体等の決算状況から見て適切であること 

【監査要点】 

① 決算書の収支差額がゼロとなっていないか。 

 → 収支差額がゼロということは、何らかの会計操作が行われている可能性が

ある。 

② 決算書に多額の収支差額（黒字）又は繰越金（プラス）が見られないか。 

 → 多額の収支差額や繰越金を有する団体等に補助金等を交付する必要があ

るのか。 
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ウ 補助等の対象となる経費と交付金額の適正性 

【基本的な考え方】 

補助等の対象となる経費については、補助事業の実施に直接関係のある事業費

に限定し、それ以外の団体運営にかかる一般管理費的な費用（人件費や事務費

等）は、原則として補助対象としない考え方が、他の自治体の交付要綱等を見

る限り、一般的のようである。また、これ以外に格差是正や個人の経済的負担

の軽減等のために金銭的な援助が必要な場合などに個人等が補助対象となる。 

補助額の算定にあたっては、補助金等の目的や対象となる経費、市の財政状況

等を考慮して、「交付要綱」等で、具体的にその算定方法を明らかにする必要が

ある。 

補助等の対象となる経費及び交付金額の検討にあたって、考慮すべき事項は次

のとおりである。 

○ 補助金等の対象となる経費の範囲が明確であること 

○ 補助額の算定方法が明確であること 

【監査要点】 

① 補助等の対象となる経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか。 

② 対象経費に対する補助等の割合や上限額は「交付要綱」等で定められている

か。 

③ 補助金等が、補助等の対象となる経費（補助等の目的となる事業）以外に使

用されていないか（例えば交際費、慶弔費、飲食費あるいは他団体への貸付

金など）。 

④ 補助金等が、予め定められた方法に従って正しく計算されているか。 

⑤ 補助団体の事務作業を市の所管課が行っているケースや市の施設を補助団

体に無償あるいは低額で提供しているケースについては、団体の事務作業や

施設の無償（低額）貸与を補助対象として明確にするとともに、正しくその

コストを計算しているか。 

 

エ 事務手続等 

◇ 補助金等の申請から履行の確認までの事務手続 

【基本的な考え方】 

補助金等の交付の申請、決定等の基本的事項については、「静岡市補助金等交

付規則」（以下「交付規則」という。）に具体的な事務手続が定められている。 

事務手続の適正性については、交付規則に従っているか否かが重要となる。 
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【監査要点】 

① 補助金等の交付、決定にあたって、提出が必要とされる書類を全て入手し、

審査等を適切に行っているか。 

② 補助金等の交付、決定にあたって、補助団体等に所定の通知が適切に送付さ

れているか。 

③ 補助事業の履行実績の確認に当たって、提出が必要とされる書類を全て入手

し、その内容の調査、検証を適切に行っているか。 
 

◇ 補助金等の効果の測定・検証 

【基本的な考え方】 

既に述べたように、公益上必要であるという理由で、公金から補助金等が支出

される以上、補助金等が果たしている役割や効果等については、常に確認を行

わなければならない。効果を測定･検証するにあたって、重要なことは次のとお

りである。 

○ 補助金等支出の効果が測定できるように、具体的に目標が設定されており、

その目標との対比で効果の測定･検証を行っていること 

○ 補助金等の効果を検証した結果、問題点を明確にし、廃止･見直しの検討を

行うこと 

○ 補助団体に対する補助金等以外の市からの支出についても正しく把握し、費

用対効果の検証を行うこと 

【監査要点】 

① 補助金等支出の効果の測定･検証を行っているか。 

② 補助金等の交付目的の内容が具体的であるべきことは、Ｐ12 の「◇ 補助金

等の交付目的」【監査要点】の②㋑～㋩に記載したとおりであるが、効果の

測定・検証にあたっては、これらの内容を検討したものとなっているか。 

③ 補助金等の効果を検証した結果、問題点等を把握し、廃止･見直しの検討を

行っているか。例えば、次のような問題点を把握しているか。 

・当初の目的を達成している、あるいは社会経済情勢の変化により目的そのも

のが陳腐化しているにもかかわらず、長期間にわたって補助金等の交付が継

続していないか。 

・補助等の割合が低い又は低額の補助金等について、そもそも補助金等を支給

する意味があるのか。 

④ 補助団体の事務作業を市の所管課が行っているケースや市の施設を補助団

体に無償あるいは低額で提供しているケースについては、そのコストを正し

く計算し、費用対効果の検証を行っているか。 
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オ 情報公開 

【基本的な考え方】 

補助金等が市民に公平に利用されるためには、誰を対象としているのか、どの

ような条件を満たせば支給されるのかといった条件等が適切に市民に公開され

ていることが必要である。また、補助金等の実績や効果について、広く市民に

知ってもらうためには、補助事業の内容や成果（効果）等について積極的に公

開していくことが必要である。 

【監査要点】 

① 補助金等の制度の一覧表やガイドブックの作成･配布、広報紙や市のホーム

ページなどを活用して、広く市民に周知するために努力しているか。 

② 特定の団体等を対象とする場合には、その団体等を正確に把握し、補助制度

の内容を適切に周知しているか。 

③ 補助事業の実績や成果（効果）等について、積極的に市民に公開しているか。 
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B  市の補助金等の状況の調査（アンケートの実施） 
 

１ 市の補助金等の状況 
 

市における一般会計の「負担金、補助金及び交付金」の額及び歳出総額に占め

る割合の推移を示すと、次のとおりである。 

（単位：千円） 

 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 

補助金等の額 29,066,532 31,339,773 35,482,022 27,991,211 33,494,067 

歳出総額 244,535,695 224,076,089 258,618,850 246,626,071 235,252,234 

補助金等の割合 11.8％ 13.9％ 13.7％ 11.3％ 14.2％ 
      

 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度  

補助金等の額 36,207,780 35,685,095 40,031,607 41,132,545  

歳出総額 250,745,978 264,674,212 277,809,932 282,000,000  

補助金等の割合 14.4％ 13.4％ 14.4％ 14.5％  

（注）平成 13年度～20年度は決算額、平成 21年度は予算額である。 

なお、平成 13、14 年度は、旧静岡市、旧清水市の決算額を合算している。 

上記の表をグラフにあらわすと次のとおりである。 
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○ 平成 13 年度から平成 21 年度（予算）まで、補助金等の総額及び歳出総額に

占める補助金等の金額の割合は増加傾向にある。（平成 13 年度から平成 21

年度までで、総額 120 億円程度の増加となっている。） 

 

 

 

千円 
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平成 13 年度を 100 とした場合、補助金等の額、歳出総額の推移は、次のとお

りである。 
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歳出総額

 
 

○ 歳出総額の増加割合に比べ、補助金等の額の増加割合が高くなっていること

がわかる。 

（まとめ） 

近年、市は補助金等削減のための施策を講じてはいるものの（注）、上記の表

やグラフを見る限り、補助金等の額及び歳出総額に占める補助金等の割合は増

加傾向にあり、また、歳出総額の増加割合を補助金等の額の増加割合が上回っ

ていることを理解することができる。 

（注）補助金等削減の見直しの状況については、Ｐ123 の「（６）市の補助金等の見直しは

進んでいるか」を参照。 
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２ アンケートの実施 
 

(１)  監査要点とアンケートの質問事項 

市の補助金等の状況を確認するために、Ｐ11～Ｐ16 に挙げた監査要点を中心

に、第一ステップとして次頁のようなアンケートを実施した。 

なお、対象は原則として補助金であり、金額百万円以上のもの全てについてア

ンケートを実施した。 

監査要点とアンケートの質問内容の対応関係は次のとおりである。 

監 査 要 点  アンケートの質問内容 

ア 基準･ルール等の整備状況 ① － 

 ② 「１⑨」「４①」 

イ「公益上の必要性」について   

 ◇ 補助金等の交付目的 ① 「４②」 

  ②㋑ 「１③」「１⑫」 

   ㋺ 「１⑤」 

   ㋩ 「４⑬」「４⑭」 

  ③ 「１⑪」「４⑥」 

  ④ 「１⑤」「１⑦」「２」 

 ◇ 補助金等の交付団体等の ① 「３」 

 決算から見た適格性 ② 「３」 

ウ 補助等の対象となる経費と ① 「４③」 

           交付金額の適正性 ② 「４④」「４⑤」 

 ③ 「４⑯」「４⑰」「４⑱」 

 ④ － 

 ⑤ 「４⑲」「４⑳」 

エ 事務手続等   

 ◇ 補助金等の申請から ① 「４⑦」「４⑧」 

         履行の確認までの事務手続 ② 「４⑨」「４⑩」 

  ③ 「４⑪」「４⑫」 

 ◇ 補助金等の効果の測定･検証 ① 「４⑬」「４⑭」 

  ② 「４⑬」「４⑭」 

  ③ － 

  ④ 「４⑲」「４⑳」 

オ 情報公開 ① － 

 ② － 

 ③ － 
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(２)  アンケートの内容 
 

補助金等調査票 
 

課名      担当者        内線      

１．概要 

① 補助金等の名称  

② 所管課  

③ 補助等の目的  

④ 事業の概要  

⑤ 総合計画上の位置付け 

分 野 （例）文化・学習 

政 策 （例）次代を担う人材の育成と環境の整備 

事業名 （例）教育施設の耐震化等 

⑥ 区分 （例）建設事業負担金、事業費補助金、交付金など 

⑦ 財源 □ 市単独  □ 国・県の制度関連（上乗せ □あり□なし） 

⑧ 根拠法令等の名称  

⑨ 交付要綱の名称  

⑩ 補助開始年度 西暦     年度 

⑪ 補助終了予定年度 西暦     年度 

⑫ 交付先名  

⑬ 補助額の算定方法  

 

２．補助金等の額（決算額）の推移    （単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

静岡市の補助金等の額      

（財源内訳）      

○国・県      

○一般財源      

計       

対象事業費      

補助割合(％)      
 

３．補助団体等の決算状況の推移    （単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計      

支出合計      

収支差額       

次期繰越額(累計額)      
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４．質問事項 

以下の質問につき、「はい」または「いいえ」のいずれかに「○」をご記入ください。 

あてはまらない場合は「該当なし」をお選びください。 

№ 質問事項 はい いいえ 該当なし 

A 交付要綱等（協定書、規約を含む）   

① 交付要綱等はあるか    

② 補助等の目的は交付要綱等に記載されているか    

③ 補助等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか    

④ 対象経費に対する補助等の割合は交付要綱等で定められているか    

⑤ 補助等の上限額は交付要綱等で定められているか    

⑥ 終期の設定は行われているか    

B 事務手続等   

⑦ 補助金等交付申請書、その他添付書類はすべて入手しているか    

⑧ 上記⑦の書類はすべて遅滞なく入手しているか    

⑨ 補助金等交付決定通知書による通知を行っているか    

⑩ 補助金等交付確定通知書による通知を行っているか    

⑪ 実績報告書はすべて入手しているか    

⑫ 決算書はすべて入手しているか    

⑬ 補助等の効果を測定しているか    

⑭ 補助等の効果を測定するために、具体的な成果指標を定めているか    

C その他   

⑮ 過去５年において、同一の団体に補助金等の交付を行っているか    

⑯ 
補助等の交付先である団体は、補助の目的となる事業だけではなく、

目的外の事業も行っているか 
   

⑰ 
（上記⑯が「はい」の場合のみ、ご回答ください） 

補助金等が目的外の事業に使用されていないことを確認しているか 
   

⑱ 
過去５年において、補助団体から他の団体への貸付金・補助金はある

か 
   

⑲ 補助団体の事務作業を所管課が行っているか    

⑳ 市の施設を無償で提供しているか    
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(３)  アンケートを実施した補助金等（監査対象とした補助金等） 

今回、アンケート調査（監査）の対象とした補助金等は次のとおりである。 
（単位：千円） 

№ 所管課 名称 平成 20 年度 

1 情報管理課      ブロードバンド整備事業補助金   61,352 

2 市民生活課      連合自治組織運営費補助金   38,660 

3 市民生活課      防犯協会補助金      21,060 

4 市民生活課      学区交通安全会補助金   3,434 

5 市民生活課      民間交通指導員会補助金   2,766 

6 市民生活課      遺族会補助金       2,494 

7 市民生活課      交通安全推進協議会補助金   2,384 

8 市民生活課      暴力追放推進協議会補助金   2,160 

9 市民生活課      防犯灯維持費補助金    128,278 

10 市民生活課      防犯灯維持費補助金（蒲原）   5,392 

11 市民生活課      集会所建設費補助金    159,957 

12 市民生活課      コミュニティ事業補助金   12,728 

13 市民生活課      防犯灯設置費補助金    11,825 

14 市民生活課      防犯灯設置費補助金（蒲原）    2,606 

15 市民生活課      掲示板設置費補助金    1,740 

16 国際課        静岡市国際交流協会補助金   45,254 

17 文化振興課      市文化振興財団補助金   43,011 

18 文化振興課      文化団体運営費補助金   12,241 

19 文化振興課      羽衣まつり運営委員会補助金   9,091 

20 文化振興課      静岡市こどもミュージカル補助金   2,500 

21 文化振興課      静岡市民大音楽祭補助金   2,903 

22 文化振興課      ふれあい音楽運営委員会補助金   3,024 

23 文化振興課      芸術文化活動発表会参加奨励補助金   2,087 

24 文化財課       木造釈迦如来坐像保存修理補助金   1,109 

25 スポーツ振興課    市体育協会補助金（運営費補助金）   10,319 

26 スポーツ振興課    清水区連合体育会補助金   4,556 

27 スポーツ振興課    フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金   1,800 

28 スポーツ振興課    蒲原地区体育会補助金   1,676 

29 スポーツ振興課    清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金   1,620 

30 スポーツ振興課    市体育協会補助金（事業費補助金）   13,053 

31 スポーツ振興課    草サッカー大会実行委員会補助金   11,076 

32 スポーツ振興課    清水エスパルス支援金   5,000 

33 スポーツ振興課    静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金   3,000 

34 スポーツ振興課    小学校区体育大会等開催補助金   3,600 

35 スポーツ振興課    静岡市高等学校野球大会補助金   1,947 

36 スポーツ振興課    各種目別全国大会出場選手補助金   16,884 

37 環境総務課      
環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジ

ェクト事業補助金）    
  1,360 

38 清流の都創造課    建築物等緑化奨励補助金   7,181 

39 廃棄物政策課     生ごみ処理機器購入費補助金   4,359 

40 福祉総務課      保護司会補助金      5,105 

41 福祉総務課      人権擁護委員会補助金   1,944 
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№ 所管課 名称 平成 20 年度 

42 福祉総務課      市民生委員・児童委員協議会補助金   1,827 

43 福祉総務課      住民参加まちづくり事業費補助金   24,260 

44 障害者福祉課     授産品販売事業費補助金   6,035 

45 障害者福祉課     心身障害者小規模授産事業運営費補助金   138,522 

46 障害者福祉課     重度障害者生活訓練ホーム事業運営費補助金   38,588 

47 障害者福祉課     市身体障害者団体連合会補助金   1,995 

48 障害者福祉課     放課後対策レスパイト事業補助金   17,095 

49 障害者福祉課     心身障害者小規模授産事業施設機能強化推進費補助金   2,095 

50 障害者福祉課     しずおか演劇祭補助金   1,000 

51 障害者福祉課     障害者ケアホーム・グループホーム整備事業費補助金   27,204 

52 障害者福祉課     
知的障害者施設整備事業費補助金 

（障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 
  1,314 

53 障害者福祉課     重度身体障害者住宅改造費補助金   2,766 

54 障害者福祉課     
身体障害者施設整備事業費補助金 

（障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 
  8,944 

55 高齢者福祉課     軽費老人ホーム事務費補助金   197,850 

56 高齢者福祉課     シルバー人材センター補助金   49,530 

57 高齢者福祉課     老人つどいの家設置費等補助金   11,950 

58 高齢者福祉課     
高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金 

（全国健康福祉祭静岡市実行委員会補助金） 
  9,347 

59 高齢者福祉課     ふれあい懇談会事業補助金   3,294 

60 高齢者福祉課     高齢者社会参加促進事業補助金   1,458 

61 高齢者福祉課     高齢者・身体障害者住宅改造費補助金   25,228 

62 高齢者福祉課     高齢者生きがいセンター設置費補助金   4,000 

63 高齢者福祉課     敬老行事補助金        162,362 

64 高齢者福祉課     民間特別養護老人ホーム等運営費補助金   36,065 

65 介護保険課      山間地介護報酬加算補助金   6,797 

66 介護保険課      介護保険居宅サービス利用促進事業補助金   2,175 

67 保険年金管理課    市食品国民健康保険組合補助金   16,500 

68 子育て支援課     児童福祉援護団体等運営費補助金   1,606 

69 子育て支援課     子育て支援事業補助金   1,430 

70 青尐年育成課     清水地域青尐年健全育成事業補助金   8,471 

71 青尐年育成課     校庭開放事業運営費補助金   7,200 

72 青尐年育成課     尐年団体（子ども会）運営費補助金   6,976 

73 青尐年育成課     静岡地域青尐年健全育成事業補助金   3,515 

74 青尐年育成課     清水地域成人の日行事実行委員会補助金   3,527 

75 青尐年育成課     尐年教室運営委員会補助金   1,937 

76 青尐年育成課     市青年団協議会事業補助金   1,960 

77 保育課        私立認可保育所運営費補助金   928,939 

78 保育課        認可外保育所運営費補助金   44,941 

79 保育課        産休等代替職員雇用費補助金   5,435 

80 保育課        私立保育所小規模施設整備費等補助金   9,995 

81 保育課        私立保育所小規模施設整備費等補助金（民間移管分）   9,000 

82 保育課        
市立保育所移管に伴う施設整備費補助金 

（民営化借入金元金償還補助金） 
  1,640 

83 保育課        借入金・元金償還金補助金   3,540 

84 保育課        借入金・利子償還金補助金   1,028 



 24 

№ 所管課 名称 平成 20 年度 

85 保健衛生総務課    病院事業補助金      1,665,000 

86 保健衛生総務課    山間地診療所運営費補助金   31,200 

87 保健衛生総務課    市医師会運営費補助金   2,100 

88 保健衛生総務課    市薬剤師会運営費補助金   1,000 

89 保健衛生総務課    救急歯科センター運営費補助金   7,394 

90 健康づくり推進課   寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（葵・駿河）   18,633 

91 健康づくり推進課   寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（清水）   7,051 

92 健康づくり推進課   虫歯予防事業補助金（葵・駿河）   6,500 

93 健康づくり推進課   虫歯予防事業補助金（清水）   3,250 

94 健康づくり推進課   清水保健委員協議会補助金   1,870 

95 動物指導センター   市獣医師会補助金     7,830 

96 保健予防課      結核健康診断費補助金   5,844 

97 生活衛生課      飲料水供給施設等整備費補助金   8,472 

98 精神保健福祉課    精神障害者共同作業所事業費補助金   50,032 

99 精神保健福祉課    精神障害者共同住居運営費補助金   8,835 

100 精神保健福祉課    市断酒会補助金      1,333 

101 産業政策課      ＳＯＨＯしずおか運営費補助金   15,000 

102 産業政策課      しみず新産業開発振興機構補助金   3,800 

103 産業政策課      
健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイ

エンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 
  2,000 

104 産業政策課      中小企業組織化支援事業補助金   1,287 

105 産業政策課      中小企業支援センター事業費補助金   44,085 

106 産業政策課      循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金   25,000 

107 産業政策課      
健康・食品産業クラスター形成事業費 

（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 
  3,311 

108 産業政策課      産業振興資金利子補給事業費   362,600 

109 産業政策課      短期経営改善資金利子補給事業費   13,749 

110 産業政策課      小口資金利子補給事業費   14,648 

111 産業政策課      高度化資金利子補給事業費   2,488 

112 産業政策課      企業立地促進事業補助金   329,857 

113 商業労政課      商工会補助金       13,396 

114 商業労政課      職業訓練法人運営費補助金   11,355 

115 商業労政課      内職あっ旋事業補助金   8,300 

116 商業労政課      商工会議所一般会計運営補助金   5,490 

117 商業労政課      労働者福祉協議会補助金   3,160 

118 商業労政課      商店街振興事業補助金   2,130 

119 商業労政課      勤労者協議会連合会補助金   1,100 

120 商業労政課      中心市街地活性化協議会補助金   1,000 

121 商業労政課      商工会議所小規模事業指導補助金   14,000 

122 商業労政課      商店街空き店舗総合活用支援事業補助金   4,556 

123 商業労政課      中心市街地にぎわい創出事業補助金   4,012 

124 商業労政課      駿府秋のわくわく祭補助金   4,400 

125 商業労政課      商店街トータルサポート補助金   1,467 

126 商業労政課      人材能力開発事業補助金   1,575 

127 商業労政課      商店街イベント振興事業補助金   19,935 

128 商業労政課      七夕まつり補助金     6,500 



 25 

№ 所管課 名称 平成 20 年度 

129 商業労政課      灯ろうまつり補助金    2,250 

130 商業労政課      商店街環境整備事業補助金   21,980 

131 商業労政課      高年齢者、障害者等雇用奨励金   21,400 

132 商業労政課      勤労者教育資金利子補給金   6,035 

133 商業労政課      勤労者住宅建築資金利子補給金   2,692 

134 地域産業課      特産工業協会補助金   21,449 

135 地域産業課      地場産業振興支援事業補助金   30,000 

136 地域産業課      大規模展示会出展等支援事業補助金   19,826 

137 地域産業課      鏡台家具宣伝事業補助金   8,000 

138 地域産業課      地場産業支援事業補助金   7,741 

139 地域産業課      地場産品体験学習事業補助金   7,202 

140 地域産業課      新商品等開発事業補助金   4,660 

141 地域産業課      静岡木工機械展開催補助金   2,869 

142 地域産業課      地場産業後継者育成事業費（クラフトマンサポート事業）   1,992 

143 地域産業課      履物宣伝事業補助金    2,000 

144 地域産業課      仏壇展示会開催補助金   2,000 

145 地域産業課      静岡優良ツキ板展示大会開催補助金   1,500 

146 地域産業課      駿河家具展示会開催補助金   1,200 

147 地域産業課      サンダル見本市開催補助金   1,000 

148 地域産業課      「ホビーのまち静岡」推進事業補助金   14,000 

149 地域産業課      ホビーショー開催補助金   11,000 

150 地域産業課      静岡みこし祭り開催補助金   8,500 

151 観光課        静岡観光コンベンション協会運営費補助金   100,436 

152 観光課        静岡型体験観光推進事業補助金   4,500 

153 観光課        次郎長生家運営費補助金   2,000 

154 観光課        観光と物産展開催補助金   2,000 

155 観光課        観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）     1,000 

156 観光課        観光案内所運営補助金   14,619 

157 観光課        観光宣伝事業補助金    13,965 

158 観光課        もてなし実践セミナー開催事業補助金   1,000 

159 観光課        蒲原宿場まつり補助金   7,600 

160 観光課        静岡サンバカーニバル補助金   3,000 

161 観光課        かんばら御殿山さくらまつり補助金   2,230 

162 観光課        静岡おだっくい祭り補助金   1,800 

163 観光課        登呂まつり補助金     1,620 

164 観光課        井川もみじマラソン事業補助金   1,103 

165 イベント推進課    大道芸ワールドカップ開催補助金   97,200 

166 イベント推進課    静岡まつり開催補助金   63,850 

167 イベント推進課    みなと祭り補助金     53,810 

168 イベント推進課    安倍川花火大会開催補助金   32,500 

169 イベント推進課    おねり保存事業補助金   9,900 

170 イベント推進課    シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金   5,000 

171 イベント推進課    静岡おでんフェスタ開催補助金   4,500 

172 イベント推進課    かんばらまつり開催補助金   3,600 

173 清水港振興課     清港会運営費補助金    7,380 
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№ 所管課 名称 平成 20 年度 

174 清水港振興課     静岡県国際経済振興会補助金   3,970 

175 清水港振興課     日本貿易振興機構補助金   3,770 

176 清水港振興課     清水港利用促進協会補助金   5,220 

177 清水港振興課     静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金   2,470 

178 農林総務課      静岡地域材活用促進事業補助金   45,000 

179 農林総務課      森林環境基金事業費補助金（作業道開設事業）   11,819 

180 農林総務課      森林環境基金事業費補助金（林業機械購入費補助事業）   6,000 

181 農林総務課      農林産物被害対策事業（野生鳥獣被害防除事業補助金）   34,153 

182 農林総務課      森林組合補助金      5,418 

183 農林総務課      清水国産材加工事業協同組合補助金   2,385 

184 農林総務課      民有林造成事業補助金   25,249 

185 農業振興課      農業共済事業補助金    11,606 

186 農業振興課      認定農業者協会補助金   1,080 

187 農業振興課      農業協同組合補助金    5,400 

188 農業振興課      駿府本山お茶まつり補助金   7,650 

189 農業振興課      農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業）   2,500 

190 農業振興課      茶販路拡張事業補助金   3,065 

191 農業振興課      「お茶のまち静岡」推進事業補助金   3,114 

192 農業振興課      農地流動化総合対策事業補助金   2,706 

193 農業振興課      家畜伝染病予防対策補助金   1,149 

194 農業振興課      「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金   1,100 

195 農業振興課      農業祭開催補助金     1,000 

196 農業振興課      防霜施設整備推進事業補助金   6,254 

197 農業振興課      茶園改植推進事業補助金   12,213 

198 農業振興課      認定農業者支援事業補助金   12,103 

199 農業振興課      苺高設栽培普及事業補助金   3,515 

200 農業振興課      クリーン野菜産地育成事業補助金   1,260 

201 農業振興課      経営改善支援活動事業補助金   1,150 

202 農業振興課      農業近代化資金利子補助金   3,861 

203 農業振興課      農業災害対策資金利子補助金   1,135 

204 農業振興課      都市農業維持等支援事業補助金   78,134 

205 農地整備課      静岡市土地改良連絡協議会補助金   1,685 

206 農地整備課      農業水利費補助金   20,052 

207 農地整備課      県営土地改良事業補助金   330,354 

208 農地整備課      団体営土地改良事業補助金   59,775 

209 水産漁港課      漁業協同組合補助金    5,000 

210 水産漁港課      種苗放流事業費補助金   3,154 

211 水産漁港課      河川放流費補助金     2,031 

212 水産漁港課      用宗漁港まつり補助金   1,220 

213 水産漁港課      清水お魚ふれあい事業費補助金   1,200 

214 水産漁港課      漁業近代化資金利子補給金   17,439 

215 交通政策課      山間地バス路線維持費補助金   70,344 

216 交通政策課      市街地バス路線維持費補助金   54,026 

217 交通政策課      
鉄道近代化設備整備費 

（静岡市鉄道輸送高度化事業費補助金） 
  11,526 

218 市街地整備課     静岡市土地区画整理事業補助金（三保羽衣地区）   78,700 



 27 

№ 所管課 名称 平成 20 年度 

219 市街地整備課     静岡市土地区画整理事業補助金（蒲原六番向道下地区）   1,800 

220 市街地整備課     静岡市土地区画整理事業補助金（清水追分地区）   4,054 

221 市街地整備課     静岡市土地区画整理事業補助金（東原地区）   4,221 

222 公園計画課      
緑化推進協議会補助金 

（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 
  5,700 

223 公園計画課      保存樹木管理事業費（保存樹木保全補助金）    1,611 

224 住宅政策課      がけ地近接危険住宅移転事業費補助金   5,332 

225 河川課        巴川流域遊水機能保全事業補助金   25,995 

226 道路保全課      道路舗装整備事業費（静岡市私道整備補助金）   2,701 

227 警防課        消防団員退職報償金負担金   60,384 

228 警防課        消防団員等公務災害補償費負担金   7,403 

229 警防課        
管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡

県消防協会消防賞じゅつ金負担金） 
  3,806 

230 警防課        福祉共済制度加入補助金   4,025 

231 警防課        消防団交付金       128,922 

232 警防課        全国消防操法大会出場経費   1,000 

233 教育総務課      校長会等補助金      9,711 

234 教育総務課      平和資料センター運営費補助金   7,720 

235 教育総務課      まちづくり推進事業補助金   16,200 

236 学校教育課      市ＰＴＡ連絡協議会補助金   7,508 

237 学校教育課      中学校部活動振興事業補助金   4,230 

238 学校教育課      生徒指導対策事業補助金   3,306 

239 学校教育課      市中学校体育連盟補助金   2,824 

240 学校教育課      遠隔地校校外教育活動補助金   2,142 

241 学事課        私学振興補助金      206,626 

242 学事課        定時制通信制教育振興会補助金   1,707 

243 学事課        遠距離通学費補助金（中学生）   13,236 

244 学事課        遠距離通学費補助金（小学生）    8,814 

    合計   7,395,064 

（注）消防団交付金については、補助金に該当するということでアンケートを実施したが、

アンケート実施後、交付金であることが判明した。 
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C  アンケートの実施結果から見えてくる市の補助金等の状況 

市の補助金等についてアンケートを実施した結果の概要は、次のとおりである。 

また、以下の内容は、アンケートの「４．質問事項」の回答に関するものであ

る。 

「① 交付要綱等はあるか」 

交付要綱等はあるか｡

はい
58.2%

いいえ
41.0%

該当なし
0.8%

 

244 件中、約４割の補助金等について「交付要綱」が作成されていない状況を

理解することができる。 

この点については、Ｐ41 の「（３）補助金等ごとに「交付要綱」等を作成して

いるか」で問題点を指摘した。 

「② 補助等の目的は交付要綱等に記載されているか」 

補助等の目的は交付要綱等に記載されているか｡

はい
57.8%

いいえ
39.8%

該当なし
2.5%

 

244 件中、約４割の補助金等について、その目的が「交付要綱」等で明文化さ

れていない状況を理解することができる。 

この点については、Ｐ45 の「（１）「交付要綱」等で交付目的が明文化されて

いるか」で問題点を指摘した。 
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「③ 補助等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか」 

補助等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか｡

いいえ
48.0%

はい
49.2%

該当なし
2.9%

 
244 件中５割に近い補助金等で、補助等の対象となる経費の範囲が「交付要綱」

等で明確にされていない状況を理解することができる。 

この点については、Ｐ73 の「（１）補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等

で定められているか」で問題点を指摘した。 

「④ 対象経費に対する補助等の割合は交付要綱等で定められているか」 

対象経費に対する補助等の割合は交付要綱等で定められているか｡

はい
43.0%

いいえ
51.2%

該当なし
5.7%

 
244 件中約５割の補助金等で、対象経費に対する補助等の割合が「交付要綱」

等で明確にされていない状況を理解することができる。 

この点については、Ｐ77 の「（２）補助等の割合等は「交付要綱」等で明確に

なっているか」で問題点を指摘した。 

「⑤ 補助等の上限額は交付要綱等で定められているか」 

補助等の上限額は交付要綱等で定められているか｡

はい
37.7%

いいえ
55.7%

該当なし
6.6%

 
244 件中約６割に近い補助金等で、補助等の上限額が「交付要綱」等で定めら

れていない状況を理解することができる。 
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この点については、Ｐ77 の「（２）補助等の割合等は「交付要綱」等で明確に

なっているか」で問題点を指摘した。 

「⑥ 終期の設定は行われているか」 

終期の設定は行われているか｡

はい
9.8%

いいえ
82.0%

該当なし
8.2%

 
244 件中約８割の補助金等で、終期の設定が行われていない状況を理解するこ

とができる。 

この点については、Ｐ57 の「（３）補助等の見直しの時期が明確になっている

か（終期の問題）」で問題点を指摘した。 

「⑦ 補助金等交付申請書、その他添付書類はすべて入手しているか」 

補助金等交付申請書､その他添付書類はすべて入手しているか｡

はい
99.2%

該当なし
0.8%

 

244 件中「該当なし」を除くすべての補助金等で、補助金等交付申請書、その

他添付書類がすべて入手されている状況を理解することができる。 

「⑧ 上記⑦の書類はすべて遅滞なく入手しているか」 

 

244 件中「該当なし」を除くすべての補助金等で、補助金等交付申請書、その

他添付書類がすべて遅滞なく入手されている状況を理解することができる。 
 

補助金等交付申請書 ､ その 他添付書類 はすべて 遅滞 なく 入手 しているか。 

はい 
99.2% 

該当 なし 
0.8% 
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「⑨ 補助金等交付決定通知書による通知を行っているか」 

補助金等交付決定通知書による通知を行っているか｡

はい
98.4%

該当なし
1.6%

 
244 件中「該当なし」を除くすべての補助金等で、補助金等交付決定通知書に

よる通知が行われている状況を理解することができる。 

「⑩ 補助金等交付確定通知書による通知を行っているか」 

補助金等交付確定通知書による通知は行っているか｡

はい
96.3%

いいえ
0.8%

該当なし
2.9%

 
244 件中２件の補助金等で、「補助金等交付確定通知書」による通知が行われ

ていなかった。 

この点については、Ｐ98 の「（１）補助金等交付確定通知書による通知を行っ

ているか」で問題点を指摘した。 

「⑪ 実績報告書はすべて入手しているか」 

実績報告書はすべて入手しているか｡

はい
95.9%

該当なし
4.1%

 

244 件中「該当なし」を除くすべての補助金等で、実績報告書がすべて入手さ

れている状況を理解することができる。 
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「⑫ 決算書はすべて入手しているか」 

決算書はすべて入手しているか｡

はい
80.3%

該当なし
19.7%

 
244 件中「該当なし」を除くすべての補助金等で、決算書がすべて入手されて

いる状況を理解することができる。 

「⑬ 補助等の効果を測定しているか」 

補助等の効果を測定しているか｡

はい
41.4%

いいえ
52.9%

該当なし
5.7%

 

244 件中約５割の補助金等で、補助等の効果の測定が行われていない状況を理

解することができる。 

この点については、Ｐ108 の「（１）補助等の効果の測定･検証を行っているか」

で問題点を指摘した。 

「⑭ 補助等の効果を測定するために、具体的な成果指標を定めているか」 

補助等の効果を測定するために､具体的な成果指標を定めているか｡

はい
16.8%

いいえ
68.4%

該当なし
14.8%

 
244 件中約７割の補助金等で、補助等の効果を測定するために、具体的な成果

指標を定めていない状況を理解することができる。 

この点については、Ｐ53 の「ウ 効果の測定を可能にするような成果指標を

設けているか」で問題点を指摘した。 
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「⑮ 過去５年において、同一の団体に補助金等の交付を行っているか」 

過去5年において､同一の団体に補助金等の交付を行っているか｡

はい
76.2%

いいえ
14.3%

該当なし
9.4%

 
244 件中約８割に近い補助金等で、過去 5年において、同一の団体に補助金等

の交付を行っている状況を理解することができる。 

「⑯ 補助等の交付先である団体は、補助等の目的となる事業だけではなく、目

的外の事業も行っているか」 

 
244 件中約４割の補助金等で、補助等の交付先である団体が、補助等の目的と

なる事業だけではなく、目的外の事業も行っている状況を理解することができ

る。 

「⑰（上記⑯が「はい」の場合のみ、ご回答ください）補助金等が目的外の事

業に使用されていないことを確認しているか」 

補助金等が目的外の事業に使用されていないことを確認しているか｡

はい
40.2%

いいえ
3.3%

該当なし
56.6%

 
244 件中８件の補助金等で、補助金等が目的外の事業に使用されていないこと

を確認していなかった。この点については、Ｐ99 の「（２）補助金等の使途のチ

ェックは十分に行われているか…その１」からＰ106 の「（７）決算書等のチェ

ックは十分に行われているか」で問題点を指摘した。 

補助等の交付先である団体は ､ 補助の目的となる事業だけではなく、目的外の事業も 

行っているか。 

はい 
43.4% 

いいえ 
46.3% 

該当なし 
10.2% 
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「⑱ 過去５年において、補助団体から他の団体への貸付金・補助金はあるか」 

 
244 件中約１割の補助金等で、過去 5年において、補助団体から他の団体へ貸

付金・補助金がある状況を理解することができる。 

「⑲ 補助団体の事務作業を所管課が行っているか」 

補助団体の事務作業を所管課が行っているか｡

はい
13.1%

いいえ
73.4%

該当なし
13.5%

 
244 件中約１割の補助金等で、補助団体の事務作業を所管課が行っている状況

を理解することができる。 

この点については、Ｐ93 の「（８）補助団体の事務作業を所管課が行っている

ことをどう考えるか」で問題点を指摘した。 

「⑳ 市の施設を無償で提供しているか」 

市の施設を無償で提供しているか｡

はい
13.1%

いいえ
70.5%

該当なし
16.4%

 
244 件中約１割の補助金等で、市の施設を無償で提供している状況を理解する

ことができる。 

この点については、Ｐ96 の「（９）市の施設を無償で提供していることをどう

考えるか」で問題点を指摘した。 

 

過去 5 年において ､ 補助団体から他の団体への貸付金･補助金はあるか。 

はい 
11.5% 

いいえ 
73.8% 

該当なし 
14.8% 
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D  監査の結果の概要 

今回の監査報告書の内容は、Ｐ12～Ｐ16 で示した監査要点に従って、監査手

続を実施した結果であり、その詳細は「Ｅ 監査の結果」のとおりである。 

ここでは、いくつかの重要な視点に立って、「Ｅ 監査の結果」で取り上げた問

題点を整理しておきたい。 
 

１ 補助金等の制度に関する基本的な事項が明確化されていない 

今回の監査で最も重要と考えた視点の一つは、次の点である。 

○ 補助金等を交付するための前提である「公益上の必要性」が十分に検討され、

その検討結果が市全体の補助金等交付のルールとして整備されているか。ま

た、個々の補助金等の交付に関する規則も、それに対応したものとなってい

るか。 

この点について、具体的には、次のように言い換えることもできる。 

「補助金等に関する市としての基本的な考え方をまとめた「交付基準」及び

個々の補助金等の交付に関するルールである「交付要綱」が整備されているか。」 

残念なことであるが、補助金等の制度に関する市の基本的な考え方を整理した

「交付基準」は現在のところ作成されていない。また、個々の補助金等につい

ての「交付要綱」も、整備状況はまだまだ不完全である。 

「Ｅ 監査の結果」の中で、補助金等の制度に関する基本的な事項について指

摘した事項は次のとおりである。 

論点 該当頁 

１(１) 補助金等の交付に関する客観的な判断基準を有しているか 39 

１(２) 補助金、負担金、交付金の区分は明確か 40 

１(３) 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 41 

２(１)「交付要綱」等で交付目的が明文化されているか 45 

２(２)ウ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 53 

２(３) 補助等の見直しの時期が明確になっているか（終期の問題） 57 

３(１) 財政状態の健全な団体に対する運営費補助金は認められるか 63 

３(２) 市の外郭団体に対する運営費補助金をどのように考えるか 68 

４(１) 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか 73 

４(２) 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか 77 

４(４) 補助額の算定方法が「定額」であることは適正と言えるのか 84 

４(５) 毎年「同額」支出の補助金等は適正なものと言えるのか 86 

４(７) 地域要件のみによって補助金等の額に差を設けることは適切か 92 
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２ 「継続」「廃止」「削減」を検討するための制度が整備されていない 

今回の監査で最も重要と考えた視点の二つ目は、次の３項目である。 

① 補助金等の交付目的の内容が具体的な内容（「誰に（何に）対して」「どのよ

うな状態にしたいのか」）を充足しているか。そして、その内容を、効果の

測定を可能にするような成果指標として具体化しているか。 

② ①の成果指標に対する補助等の効果の測定が適切に実施され、その評価結果

の内容は住民の理解を得るに足る十分な内容となっているか。（評価結果は

適切に情報公開されているか。） 

③ ②の評価結果に基づき、補助金等の「継続」「廃止」「削減」の検討が適切に

実施されているか。 
 

補助金等の制度の基本的な流れに関する事項であるが、次のように整理するこ

ともできる。 

「補助金等の制度を「Ｐ（ＰＬＡＮ）→Ｄ（ＤＯ）→Ｃ（ＣＨＥＣＫ）→Ａ（Ａ

ＣＴＩＯＮ）」のサイクルで捉え、「Ｐ」（＝補助等の目的や成果指標の設定等）、

「Ｃ」（＝効果の測定及びその結果に基づく評価等）、「Ａ」（＝補助金等の「継

続」「廃止」「削減」の検討）がそれぞれ適切に実施されているか。」 

監査を通じて確認できたことは、「Ｐ」や「Ｃ」、「Ａ」の作業が行われていな

い、たとえ行われていても内容が不十分な補助金等が数多くあったということ

である。また、補助金等によっては、「Ｐ」「Ｃ」が適切に実施されているもの

もあったが、「Ａ」（＝補助金等の「継続」「廃止」「削減」の検討）まで徹底さ

れているケースは尐ないのではないだろうか。 

より良い補助金等の制度を目指すのであれば、このＰＤＣＡサイクルの視点に

立った制度の仕組みを再構築することが必要である。目標を設定し、実行後は

事業の結果を評価検討し、問題点があれば改善し新たな目標を設定するという

不断の努力が補助金等制度の改善のためには必要である。 

「Ｅ 監査の結果」の中で上記の視点から指摘した事項は、次のとおりである。 

論点 該当頁 

「Ｐ」（＝補助等の目的や成果指標の設定等）に関して  

２(２)ア「誰に（何に）対して」「どのような状態にしたいのか」が明確か 48 

２(２)イ 市の政策目的に合致したものか 51 

２(２)ウ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 53 

６(２) 効果の測定（＝数値目標の設定）は難しいか 112 
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論点 該当頁 

「Ｃ」（＝効果の測定及びその結果に基づく評価等）に関して  

３(３) 補助金等の交付先としての適格性を確認しているか 71 

４(３) 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか 82 

４(６) 海外視察旅行の費用負担はどこまで認められるか 91 

４(８) 補助団体の事務作業を所管課が行っていることをどう考えるか 93 

５(２) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その１ 99 

５(３) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その２ 100 

５(４) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その３ 101 

５(５) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その４ 103 

５(６) 予定の事業が中止の場合、補助金の返還を求めなくてよいか 105 

５(７) 決算書等のチェックは十分に行われているか 106 

６(１) 補助金等の効果の測定･検証を行っているか 108 

６(２) 効果の測定（＝数値目標の設定）は難しいか 112 

６(３) 効果の測定･検証は適切に行われているか 116 

６(４) 補助金等について、総合的な評価を行っているか 119 

６(５) 収入に占める割合が低率の補助金等に支出の効果があるのか 122 

「Ａ」（＝補助金等の「継続」「廃止」「削減」の検討）に関して  

６(６) 市の補助金等の見直しは進んでいるか 123 

  
 

３ 行政監査の結果が、補助金等の制度の改善に活かされていない 

静岡市監査委員（以下「市監査委員」という。）は、平成 18 年度において、補

助金の交付事務について行政監査を実施しており、その内容は「平成 18 年度行

政監査の結果報告」（以下「行政監査結果報告」という。）として公表されてい

る（静岡市報 平成 19 年３月 31 日）。 

行政監査結果報告の中では、補助金制度について数多くの指摘がなされている

ことから、私たちの監査においても、その内容を十分に利用させていただいた

が、その過程で感じたことは、市監査委員の報告で指摘されていることの多く

の点が未だ改善されていないということであった。 

市の自浄能力に大きな懸念を抱かざるを得ない問題である。 

「Ｅ 監査の結果」の中で、上記の視点から指摘した事項は次のとおりである。 

論点 該当頁 

１(３) 補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか 41 

２(３) 補助等の見直しの時期が明確になっているか（終期の問題） 57 

４(８) 補助団体の事務作業を所管課が行っていることをどう考えるか 93 

５(８) まとめ･･･市監査委員からの指摘を再確認する必要がある 107 

６(１) 補助金等の効果の測定･検証を行っているか 108 
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４ 補助金等の制度改革を、市単独で実施することは難しい 

前述したとおり、市監査委員の指摘があるにもかかわらず、改善がなされてい

ない原因は何であろうか。そこには、補助金等の支給が長期化し、既得権化し

ている実態が大きな問題として横たわっているのではないだろうか。 

そもそも補助金等は、反対給付を求めることなく金銭的給付を行うものである。

反対給付を求めない以上、補助金等の支給については、住民の理解を得ること

が大前提であると思われるが、情報公開の問題も含めて、住民の理解を得るた

めの制度が積極的に導入されているとは言えないのが現状である。 

補助金等の制度改革が進まない現状を打破するためにも、市と交付団体等の２

者とは別の、第３極としての住民の視点に立った市民参加の制度を構築するこ

とをぜひ検討すべきではないだろうか。 

「Ｅ 監査の結果」の中で、上記の視点から指摘した事項は次のとおりである。 

論点 該当頁 

市の補助金等の見直しは進んでいるか 123 
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E  監査の結果 
 

１ 基準･ルール等の整備状況 
 

(１)  補助金等の交付に関する客観的な判断基準を有しているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

市が、補助金等を適正に交付するためには、「公益上必要がある場合」でなけ

ればならず、その判断にあたっては、客観性が担保されなければならないこと

は、Ｐ９の「（２）補助金等に関する法律の定めと「公益上の必要性」について」

で既に述べたとおりである。 

したがって、市が「公益上の必要性」について客観性を担保するためには、補

助金等を交付するための客観的な判断基準を有している必要がある。 

【現状】 

市が交付する補助金等に関する基本的な事項についての定めとしては、唯一

「交付規則」があるが、これは補助金等の交付の申請から支払までの事務手続

について定めたものであり、「公益上の必要性」の具体的判断基準について定め

たものは整備されていない。すなわち、「公益上必要がある場合」に該当するか

否かについて判断する基準が明文化されていないということである。 

【結論】 

地方自治法で、「公益上の必要性」を、補助金等を交付するための交付要件と

して挙げている以上、市はその具体的判断基準を「補助金等の交付基準」（注）

といった文書で明確にする必要があるのではないだろうか。 

なお、｢公益上必要がある場合｣という文言は抽象的表現であるため、その解釈

については、さまざまな考え方があるようである。したがって、具体的判断基

準の作成に当たっては、次のような点に留意する必要がある。 

○「公益上必要がある場合」の考え方について、判例･学説等で十分にその内容

を吟味する。（判例･学説等については、Ｐ９の「（２）補助金等に関する法

律の定めと「公益上の必要性」について」で一部の判例･学説について説明

を行っている。） 

○ 補助金等の交付に関する基本的な考え方を定めた「補助金等の交付基準」が

多くの自治体で作成されていることから、他の多くの自治体の事例を十分に

研究することが必要である。（他の自治体の事例については、Ｐ10 の「（３）

他の自治体の補助金等交付基準の実例について」を参照。） 

（注）他の自治体では、補助金等制度についての市の基本的な考え方を「補助金等の交付基

準」といった名称でルール化しているケースが多い。 
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(２)  補助金、負担金、交付金の区分は明確か【指摘事項】 

【現状】 

一般会計の「負担金、補助金及び交付金」を構成する補助金、負担金、交付金

の区分については、監査の実施過程において次のような問題点が見受けられた。 

○ 補助金、負担金、交付金の定義について財政課に問い合わせたところ、市と

しての明確な定義づけをした資料を入手することができなかった。 

○ 補助金、負担金、交付金の区分に関するアンケートの質問事項（「１．概要」

の「⑥ 区分」）に関して、アンケート回答後、修正依頼を数多く受けた。 

市として補助金、負担金、交付金の区分が明確に定義づけされているのか、そ

の考え方が明確に各所管課に伝わっているのか疑問を感じざるを得ない。 

【結論】 

他の自治体では、補助金、負担金、交付金の違いによって、事業に対する市の

関わり方を大きく変えているケースもある。例えば、浜松市では、次の新聞記

事（静岡新聞 2010.2.13）に見られるように、負担金は補助金と異なり、浜松

市がその事業に積極的に関わることが前提になっているようである。 
 

「検証 10 年度予算案 浜松市」 

  （抜粋） 

従来の補助に代わって登場したのが負担金や委託の項目だ。例えば北区細江町の伝統行事

「姫様道中」は910万円の補助は名目上なくなり、市負担金として600万円を新たに示した。

市は「カネを出す場合は単なる助成にしない。負担金を払うことで主催者側に加わり、イベ

ントの関与を強める」と狙いを明かす。 

  （以下省略） 

（注）下線部分は、包括外部監査人が付したものである。 

もし浜松市の考え方を援用するならば、市の補助金の中には負担金に該当する

ものが数多くあるのではないだろうか。浜松市の考え方が正しいと断定するも

のではないが、補助金、負担金、交付金の違いを明確に定義することは、より

良い補助金等の制度を構築するために大変重要なことであると考える。なお、

それらの考え方を各所管課が正しく共有する必要があることは言うまでもない。 
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(３)  補助金等ごとに「交付要綱」等を作成しているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助金等を適正に支出するために、「公益上の必要性」についての市の基本的

な考え方を整備する必要があることについては、（１）のとおりである。 

しかしながら、個々の補助金等の支出が、前述（Ｐ11 の「（１）監査実施上の

基本的な考え方」参照。）した「公益性」「有効性」「経済性」「効率性」「公平性」

等の要件を充足するためには、補助等の目的や対象となる経費の範囲、対象経

費に対する補助等の割合など、支給の条件やルールを定めた「交付要綱」等を

整備することが必要となる。 

【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ａ ①」で、「交付

要綱等はあるか」という質問を行った。その結果は次のとおりである。 
 

交付要綱等の有無 件数 割合 

はい 141 57.8％ 

いいえ 101 41.4％ 

該当なし 2 0.8％ 

合計 244 100.0％ 
 

交付要綱等はあるか｡

はい
57.8%

いいえ
41.4%

該当なし
0.8%

 

「交付要綱」等がない補助金等は、244 件中 101 件であり、その割合は 41.4％

に達する。アンケート結果からは、多くの補助金等について「交付要綱」等が

整備されていない状況が理解できる。なお、この質問に対して「いいえ」の回

答のあった補助金等の内訳は次のとおりである。 
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★ 市民生活課  

連合自治組織運営費補助金 遺族会補助金     

防犯協会補助金    交通安全推進協議会補助金 

民間交通指導員会補助金 暴力追放推進協議会補助金 

★ 国際課 

静岡市国際交流協会補助金  

★ 文化振興課  

市文化振興財団補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

文化団体運営費補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 静岡市こどもミュージカル補助金 

★ スポーツ振興課  

市体育協会補助金（運営費と事業費） 草サッカー大会実行委員会補助金 

清水区連合体育会補助金 清水エスパルス支援金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

蒲原地区体育会補助金 静岡市高等学校野球大会補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金  

★ 環境総務課 

環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    

★ 福祉総務課  

保護司会補助金    住民参加まちづくり事業費補助金 

人権擁護委員会補助金 市民生委員・児童委員協議会補助金 

★ 障害者福祉課  

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

市身体障害者団体連合会補助金  

★ 高齢者福祉課  

軽費老人ホーム事務費補助金 高齢者社会参加促進事業補助金 

シルバー人材センター補助金   

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金   

★ 子育て支援課   

児童福祉援護団体等運営費補助金  

★ 青尐年育成課  

校庭開放事業運営費補助金 尐年団体（子ども会）運営費補助金 

市青年団協議会事業補助金  

★ 健康づくり推進課  

虫歯予防事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

★ 産業政策課  

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 

中小企業組織化支援事業補助金 しみず新産業開発振興機構補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

★ 商業労政課  

商工会補助金     商工会議所小規模事業指導補助金 

内職あっ旋事業補助金 駿府秋のわくわく祭補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 人材能力開発事業補助金 

労働者福祉協議会補助金 七夕まつり補助金   
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商店街振興事業補助金 灯ろうまつり補助金  

勤労者協議会連合会補助金 中心市街地活性化協議会補助金 

★ 地域産業課  

特産工業協会補助金  ホビーショー開催補助金 

地場産業振興支援事業補助金 静岡みこし祭り開催補助金 

地場産業支援事業補助金 「ホビーのまち静岡」推進事業補助金 

★ 観光課  

もてなし実践セミナー開催事業補助金 静岡おだっくい祭り補助金 

静岡サンバカーニバル補助金 蒲原宿場まつり補助金 

★ イベント推進課  

大道芸ワールドカップ開催補助金 安倍川花火大会開催補助金 

みなと祭り補助金   シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

おねり保存事業補助金 かんばらまつり開催補助金 

静岡おでんフェスタ開催補助金 静岡まつり開催補助金 

★ 清水港振興課   

日本貿易振興機構補助金  

★ 農林総務課  

静岡地域材活用促進事業補助金 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金     

★ 農業振興課  

農業共済事業補助金  「お茶のまち静岡」推進事業補助金 

農業協同組合補助金  「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 農業祭開催補助金   

農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業） 茶販路拡張事業補助金 

★ 交通政策課   

市街地バス路線維持費補助金  

★ 公園計画課 

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

★ 警防課  

福祉共済制度加入補助金 消防団交付金 

全国消防操法大会出場経費  

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金）     

★ 教育総務課   

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金   

★ 学校教育課  

市ＰＴＡ連絡協議会補助金 中学校部活動振興事業補助金 

市中学校体育連盟補助金   
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【市監査委員の実施した行政監査の結果】 

平成 19 年３月に公表された行政監査結果報告の中で、市監査委員は「交付要

綱」等の整備状況について、次のように指摘している。 
 

 

９ 監査の結果 

（抜粋） 

（２）交付に際して、要綱等が制定されているか 

監査対象となった 372 事業のうち、補助金交付要綱（以下「要綱」という。）等を制定し

ていた事業は 150 事業（40.3％）であり、222 事業（59.7％）については、要綱等が制定さ

れておらず、毎年度決裁を受けていたが、その内容については、必要な事項が欠落している

ものが多数見受けられた。事業費補助等、単年度で終了するものについてまで要綱等の制定

を求めるものではないが、継続して毎年度交付している運営費に対する補助金及び事業費補

助であっても毎年度恒常的に交付している補助金、利子補給等に係わる補助金については、

要綱等が必要であるので、各事業の状況に合わせ、要綱等の制定を強く要望する。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

【結論】 

「交付要綱」等の整備･改善状況については、「アンケートの結果」及び「行政

監査結果報告」から、次のような点を指摘することができる。 

○ 多くの補助金等について、「交付要綱」等が未整備の状況にある。 

○「交付要綱」等を制定すべきであるとの意見は、３年前に市監査委員から指

摘されている。 

【基本的な考え方】で述べたとおり、補助金等を適正に交付するためには、個々

の補助金等ごとに「交付要綱」等を整備する必要がある（注）。未整備である所

管課は、既に市監査委員からの指摘があったことを踏まえて、早急にこの問題

に対処しなければならないと考える。 

なお、「交付要綱」等には、今回のアンケートで質問事項に挙げたとおり、尐

なくとも次のような項目を充足することが必要である。 

① 補助等の目的（誰に（何に）対して、どのような状態にしたいのか。） 

② 補助等の対象となる経費の範囲 

③ 対象経費に対する補助等の割合 

④ 補助等の上限額 

⑤ 補助等の終期 

（注）【アンケートの結果】では、「いいえ」の回答のあった補助金等の名称をそのまま記載

しているが、その全てを問題とするものではなく、単年度で支給が終了するものや法

律で支給が義務付けられているものなど、そもそも「交付要綱」等を作成する必要の

ない補助金等も想定されることから、個々の補助金等の内容･性質等に応じてその必

要性を検討していただきたいと考える。 
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２ 補助金等の交付目的 
 

(１) 「交付要綱」等で交付目的が明文化されているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

「公益上の必要性」を判断するにあたって最も重要なことが、「補助金等支出

の目的、趣旨」であることについては、Ｐ12 の「イ「公益上の必要性」につい

て」で述べたとおりであるが、そこで第一に考えるべき点は、【監査要点】①で

も示しているとおり、「目的」が明文化されているか否かである。 

【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ａ ②」で、「補助

等の目的は交付要綱等に記載されているか」という質問を行った。その結果は

次のとおりである。 
 

交付目的の明文化の有無 件数 割合 

はい 140 57.4％ 

いいえ 98 40.2％ 

該当なし 6 2.5％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助等の目的は交付要綱等に記載されているか｡

はい
57.4%

いいえ
40.2%

該当なし
2.5%

 

「目的」が交付要綱等で明文化されていない補助金等は244件中98件であり、

その割合は 40.2％に上る。アンケート結果からは、多くの補助金等について「目

的」が交付要綱等で明文化されていない状況が理解できる。なお、この質問に

対する「いいえ」の回答のあった補助金等の内訳は次のとおりである。 
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★ 市民生活課  

連合自治組織運営費補助金 遺族会補助金     

防犯協会補助金    交通安全推進協議会補助金 

民間交通指導員会補助金 暴力追放推進協議会補助金 

学区交通安全会補助金  

★ 文化振興課   

市文化振興財団補助金 静岡市こどもミュージカル補助金 

文化団体運営費補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

★ スポーツ振興課   

市体育協会補助金（運営費と事業費） 静岡市高等学校野球大会補助金 

清水区連合体育会補助金 草サッカー大会実行委員会補助金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 清水エスパルス支援金 

蒲原地区体育会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金  

★ 環境総務課   

環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    

★ 福祉総務課   

保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課   

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

市身体障害者団体連合会補助金   

★ 高齢者福祉課  

軽費老人ホーム事務費補助金 高齢者社会参加促進事業補助金 

シルバー人材センター補助金   

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金  

★ 子育て支援課  

児童福祉援護団体等運営費補助金   

★ 青尐年育成課   

校庭開放事業運営費補助金 尐年団体（子ども会）運営費補助金 

市青年団協議会事業補助金  

★ 健康づくり推進課   

虫歯予防事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

★ 産業政策課  

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 しみず新産業開発振興機構補助金 

中小企業組織化支援事業補助金 循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金）  

★ 商業労政課   

商工会補助金     中心市街地活性化協議会補助金 

内職あっ旋事業補助金 商工会議所小規模事業指導補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 駿府秋のわくわく祭補助金 

労働者福祉協議会補助金 人材能力開発事業補助金 

商店街振興事業補助金 七夕まつり補助金   
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勤労者協議会連合会補助金 灯ろうまつり補助金  

★ 地域産業課   

特産工業協会補助金  「ホビーのまち静岡」推進事業補助金 

地場産業振興支援事業補助金 ホビーショー開催補助金 

地場産業支援事業補助金 静岡みこし祭り開催補助金 

★ 観光課  

もてなし実践セミナー開催事業補助金 蒲原宿場まつり補助金 

静岡サンバカーニバル補助金 静岡おだっくい祭り補助金 

★ イベント推進課  

大道芸ワールドカップ開催補助金 静岡まつり開催補助金 

みなと祭り補助金   安倍川花火大会開催補助金 

おねり保存事業補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

静岡おでんフェスタ開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 清水港振興課  

日本貿易振興機構補助金  

★ 農林総務課   

静岡地域材活用促進事業補助金 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金      

★ 農業振興課   

農業共済事業補助金  茶販路拡張事業補助金 

農業協同組合補助金  「お茶のまち静岡」推進事業補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 

農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業） 農業祭開催補助金   

★ 交通政策課  

市街地バス路線維持費補助金   

★ 公園計画課   

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

★ 警防課   

福祉共済制度加入補助金 消防団交付金     

全国消防操法大会出場経費  

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金）    

★ 教育総務課    

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金   

【結論】 

補助金等の支出の「目的」が交付要綱等で明確にされていなければ、「公益上

の必要性」の有無を判断することは不可能である。地方自治法が「公益上必要

がある場合」に限定して補助金等の支出を認めていることに鑑みるならば、公

益上必要であるか否かを判断できない現在の状況は、大きな問題を抱えている

と言わざるを得ないであろう。 

各所管課は、「目的」が明文化されていない補助金等について、直ちに「交付

要綱」等にその支出の「目的」を記載すべきであると考える。 
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(２) 「目的」の内容は具体的かつ明瞭か 

【基本的な考え方】 

上記（１）では、「目的」の明文化の有無の問題について指摘したが、たとえ

「目的」が明文化されていても、その内容に具体性や明瞭さを欠く場合には、「公

益上の必要性」を判断することができないという同様の問題が発生する。 

ここでは、次のア～ウに挙げた内容（Ｐ13 の【監査要点】②参照）を中心に、

「目的」の具体的内容のあり方について検討していきたい。 

ア「誰に（何に）に対して」「どのような状態にしたいのか」が明確か 

イ 市の政策に合致したものであるか（市の「総合計画」上の位置付けが明確で

あるか） 

ウ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか 
 

ア「誰に（何に）対して」「どのような状態にしたいのか」が明確か【指摘事項】 

【アンケートの趣旨及び結果】 

「「誰に（何に）対して」「どのような状態にしたいのか」が明確か」の論点は、

補助金等の「目的」を考える場合の根幹に関わる問題である。 

今回のアンケート（Ｐ20 参照）では、「１．概要」の「③ 補助等の目的」で

その内容の記載をお願いした。アンケートの回答の中で、「補助等の目的」に具

体的な内容が欠けていると思われる補助金等（注）は次のとおりである。 

（注）ここでは、「目的」の内容が明らかに具体性を欠いていると思われるものの中から、

６例を抽出して列挙した。 

「大道芸ワールドカップ開催補助金」 
 

所管課 イベント推進課 補助金等の額 97,200 千円 

【補助等の目的】 

「大道芸ワールドカップ in 静岡」に対する助成 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 なし 

○「「大道芸ワールドカップ in 静岡」に対する助成」と記載されているだけで、

目的について何ら記載がない。 

○ イベント推進課の所管する他のイベント（静岡まつり、清水みなと祭り、安

倍川花火大会等）についても同様の内容の記載となっている。 

「井川もみじマラソン事業補助金」 
 

所管課 観光課 補助金等の額 1,103 千円 

【補助等の目的】 

井川地区において、県内外からの集客が見込めることで、適正な事業推進に資するため 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 あり 

○「･･･県内外からの集客が見込めることで、適正な事業推進に資するため」と

記載されているが、内容が不明確である。 
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「静岡市清水保健委員協議会補助金」 
 

所管課 健康づくり推進課（清水保健福祉センター） 補助金等の額 1,870 千円 

【補助等の目的】 

地域における住民の自発的な健康づくりの推進を図る。 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 あり 

○「･･･自発的な健康づくりの推進を図る」とはどういうことなのか、内容が不

明確である。 

「静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金」 
 

所管課 公園計画課 補助金等の額 5,700 千円 

【補助等の目的】 

静岡市花と緑のまちづくり協議会の運営資金 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 なし 

○ 目的についての記載がない。 

「清水港利用促進協会補助金」 
 

所管課 清水港振興課 補助金等の額 5,220 千円 

【補助等の目的】 

清水港の利用促進を図り、もって清水港の発展に寄与することを目的とする。 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 あり 

○「誰に（何に）対して」「どのような状態にしたいのか」といった具体的内容

が記載されていない。 

「種苗放流事業費補助金」 
 

所管課 水産漁港課 補助金等の額 3,154 千円 

【補助等の目的】 

水産業の振興を図る 

補助金交付要綱等での「目的」の記載の有無 あり 

○「河川放流費補助金」も同様の記載内容であり、「誰に（何に）対して」「ど

のような状態にしたいのか」といった具体的内容が記載されていない。 
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【市監査委員の実施した行政監査の結果】 

前述した「行政監査結果報告」では、事業の「目的」の明確化の問題について

次のように指摘している。 

９ 監査の結果 

（抜粋） 

（３）事業の目的は明確か、また、公益上の必要性はあるか。 

補助金交付の必要性については、法第 232 条の２に「公益上必要がある場合」と規定され

ている。要綱等や稟議書をもって補助金交付の事務を行っている事業についても、補助の目

的（公益上の必要性）が具体的に記載されていないものが散見されたが、各事業独自の理由

が存在すると思われるので、補助事業の透明性を高める観点から、要綱等や稟議書で補助の

目的（公益上の必要性）を具体的に記載されたい。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

【結論】 

補助等の「目的」の内容が具体的であるか否かの問題については、「アンケー

トの結果」及び「行政監査結果報告」から、次のような点を指摘することがで

きる。 

○ 一部の補助金等について、「目的」の内容に具体性を欠くものが見受けられ

た。 

○「目的」を具体的に記載すべきであるとの意見は、３年前に市監査委員から

指摘されている。 

上記（１）では、補助金等の「目的」が交付要綱等で明文化されていない場合

の問題点等を指摘したが、たとえ明文化されていても、「目的」の内容に具体性・

明瞭さを欠くケースについては同様の視点で考える必要がある。繰り返しにな

るが、補助金等の支出の「目的」が具体的な内容を伴っていなければ、「公益上

の必要性」の有無を判断することは不可能である。 

今回は６つの事例のみを取り上げたが、交付要綱等での「目的」の記載の有無

に関わらず、アンケートでお願いした「目的」の記載内容に具体性を欠くケー

スは他にも多数の補助金等で見受けられた。各所管課は、担当する補助金等が

「誰に（何に）対して」「どのような状態にしたいのか」といった具体的内容を

満たしたものとなっているかについて、再度検討することが必要であると考え

る。 

なお、この指摘は３年前の市監査委員からの要望事項でもあり、未だ改善され

ていないことも忘れてはならないであろう。 
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イ 市の政策目的に合致したものか【指摘事項】 

【アンケートの趣旨及び結果】 

補助金等の「目的」が、「ア」で述べたような内容を充足していたとしても、

「本来は民間に任せる事業なのではないか」あるいは「現在の社会経済情勢に

対応しているのか」といった疑問は常に付きまとう可能性が高い。 

このような不明瞭な点を解決するためには、補助金等の「目的」が市の事業計

画に沿ったものであることを明確にする必要があると考える。なぜならば、市

が策定した事業計画は、現在の社会経済情勢の変化に対応して、市が行うべき

政策や事業を検討したもののはずであるからである。 

今回のアンケート（Ｐ20 参照）では、市が「第 1 次静岡市総合計画」を推進

中であることから、「１．概要」の「⑤ 総合計画上の位置付け」の記載をお願

いした。その結果は次のとおりである。 
 

総合計画上の位置付けの記載の有無 件数 割合 

あり 135 55.3％ 

なし 77 31.6％ 

該当なし 32 13.1％ 

合計 244 100.0％ 

「総合計画上の位置付け」の記載がない補助金等は、244 件中 77 件であり、

その割合は 31.6％に上る。なお、「総合計画上の位置付け」の記載がなかった補

助金等の内訳は次のとおりである。 

★ 市民生活課       

遺族会補助金      

★ 福祉総務課       

保護司会補助金    人権擁護委員会補助金 

市民生委員・児童委員協議会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課      

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

心身障害者小規模授産事業運営費補助金 障害者ケアホーム・グループホーム整備事業費補助金 

重度障害者生活訓練ホーム事業運営費補助金 重度身体障害者住宅改造費補助金 

市身体障害者団体連合会補助金 心身障害者小規模授産事業施設機能強化推進費補助金 

知的障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

身体障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金  

★ 青尐年育成課      

清水地域成人の日行事実行委員会補助金  

★ 保育課         

私立認可保育所運営費補助金 私立保育所小規模施設整備費等補助金 

認可外保育所運営費補助金 借入金・元金償還金補助金 

産休等代替職員雇用費補助金 借入金・利子償還金補助金 

私立保育所小規模施設整備費等補助金（民間移管分） 
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市立保育所移管に伴う施設整備費補助金（民営化借入金元金償還補助金） 

★ 保健衛生総務課     

病院事業補助金    市薬剤師会運営費補助金 

山間地診療所運営費補助金 救急歯科センター運営費補助金 

市医師会運営費補助金  

★ 商業労政課       

商工会補助金     駿府秋のわくわく祭補助金 

内職あっ旋事業補助金 商店街トータルサポート補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 人材能力開発事業補助金 

労働者福祉協議会補助金 七夕まつり補助金   

商店街振興事業補助金 灯ろうまつり補助金  

勤労者協議会連合会補助金 勤労者教育資金利子補助金 

商工会議所小規模事業指導補助金 勤労者住宅建築資金利子補給事業費 

★ 地域産業課       

地場産品体験学習事業費  

★ 農林総務課       

農林産物被害対策事業（野生鳥獣被害防除事業補助金） 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金    民有林造成事業補助金 

★ 農業振興課       

農業共済事業補助金  農地流動化総合対策事業補助金 

認定農業者協会補助金 家畜伝染病予防対策補助金 

農業協同組合補助金  農業祭開催補助金   

駿府本山お茶まつり補助金 クリーン野菜産地育成事業補助金 

農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業） 経営改善支援活動事業補助金 

茶販路拡張事業補助金 農業近代化資金利子補助金 

「お茶のまち静岡」推進経費 農業災害対策資金利子補助金 

★ 農地整備課       

静岡市土地改良連絡協議会補助金 農業水利費補助金   

★ 交通政策課       

鉄道近代化設備整備費（静岡市鉄道輸送高度化事業費補助金） 

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

保存樹木管理事業費（保存樹木保全補助金）   

★ 住宅政策課       

がけ地近接危険住宅移転事業費補助金  

★ 河川課         

巴川流域遊水機能保全事業補助金  

★ 教育総務課       

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金  

★ 学事課         

私学振興補助金    遠距離通学費補助金（中学生） 

定時制通信制教育振興会補助金 遠距離通学費補助金（小学生）  
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【結論】 

アンケート結果から、「総合計画上の位置付け」が不明確、言い換えれば、市

の政策目的に合致しているのか判断できない補助金等が多くあることが理解で

きる。 

各補助金等が真に市が支出すべきものであり、現在の社会経済情勢に適合した

ものであることを説明するためにも、各所管課は、各補助金等の「総合計画上

の位置付け」を明確にすることが必要であると考える。 
 

ウ 効果の測定を可能にするような成果指標を設けているか【指摘事項】 

【アンケートの趣旨及び結果】 

補助金等の支出の効果（有効性）の有無を確認するためには、その目的自体が

測定可能な情報（成果指標）を含んだものであることが必要である。なぜなら

ば、補助金等の目的が、その内容として具体的な成果指標を持たず、曖昧なも

のにとどまるならば、後日支出の効果を検証･測定することは大変難しいものに

なるからである。 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ｂ ⑭」で、「補助

等の効果を測定するために、具体的な成果指標を定めているか」という質問を

行った。その結果は次のとおりである。 
 

具合的な成果指標の有無 件数 割合 

はい 45 18.4％ 

いいえ 158 64.8％ 

該当なし 41 16.8％ 

合計 244 100.0％ 
 
 

補助等の効果を測定するために､具体的な成果指標を定めているか｡

はい
18.4%

いいえ
64.8%

該当なし
16.8%

 

具体的な成果指標を設けていない補助金等は、244 件中 158 件であり、その割

合は 64.8％に上る。アンケート結果からは、多くの補助金等について、具体的

な成果指標が設けられていない状況が理解できる。なお、この質問に対して「い

いえ」の回答のあった補助金等の内訳は次のとおりである。 
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★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金 防犯灯維持費補助金  

防犯灯設置費補助金  防犯灯維持費補助金（蒲原） 

掲示板設置費補助金  集会所建設費補助金  

遺族会補助金     コミュニティ事業補助金 

★ 国際課         

静岡市国際交流協会補助金  

★ 文化振興課       

市文化振興財団補助金 静岡市こどもミュージカル補助金 

文化団体運営費補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

★ 文化財課        

木造釈迦如来坐像保存修理補助金  

★ スポーツ振興課     

市体育協会補助金（運営費と事業費） 各種目別全国大会出場選手補助金 

清水区連合体育会補助金 草サッカー大会実行委員会補助金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 清水エスパルス支援金 

蒲原地区体育会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 小学校区体育大会等開催補助金 

静岡市高等学校野球大会補助金  

★ 清流の都創造課     

建築物等緑化奨励補助金  

★ 福祉総務課       

保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課      

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

心身障害者小規模授産事業運営費補助金 障害者ケアホーム・グループホーム整備事業費補助金 

重度障害者生活訓練ホーム事業運営費補助金 重度身体障害者住宅改造費補助金 

市身体障害者団体連合会補助金 心身障害者小規模授産事業施設機能強化推進費補助金 

放課後対策レスパイト事業補助金  

知的障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

身体障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

★ 高齢者福祉課      

軽費老人ホーム事務費補助金 高齢者生きがいセンター設置費補助金 

老人つどいの家設置等補助金 敬老行事補助金      

ふれあい懇談会事業補助金 民間特別養護老人ホーム等運営費補助金 

高齢者社会参加促進事業補助金 高齢者・身体障害者住宅改造費補助金 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金（全国健康福祉祭静岡市実行委員会補助金） 

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金  

★ 子育て支援課      

子育て支援事業補助金 児童福祉援護団体等運営費補助金 

★ 青尐年育成課      

市青年団協議会事業補助金  

★ 保健衛生総務課     

山間地診療所運営費補助金 救急歯科センター運営費補助金 

★ 健康づくり推進課    

寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 
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寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（清水） 清水保健委員協議会補助金 

虫歯予防事業補助金（葵・駿河）  

★ 動物指導センター    

市獣医師会補助金    

★ 産業政策課       

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 しみず新産業開発振興機構補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

★ 商業労政課  

商工会補助金     駿府秋のわくわく祭補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 商店街トータルサポート補助金 

労働者福祉協議会補助金 人材能力開発事業補助金 

商店街振興事業補助金 商店街イベント振興事業補助金 

勤労者協議会連合会補助金 七夕まつり補助金   

中心市街地活性化協議会補助金 灯ろうまつり補助金  

商工会議所小規模事業指導補助金 商店街環境整備事業補助金 

商店街空き店舗総合活用支援事業補助金 勤労者住宅建築資金利子補給事業費 

勤労者教育資金利子補助金 中心市街地にぎわい創出事業補助金 

★ 地域産業課       

地場産業支援経費    

地場産業後継者育成事業費（地場産業後継者育成事業（クラフトマンサポート事業）） 

★ 観光課         

静岡観光コンベンション協会運営費補助金 観光宣伝事業補助金  

静岡型体験観光推進事業補助金 もてなし実践セミナー開催事業補助金 

次郎長生家運営費補助金 蒲原宿場まつり補助金 

観光と物産展開催補助金 かんばら御殿山さくらまつり補助金 

観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）   登呂まつり補助金   

観光案内所運営補助金 井川もみじマラソン事業補助金 

★ イベント推進課     

大道芸ワールドカップ開催補助金 おねり保存事業補助金 

静岡まつり開催補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

みなと祭り補助金   静岡おでんフェスタ開催補助金 

安倍川花火大会開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 農林総務課       

農林産物被害対策事業（野生鳥獣被害防除事業補助金） 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金    民有林造成事業補助金 

森林環境基金事業費補助金（林業機械購入費補助事業） 

★ 農業振興課       

農業共済事業補助金  防霜施設整備推進事業補助金 

認定農業者協会補助金 茶園改植推進事業補助金 

農業協同組合補助金  認定農業者支援事業補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 苺高設栽培普及事業補助金 

茶販路拡張事業補助金 クリーン野菜産地育成事業補助金 

「お茶のまち静岡」推進経費 経営改善支援活動事業補助金 

家畜伝染病予防対策補助金 農業近代化資金利子補助金 

「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 都市農業維持等支援事業費 

農業祭開催補助金    

★ 水産漁港課       

漁業協同組合補助金  用宗漁港まつり補助金 

種苗放流事業費補助金 清水お魚ふれあい事業費補助金 
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河川放流費補助金   漁業近代化資金利子補給金 

★ 交通政策課       

山間地バス路線維持費補助金 市街地バス路線維持費補助金 

鉄道近代化設備整備費（静岡市鉄道輸送高度化事業費補助金） 

★ 市街地整備課  

静岡市土地区画整理事業補助金（三保羽衣地区） 静岡市土地区画整理事業補助金（東原地区） 

静岡市土地区画整理事業補助金（蒲原六番向道下地区） 静岡市土地区画整理事業補助金（清水追分地区） 

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

保存樹木管理事業費（保存樹木保全補助金）   

★ 住宅政策課       

がけ地近接危険住宅移転事業費補助金  

★ 教育総務課       

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金  

★ 学校教育課       

市ＰＴＡ連絡協議会補助金 市中学校体育連盟補助金 

中学校部活動振興事業補助金 遠隔地校校外教育活動補助金 

生徒指導対策事業補助金  

★ 学事課  

私学振興補助金    遠距離通学費補助金（中学生） 

定時制通信制教育振興会補助金 遠距離通学費補助金（小学生）  

 

【結論】 

市が地方自治法第 232 条の 2 の規定に基づき、「公益上必要」であると判断し

て補助金等を支出する以上、必ず公益に資する（効果のある）ものでなければ

ならず、その成果（目標達成度）については、市は当然説明責任を負わなけれ

ばならないであろう。 

この説明責任は、市民に対する目標と成果についての客観的･具体的な情報の

提供によって果たされるものと考えるが、目標が曖昧な内容にとどまるならば、

成果との比較についての客観的な検証は不可能となり、市がその責任を果たす

ことは大変難しいものになると思われる。市が補助金等の目標達成度について

の説明責任を果たすためには、目標に、効果の測定を可能にするような成果指

標が含まれていることが大変重要な要素になるのである。市は、効果の測定を

可能にするような成果指標を必ず設定すべきであると考える。 

なお、アンケートで｢該当なし｣の回答の多くは、効果の測定の難しさをその理

由に挙げているケースが多いものと想定されるが、原則として効果の測定が不

可能なものはないという考え方に立つべきである点に留意する必要がある。（そ

の理由については、Ｐ112 の「効果の測定（＝数値目標の設定）は難しいか」を

参照） 
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(３) 補助等の見直しの時期が明確になっているか（終期の問題）【指摘事項】 
 

【基本的な考え方】 

補助金等は一度交付されると、一般的に長期間にわたって継続的に支出される

傾向があることから、補助事業の成果を確認し、必要性を見直すためにも、補

助期間（終期）を定め、補助事業の実効性を確保する必要がある。 

【アンケート及び追加質問の結果】 

①「補助終了予定年度」について（アンケート） 

今回のアンケート(Ｐ21 参照)では、「４．質問事項」の「Ａ ⑥」で「終期の

設定は行われているか」について質問した。その結果は次のとおりである。 
 

終期の設定の有無 件数 割合 

はい 24 9.8％ 

いいえ 200 82.0％ 

該当なし 20 8.2％ 

合計 244 100.0％ 
 

終期の設定は行われているか｡

はい
9.8%

いいえ
82.0%

該当なし
8.2%

 

終期が設定されていない補助金等は244件中 200件であり、その割合は82.0％

に上る。アンケート結果からは、多くの補助金等について終期が明確になって

いない状況が理解できる。なお、質問に対して「いいえ」の回答のあった補助

金等の内訳は次のとおりである。 
 

★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金 交通安全推進協議会補助金 

防犯協会補助金    暴力追放推進協議会補助金 

学区交通安全会補助金 防犯灯維持費補助金  

民間交通指導員会補助金 集会所建設費補助金  

遺族会補助金     コミュニティ事業補助金 

防犯灯設置費補助金  掲示板設置費補助金  

★ 国際課         

静岡市国際交流協会補助金  

★ 文化振興課       

市文化振興財団補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

文化団体運営費補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 芸術文化活動発表会参加奨励補助金 
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静岡市こどもミュージカル補助金  

★ 文化財課        

木造釈迦如来坐像保存修理補助金  

★ スポーツ振興課     

市体育協会補助金（運営費と事業費） 各種目別全国大会出場選手補助金 

清水区連合体育会補助金 草サッカー大会実行委員会補助金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 清水エスパルス支援金 

蒲原地区体育会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 静岡市高等学校野球大会補助金 

小学校区体育大会等開催補助金  

★ 環境総務課       

環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    

★ 清流の都創造課     

建築物等緑化奨励補助金  

★ 廃棄物政策課      

生ごみ処理機器購入費補助金  

★ 福祉総務課       

保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課      

授産品販売事業費補助金 市身体障害者団体連合会補助金 

心身障害者小規模授産事業運営費補助金 放課後対策レスパイト事業補助金 

重度障害者生活訓練ホーム事業運営費補助金 心身障害者小規模授産事業施設機能強化推進費補助金 

しずおか演劇祭補助金 重度身体障害者住宅改造費補助金 

障害者ケアホーム・グループホーム整備事業費補助金  

知的障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

身体障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

★ 高齢者福祉課      

軽費老人ホーム事務費補助金 ふれあい懇談会事業補助金 

シルバー人材センター補助金 高齢者社会参加促進事業補助金 

老人つどいの家設置費等補助金 高齢者・身体障害者住宅改造費補助金 

敬老行事補助金      高齢者生きがいセンター設置費補助金 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金（全国健康福祉祭静岡市実行委員会補助金） 

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金  

★ 子育て支援課      

児童福祉援護団体等運営費補助金 子育て支援事業補助金 

★ 青尐年育成課      

清水地域青尐年健全育成事業補助金 静岡地域青尐年健全育成事業補助金 

校庭開放事業運営費補助金 清水地域成人の日行事実行委員会補助金 

尐年団体（子ども会）運営費補助金 尐年教室運営委員会補助金 

市青年団協議会事業補助金  

★ 保育課         

認可外保育所運営費補助金  

★ 保健衛生総務課     

山間地診療所運営費補助金 市薬剤師会運営費補助金 
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市医師会運営費補助金 救急歯科センター運営費補助金 

★ 健康づくり推進課    

寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（清水） 清水保健委員協議会補助金 

虫歯予防事業補助金（葵・駿河）  

★ 動物指導センター    

市獣医師会補助金    

★ 生活衛生課       

飲料水供給施設等整備費補助金  

★ 精神保健福祉課     

市断酒会補助金     

★ 産業政策課       

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 産業振興資金利子補給事業費 

しみず新産業開発振興機構補助金 短期経営改善資金利子補給事業費 

中小企業組織化支援事業補助金 小口資金利子補給事業費 

中小企業支援センター事業費補助金 高度化資金利子補給事業費 

循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 企業立地促進事業補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

★ 商業労政課       

商工会補助金     中心市街地活性化協議会補助金 

職業訓練法人運営費補助金 商工会議所小規模事業指導補助金 

内職あっ旋事業補助金 駿府秋のわくわく祭補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 人材能力開発事業補助金 

労働者福祉協議会補助金 商店街イベント振興事業補助金 

商店街振興事業補助金 七夕まつり補助金   

勤労者協議会連合会補助金 灯ろうまつり補助金  

商店街環境整備事業補助金 勤労者住宅建築資金利子補給事業費 

勤労者教育資金利子補助金  

★ 地域産業課       

特産工業協会補助金  履物宣伝事業補助金  

地場産業振興支援事業補助金 仏壇展示会開催補助金 

大規模展示会出展等支援事業補助金 静岡優良ツキ板展示大会開催補助金 

鏡台家具宣伝事業補助金 駿河家具展示会開催補助金 

地場産業支援経費   サンダル見本市開催補助金 

地場産品体験学習事業費 「ホビーのまち静岡」推進事業費 

新商品等開発事業補助金 ホビーショー開催補助金 

静岡木工機械展開催補助金 静岡みこし祭り開催補助金 

★ 観光課         

静岡観光コンベンション協会運営費補助金 観光案内所運営補助金 

静岡型体験観光推進事業補助金 観光宣伝事業補助金  

次郎長生家運営費補助金 もてなし実践セミナー開催事業補助金 

観光と物産展開催補助金 蒲原宿場まつり補助金 

観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）   静岡サンバカーニバル補助金 

かんばら御殿山さくらまつり補助金 登呂まつり補助金   

静岡おだっくい祭り補助金 井川もみじマラソン事業補助金 
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★ イベント推進課     

大道芸ワールドカップ開催補助金 おねり保存事業補助金 

静岡まつり開催補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

みなと祭り補助金   静岡おでんフェスタ開催補助金 

安倍川花火大会開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 清水港振興課      

清港会運営費補助金 静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金 

静岡県国際経済振興会補助金 清水港利用促進協会補助金 

日本貿易振興機構補助金  

★ 農林総務課       

静岡地域材活用促進事業補助金 農林産物被害対策事業（野生鳥獣被害防除事業補助金） 

森林環境基金事業費補助金（作業道開設事業） 森林組合補助金    

民有林造成事業補助金 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林環境基金事業費補助金（林業機械購入費補助事業） 

★ 農業振興課       

農業共済事業補助金  「お茶のまち静岡」推進経費 

認定農業者協会補助金 農地流動化総合対策事業補助金 

農業協同組合補助金  家畜伝染病予防対策補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 

農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業） 農業祭開催補助金   

茶販路拡張事業補助金 防霜施設整備推進事業補助金 

認定農業者支援事業補助金 茶園改植推進事業補助金 

クリーン野菜産地育成事業補助金 農業近代化資金利子補助金 

経営改善支援活動事業補助金  

★ 水産漁港課       

漁業協同組合補助金  河川放流費補助金   

種苗放流事業費補助金 用宗漁港まつり補助金 

★ 交通政策課       

山間地バス路線維持費補助金 市街地バス路線維持費補助金 

★ 公園計画課       

保存樹木管理事業費（保存樹木保全補助金）   

★ 住宅政策課       

がけ地近接危険住宅移転事業費補助金  

★ 道路保全課       

道路舗装整備事業費（静岡市私道整備補助金）  

★ 警防課         

福祉共済制度加入補助金 全国消防操法大会出場経費 

消防団交付金      

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金）     

★ 教育総務課       

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金  

★ 学校教育課       

市ＰＴＡ連絡協議会補助金 市中学校体育連盟補助金 

中学校部活動振興事業補助金 遠隔地校校外教育活動補助金 

生徒指導対策事業補助金  
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②「補助開始年度」について（アンケート） 

また、補助期間を把握するために、「１．概要 ⑩」で、「補助開始年度」につ

いての質問も行った。その結果は次のとおりである。 
 

補助開始年度 件数 割合 

1978 年度以前（30年以上経過） 41 16.8％ 

1979 年度～1988 年度 20 8.2％ 

1989 年度～1998 年度 34 13.9％ 

1999 年度以降 126 51.6％ 

不明 23 9.4％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助等が開始されてから 10 年以内のもの（補助開始年度が 1999 年以降）が

126 件で 51.6％にすぎず、10 年超及び不明のものが 118 件で 48.4％に達する。

30 年以上経過しているものも 41 件あり、その割合は 16.8％になる。 

補助開始から長期間経過しているものが数多く存在していることが理解でき

る。 

③ 見直しの実施の有無について（追加質問） 

補助期間が長期化している一部（注）の補助金等について、過去の見直しの実

施の有無について追加質問したところ、ほぼ全件、過去において補助金等の金

額の見直しを行っていることが確認できた。ただし、公益上の必要性の見直し

というよりも、近年の厳しい財政事情の影響を受けての補助金等の額の削減と

いうレベルにとどまっているとの印象を受けた。 

（注）補助期間が長期化している補助金等（追加質問） 

NO 補助金等名称 所管課 
補助開始 

事業年度 
補助期間 

㋑ 静岡県国際経済振興会補助金 清水港振興課 1959 年 49 年 

㋺ 市医師会運営費補助金 保健衛生総務課 1962 年 46 年 

㋩ 遠距離通学費補助金（中学生） 学事課 1965 年 43 年 

㋥ 中小企業組織化支援事業補助金 産業政策課 1966 年 42 年 

㋭ 特産工業協会補助金 地域産業課 1971 年 37 年 

㋬ 山間地ﾊﾞｽ路線維持費補助金 交通政策課 1973 年 35 年 

㋣ 市薬剤師会運営費補助金 〃 1983 年 25 年 

㋠ 草ｻｯｶｰ大会実行委員会補助金 スポーツ振興課 1987 年 21 年 

㋷ 清水国産材加工事業協同組合補助金 農林総務課 1990 年 18 年 
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【市監査委員の実施した行政監査の結果】 

前述した「行政監査結果報告」では、補助事業の見直しについて次のように指

摘している。 

10 まとめ 

（抜粋） 

また、補助事業の支出基準及び算出基準が明確に定められていないことから、補助事業の

適切な執行や効果の検証及び指導等が行われていない事例が多く見受けられた。従前の経緯

から補助金を支出している傾向がみられ、交付を受ける側の既得権化や補助金への依存度が

高まり、団体自立の妨げになることも考えられるので、社会情勢の変化に応じて、適正な見

直しを行うことが必要である。これらの見直しは、個々の事情があり困難な面もあろうが、

補助事業者等と十分な意思疎通を図り、限られた補助金財源を有効活用できるよう全庁的に

取組むことが必要である。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

補助事業が公益上の必要性を検証することもなく長期化すること、交付を受け

ることが既得権化すること等の危険を懸念しており、見直しの必要性を訴えて

いることが理解できる。 

【結論】 

上記のアンケート等の結果から、次の点が明らかである。 

○ 補助終了予定年度（終期）が設けられていない割合が高い（82.0％）。 

○ 補助期間が長期化している傾向が見られる（10 年超のもの（補助開始年度不

明を含む）48.3％）。 

○ 補助金等の金額の見直しは随時行われているものの、公益上の必要性を検討

するレベルには至っていない。 

○ 市監査委員からも見直しの必要性についての指摘がある。 

補助金等は、一度公益上必要であると認められれば、次年度以降、公益上の必

要性が否定されることは極めて稀であると考えられる。したがって、見直しの

時期（終期）が設定されていなければ、公益上の必要性を検証することも無く、

補助期間が長期化する傾向が強まるのは当然である。 

市は、見直しの時期（終期）を明確にし、改めて補助金等の目的（公益上の必

要性）及びその効果を検証し、今後も公益上必要であると認められる限りにお

いて、補助事業を継続するという仕組みを構築すべきであると考える。 

なお、高松市や浜松市などでは、補助期間を原則３年としてルール化している

（注）。ぜひ参考にしていただきたい。 

（注）高松市･･･「高松市補助金等交付システム見直し基準」（平成 16年９月） 

浜松市･･･「評価基準及び交付基準」 
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３ 補助金等の交付団体の決算から見た適格性 
 

(１) 財政状態の健全な団体に対する運営費補助金は認められるか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

運営費補助金とは、特定の団体等が行う事業に公益性があると認識し、その団

体の運営を支援するため補助するものである。補助等の対象となる経費につい

ては、人件費や事務費など一般管理費的な経費の全てが対象となるケースが多

い。 

設立後間もない団体などは、運営基盤が脆弱であることから、自立できるまで

の一定期間について、運営費に対する補助が必要になる場合がある。したがっ

て、財政状態が健全であり、運営費補助金がなくても運営が十分可能と思われ

る団体に、運営費補助金を支出することが適切と言えるのか検討する必要があ

る。 

【市の考え方】 

財政状態が健全な団体に対する補助金等について、市は「負担金、補助金及び

交付金の見直しについて（依頼）」（21 静財財財第 1332 号 平成 21 年 9 月 25 日）

の別紙資料「補助金等の見直し要領」（以下「見直し要領」という。）の中で、

次のような基準を設けている。 

     (抜粋) 

６ 具体的な基準 

（１）廃止基準（注１） 

① 多額の剰余金が生じている団体への補助金等 

（例えば、18年度から 20年度までの３年間の決算における剰余金が、補助金等の額の

１/２を超えるもの） 

（注１）実質的には、該当する補助金を即廃止するという基準ではなく、廃止を前提として

検討を行うべき補助金等の基準である。（財政課の見解） 

（注２）下線は包括外部監査人が付したものである。 

市も多額の剰余金が生じている団体、言い換えれば財政状態の健全な団体に対

する補助金等については、廃止を前提として検討すべきであることを明文化し

ている。 
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【現状】 

今回調査の対象とした運営費補助金の内、相手先団体の財政状態が明らかに健

全であると思われるケースは次のとおりである。（外郭団体については、（２）

を参照） 

 補助金等の名称 所管課 交付先 
補助金等の

額（千円） 

㋑ 中小企業組織化支援事業補助金 産業政策課 静岡県中小企業団体中央会 1,287 

㋺ 商工会議所一般会計運営補助金 商業労政課 
静岡商工会議所、 

清水商工会議所 
5,490 

㋩ 市医師会運営費補助金 保健衛生総務課 ㈳静岡市静岡医師会 2,100 

㋥ 市薬剤師会運営費補助金   〃 ㈳静岡市薬剤師会 1,000 

㋭ 市食品国民健康保険組合補助金 保険年金管理課 静岡市食品健康保険組合 16,500 

㋬ 静岡市社会福祉協議会負担金 福祉総務課 (社福)静岡市社会福祉協議会 200,110 
（注）㈳は社団法人の略、(社福)は社会福祉法人の略である。（以下同じ） 

「㋑ 中小企業組織化支援事業補助金」 

静岡県中小企業団体中央会の最近５年間の決算状況の推移は次のとおりであ

る。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計 816,991 819,454 816,231 779,526 772,427 

支出合計 812,809 814,678 811,274 775,151 768,989 

収支差額  4,182 4,776 4,957 4,375 3,438 

次期繰越額(累計額) 4,182 4,776 4,957 4,375 3,438 

補助金等の額 1,430 1,430 1,430 1,287 1,287 

（注）収支差額と次期繰越額（累計額）が一致しているが、収入に前年度繰越収入が加算さ

れているため、実質的には収支がほぼ均衡した状態で推移しているものと思われる。 

○ 事業は７億円を超える大きな規模であり、組織や人員体制も整備されており、

経営基盤が確立していることが理解できる。 

○ 収支は毎年ほぼ均衡しているが、このように収支の均衡を実現しているとい

うことは、予算制度が確立しており、予算の範囲内で事業を実施することが

できる団体であることの証左であると考える。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 

「㋺ 商工会議所一般会計運営補助金」 

商工会議所一般会計運営補助金は、静岡商工会議所と清水商工会議所に分かれ

ており、それぞれの最近５年間の決算状況（一般会計）の推移は次のとおりで

ある。 
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《静岡商工会議所》 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計 318,437 332,188 311,448 313,616 388,744 

支出合計 242,475 290,141 264,662 291,239 321,204 

収支差額Ⓐ  75,962 42,047 46,785 22,378 67,541 

前年度繰越収入Ⓑ 61,604 75,962 42,047 46,785 22,378 

実質的な収支差額（Ⓐ－Ⓑ） 14,358 △33,915 4,738 △24,407 45,163 

補助金等の額 1,600 1,520 1,440 1,440 1,440 

（注）平成 17年度は、実質的な収支差額が△33百万円となっているが、財政調整積立金へ

の支出 40百万円があることから、実質的には黒字と判断できる。 

○ 平成 19 年度に赤字となっているものの、ほぼ毎年収支差額は黒字を確保し

ている。また平成 20 年度の正味財産は 415 百万円あり、財政状態は健全で

ある。 

○ 事業は収入、支出ともに３億円を超える大きな規模であり、組織や人員体制

も整備されており、経営基盤が確立していることが理解できる。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 

《清水商工会議所》 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計 220,190 217,382 296,380 344,551 219,301 

支出合計 192,166 188,669 181,482 297,626 209,518 

収支差額Ⓐ  28,024 28,713 114,899 46,925 9,783 

前年度繰越収入Ⓑ 17,673 28,024 28,713 114,898 46,925 

実質的な収支差額（Ⓐ－Ⓑ） 10,351 689 86,186 △67,973 △37,142 

補助金等の額 4,500 4,275 4,050 4,050 4,050 

（注）平成 19年度及び 20 年度が赤字となっているのは、借入金の返済がそれぞれ 134 百万

円、50 百万円あったことが影響している。 

○ 平成 19 年度及び平成 20 年度は実質的な収支差額が赤字となっているが、借

入金の返済額が大きかったことが主な要因であり、これを除けば黒字である。

なお、平成 20 年度の正味財産は 576 百万円に達しており、財政状態は健全

である。 

○ 事業は収入、支出ともに２億円を超える大きな規模であり、組織や人員体制

も整備されており、経営基盤が確立していることが理解できる。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 
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「㋩ 静岡市医師会運営費補助金」 

静岡市医師会運営費補助金の最近５年間の決算状況の推移は次のとおりであ

る。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計 68,099 67,368 68,676 237,638 278,551 

支出合計 66,088 68,679 64,281 228,749 226,127 

収支差額  2,011 △1,310 4,395 8,889 52,424 

次期繰越額(累計額) 16,251 14,940 19,335 28,224 80,648 

補助金等の額 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 

○ 平成 17 年度に赤字を出しているものの、ほぼ毎年収支差額は黒字を確保し

ており（平成 20 年度は 52 百万円の大幅黒字）、また正味財産も 207 百万円

（平成 20 年度）に上り、財政状態は健全といえる。 

○ 事業は収入、支出ともに２億円（一般会計）を超える規模であり、組織や人

員体制も整備されており、経営基盤が確立していることが理解できる。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 

「㋥ 静岡市薬剤師会運営費補助金」 

静岡市薬剤師会運営費補助金の最近５年間の決算状況の推移は次のとおりで

ある。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入合計 74,475 108,954 57,883 82,215 59,500 

支出合計 67,673 104,160 56,919 64,762 49,214 

収支差額  6,802 4,795 964 17,454 10,286 

次期繰越額(累計額) 26,723 31,517 32,481 49,935 60,221 

補助金等の額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

○ 毎年、収支差額は黒字を確保しており（平成 19 年度及び平成 20 年度は 10

百万円超の黒字）、また正味財産も 113 百万円（平成 20 年度）を有しており、

財政状態は健全といえる。 

○ 事業規模は 50 百万円程度（一般会計）であり、それほど大きくはないが、

組織や人員体制は整備されており、経営基盤が確立していることが理解でき

る。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 
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「㋭ 静岡市食品国民健康保険組合補助金」 

市食品国民健康保険組合補助金の最近５年間の決算状況の推移は次のとおり

である。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

歳入合計 1,858,386 1,733,044 1,678,211 1,778,015 1,723,566 

歳出合計 1,710,867 1,591,856 1,478,642 1,621,342 1,486,786 

収支差額Ⓐ  147,519 141,188 199,569 156,673 236,780 

前年度繰越金Ⓑ 191,860 147,519 141,188 199,569 156,673 

実質的な収支差額（Ⓐ－Ⓑ） △44,341 △6,331 58,381 △42,896 80,107 

補助金等の額 16,500 16,500 16,500 16,500 16,500 

○ 実質的な収支差額は黒字と赤字を繰り返しているものの、平成 20 年度は 80

百万円の大幅な黒字を確保し、また前年度繰越金を含めた余剰金は 236 百万

円に達していることから、財政状態は健全であることが理解できる。 

○ 組織や人員は適正に整備されており、組合の経営体制は確立されていると言

えよう。 

○ 市の見直し要領の廃止基準（「例えば」で始まる部分）に該当する。 

「㋬ 静岡市社会福祉協議会負担金（注）」 

社会福祉法人静岡市社会福祉協議会の過去５年間の決算状況は次のとおりで

ある。 

（注）名称は「負担金」であるが、実質的には運営費補助金の性格を持つものである。 

（単位：千円） 

 区分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

収入額（３会計合計）Ⓐ 2,705,502 2,734,294 2,917,989 3,070,437 3,164,431 

 運営費補助金Ⓑ 180,633 158,990 200,086 198,378 200,110 

 運営費補助金の占める割合(Ⓑ/Ⓐ) 6.6％ 5.8％ 6.8％ 6.4％ 6.3％ 

純資産の部合計（３会計合計） 2,077,353 2,460,322 2,669,670 2,890,808 3,172,356 

 一般会計 1,918,156 2,273,105 2,396,205 2,566,582 2,781,488 

 公益事業特別会計 11,659 2,406 45,353 66,208 96,414 

 訪問介護特別会計 147,538 184,810 228,110 258,018 294,453 

純資産の部合計の前期比増加額(注) 126,013 382,969 209,348 221,138 281,548 

（注）純資産の部の合計額の前期からの増加額であり、剰余金の増加額と理解できる。 
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○ 純資産の部合計の増加額（剰余金の増加額）と運営費補助金の額を比較する

と、平成 17 年度以降は全て剰余金の増加額が運営費補助金の額を十分に上

回っている。すなわち、運営費補助金がなくても、全く問題なく団体の運営

ができたことが理解できる。 

○ 収入額、純資産ともに 30 億円を超える事業規模であり、また、組織や人員

についても十分整備されていることから、経営基盤は確立していると理解し

て問題ない。 

○ 多額の剰余金を有しているという点、また、運営費補助金の収入全体に占め

る割合が低いという点ともに、市の見直し要領の廃止基準に該当する。 

【結論】 

【基本的な考え方】で述べたとおり、運営費補助金は、原則として、設立後間

もない団体など、運営基盤が脆弱で経営的に自立ができていない団体等に対し

て、一定期間運営費に対する補助を行うものと考えるべきではないだろうか。

言い換えれば、経営的に自立している団体に対しては、運営費補助金を支出す

る理由がないと考えるべきである。 

この視点に立つと、今回例示した㋑～㋬の６団体は、組織や人員などの経営基

盤が確立しており、また財政状態も健全であることから、運営費補助金を交付

することについては疑問があると言わざるを得ない。 

市は、今回取り上げた補助金等に限らず、運営費補助金の交付団体等の全てに

ついて、経営体制や財政状態をもう一度見直すことが必要である。そして、経

営的あるいは財政的に自立していると認められる団体等に対しては、補助金等

の交付の中止や減額を検討すべきではないだろうか。 

なお、市の見直し要領の廃止基準では、「多額の剰余金が生じている団体等･･･」

と言っているものの、その定義については、「例えば･･･」と言っているだけで、

曖昧な表現にとどまっている。廃止基準に実効性を持たせるためにも、具体的

な内容に改めるべきである。 
 

(２) 市の外郭団体に対する運営費補助金をどのように考えるか【指摘事項】 

【現状】 

（１）で検討した運営費補助金については、市の外郭団体についても同様の問

題点があると思われることから、以下の運営費補助金について検討を行う。 

 所管課 補助金等の名称 交付先 
補助金等の

額（千円） 

㋑ ｽﾎﾟｰﾂ振興課 静岡市体育協会補助金 ㈶静岡市体育協会 10,319 

㋺ 文化振興課 静岡市文化振興財団補助金 ㈶静岡市文化振興財団 43,011 
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「㋑ 静岡市体育協会補助金」 

㈶静岡市体育協会の過去３年間の決算状況は次のとおりである。 

（単位：千円） 

 区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

事業活動収入Ⓐ 1,005,437 1,033,934 991,228 

 運営費補助金Ⓑ 10,342 10,422 10,319 

 運営費補助金の占める割合(Ⓑ/Ⓐ) 1.0％ 1.0％ 1.0% 

事業活動支出Ⓒ 902,511 1,039,398 973,773 

事業活動収支差額(Ⓐ-Ⓒ)（注） 102,926 △5,464 17,455 

正味財産の額 469,135 469,430 492,880 

主な資産の内訳    

 現金預金 231,379 254,163 283,175 

 基本財産引当預金 30,969 30,969 42,774 

 投資有価証券（基本財産） 326,694 326,694 424,888 

（注）本来の事業活動から生じる収支を比較・検討するため、投資活動や財務活動に伴う収

支は省略した。（以下同じ） 

○ 事業活動収支差額は、平成 19 年度に尐額の赤字となっているものの、その

他の年度では黒字を確保しており、しかも、その額は補助金等の額を超過し

ている。また、正味財産は、平成 20 年度において、５億円を若干下回る水

準に達しており、財政状態、経営成績ともに健全であることが理解できる。 

○ 組織や人員は、市の外郭団体として十分に整備されており、経営基盤は確立

している。 

○ 運営費補助金の事業活動収入に占める割合は１％程度であり、団体の経営体

制や財政状態を考えると、１％程度の収入減となっても、全く問題なく経営

を維持することができると思われる。特に、事業活動収支差額が補助金等の

額を超えている年度においては全く問題ないはずである。 

○ 多額の剰余金を有しているという点、また、運営費補助金の収入全体に占め

る割合が低いという点ともに、市の見直し要領の廃止基準に該当するものと

思われる。 
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「㋺ 静岡市文化振興財団補助金」 

㈶静岡市文化振興財団の過去３年間の決算状況（一般会計）は次のとおりであ

る。 

（単位：千円） 

 区分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

事業活動収入Ⓐ 1,377,509 1,373,688 1,481,218 

 運営費補助金Ⓑ 44,089 44,916 43,011 

 運営費補助金の占める割合(Ⓑ/Ⓐ) 3.2％ 3.2％ 2.9％ 

事業活動支出Ⓒ 1,302,793 1,269,846 1,436,617 

事業活動収支差額(Ⓐ-Ⓒ) 74,715 103,841 44,600 

正味財産の額 285,296 428,510 483,856 

主な資産の内訳    

 現金預金 285,296 316,332 373,165 

 普通預金（基本財産） 95,248 1,069 1,069 

 国債、県債（基本財産） 129,751 223,930 223,930 

○ 事業活動収支差額は、毎年黒字を確保しており、しかも、その額は補助金等

の額を超過している。また、正味財産は、平成 20 年度において、５億円を

若干下回る水準に達しており、財政状態、経営成績ともに健全であることが

理解できる。 

○ 組織や人員は、市の外郭団体として十分整備されており、経営基盤は確立し

ている。 

○ 運営費補助金の事業活動収入に占める割合は３％程度と低率であり、また事

業活動収支差額が補助金等の額を毎年超えていることから、補助金等がなく

ても団体の運営には全く影響を与えないはずである。 

○ 多額の剰余金を有しているという点、また、運営費補助金の収入全体に占め

る割合が低いという点ともに、市の見直し要領の廃止基準に該当するものと

思われる。 
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【結論】 

今回、検討の対象とした２団体（㈶静岡市体育協会、㈶静岡市文化振興財団）

は、いずれも財政状態は健全であり、また組織や人員の面でも充実しているこ

とから、経営的に自立した団体であることが理解できる（注１）。そして、決算

状況を見たところでは、各年度において、市の補助金等の額を上回る収支差額

（黒字）を計上していることも確認することができた。 

市は、これらの団体に対する補助金等について、本当に運営費補助金がなけれ

ば運営が成り立っていかないのか、補助金等の交付の中止や減額の余地はない

だろうかといった点について、もう一度検討することが必要ではないだろうか

（注２）。 

なお、ここでは市の外郭団体のうち２団体のみを検討の対象としたが、これら

の団体以外についても同様の視点から検討することをお願いしたい。 

（注１）前年度の包括外部監査報告書では、外郭団体の経営の自立に疑問を呈したが、これ

は指定管理料収入のない状況の下での経営の自立の問題であり、ここでは、運営費

補助金の必要性の有無の視点から、経営の自立の問題を論じている。 

（注２）㈶静岡市体育協会の運営費に対する補助金については、平成 22年度から廃止する

予定である。 
 
 

(３) 補助金等の交付先としての適格性を確認しているか【指摘事項】 

【現状】 

「学区交通安全会補助金」は市内の 74 の交通安全会に対して、交通安全意識

の高揚を図ること等を目的として交付されている補助金等である。その概要は、

次のとおりである。 
 

担当課 市民生活課 補助金等の額 3,434 千円 

【補助等の目的】 

市民の交通安全と交通事故の防止を図り、もって明るく住みよい町づくりを推進するため、

連合町内会または自治会連合会内に組織される交通安全意識の高揚を目的とした団体（交

通安全会）が行う事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

交付先 
市内各学区（地区）交通安全会 74 件 

葵区：36件 駿河区：19件 清水区：19 件 

交付金額 
葵区、駿河区：36,000 円 

清水区：76,500 円 

○ 74 の交通安全会に対して、一定の金額を補助している。ただし、地域によっ

て、交付金額に差がある。（この点については、Ｐ92 の「（７）地域要件のみ

によって補助金等の額に差を設けることは適切か」を参照） 

各交通安全会の財政状態を確認するため、決算書の内容を調査したところ、次

のような状況が見受けられた。 
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㋑ 市からの補助金等収入のみに頼っているところがある一方、住民からの会費

や町内会、自治会等からの助成金収入等があるところもあり、それに応じて

事業規模も異なっている。その結果、次のような点が感じられた。 

○ 財政的に恵まれている交通安全会は、事業を積極的に行っている状況が伺え

るが、多額の次期繰越金（余剰金）を有するケースも多い。 

   → そもそも補助金等を必要とするのか疑問である。 

○ 毎年、次期繰越金が増えているようなケースでは、補助金等が有効に利用さ

れているのか疑問である。（平成 19 年度から平成 20 年度にかけて、次期繰

越金が約 10 万円増加しているケースがあった。） 

○ 財政的に市からの補助金等のみに頼っているような交通安全会は、事業規模

も小さく、本当に事業を実施しているのか疑問のあるケースもあった（会議

費と事務費合計で 14,616 円しか支出されていないケースなど）。 

→ 補助金等が有効に利用されているのか疑問である。 

㋺ 決算書の記載状況に次のような不備あるいは疑問な点がある。 

○ 合計が合っていない。 

○ 数字が読めない。 

○ 予算額と決算額が、科目別に全て一円単位で一致している。 

○ 何に支出したのか全くわからない（摘要欄に資金使途の記載がない）。 

○ 交通安全会会長の押印がない。 

○ 使途不明なものがある（予備費が決算で計上されている）。 

（㋺の問題点については、Ｐ106 の「（７）決算書等のチェックは十分に行われ

ているか」を参照） 

【結論】 

個々の交通安全会の決算書を詳細に見ていくと、必ずしも補助金等が有効に利

用されているとは思われないような状況を確認することができた。 

市は、補助金等の交付先としての適格性をもう一度確認し、補助金等が有効利

用されるような対策を講ずるべきではないだろうか。 

例えば、市からの補助金等がなくても事業を十分に実施することが可能な交通

安全会に対しては補助金等の交付を一時中止することも一案であるし、そもそ

も事業の実施の有無が疑わしい交通安全会に対しては、市としての指導を積極

的に行うか、補助金等の交付を中止することも必要であろう。 

補助金等を交付している交通安全会は 74 団体に上り、交付先の財政状態や事

業規模に応じて補助金等の額を調整することは、所管課の事務負担を増やすこ

とにつながることは十分承知しているが、現状のまま放置することは補助金等

交付の趣旨からして望ましいことではないと考える。 
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４ 補助等の対象となる経費と交付金額の適正性 
 

(１) 補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助等の対象となる経費については、多くの自治体でルール化されている（注）

が、次のように理解するのが一般的のようである。 

 交付対象   対象経費   

    
事業費 → 事業費補助金 

 

 
団体 

   

   
運営費 → 運営費補助金 

 

     

 
個人 

     

      

㋑ 事業費補助金 

団体が行う事業について、その事業の公益性を認識し、その事業を支援する目

的で補助するものである。 

補助等の対象となる経費については、団体が行う事業費に限定し、交際費、慶

弔費、飲食費、親睦会費等、補助対象事業の実施とは直接関係のない団体運営

にかかる一般管理費的な費用は補助対象としない。 

㋺ 運営費補助金 

特定の団体等が行う事業に公益性があると認識し、その団体の運営を支援する

ため補助するものである。 

補助等の対象となる経費については、人件費や事務費など一般管理費的な経費

の全てが対象となる。設立後間もない団体などは、運営基盤が脆弱であること

から、自立できるまでの一定期間について、運営費に対する補助が必要になる

場合がある。 

事業費補助金にしても、運営費補助金にしても、補助金等の金額を正しく見積

もり、その使途が適正であることを後日検証するために、補助等の対象となる

経費の範囲を明確にしておくことの必要性が論点となる。 

（注）高松市･･･「高松市補助金等交付システム見直し基準」（平成 16年９月） 

浜松市･･･「評価基準及び交付基準」（財務部財政課） 

旭川市･･･「旭川市補助金交付基準」（平成 16年 7月） 
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【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ａ ③」で、「補助

等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか」という質問を行

った。その結果は次のとおりである。 
 

対象経費の明確化の有無 件数 割合 

はい 120 49.2％ 

いいえ 117 48.0％ 

該当なし 7 2.9％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか｡

いいえ
48.0%

はい
49.2%

該当なし
2.9%

 

補助等の対象となる経費の範囲が交付要綱等で定められていない補助金等は、

244 件中 117 件であり、その割合は 48.0％に上る。アンケート結果からは、多

くの補助金等について、補助等の対象となる経費の範囲が明確になっていない

状況が理解できる。なお、質問に対して「いいえ」の回答のあった補助金等の

内訳は次のとおりである。 

★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金 遺族会補助金     

防犯協会補助金    交通安全推進協議会補助金 

学区交通安全会補助金 暴力追放推進協議会補助金 

民間交通指導員会補助金  

★ 文化振興課       

市文化振興財団補助金 静岡市こどもミュージカル補助金 

文化団体運営費補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

★ スポーツ振興課     

市体育協会補助金（運営費と事業費） 静岡市高等学校野球大会補助金 

清水区連合体育会補助金 草サッカー大会実行委員会補助金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 清水エスパルス支援金 

蒲原地区体育会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金  

★ 環境総務課       

環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    

★ 福祉総務課       
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保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課      

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

市身体障害者団体連合会補助金  

★ 高齢者福祉課      

軽費老人ホーム事務費補助金 高齢者社会参加促進事業補助金 

シルバー人材センター補助金 ふれあい懇談会事業補助金 

★ 保険年金管理課  

静岡市食品国民健康保険組合補助金  

★ 子育て支援課      

児童福祉援護団体等運営費補助金  

★ 青尐年育成課      

校庭開放事業運営費補助金 尐年団体（子ども会）運営費補助金 

市青年団協議会事業補助金  

★ 健康づくり推進課    

虫歯予防事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

★ 精神保健福祉課     

市断酒会補助金     

★ 産業政策課       

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 中小企業組織化支援事業補助金 

しみず新産業開発振興機構補助金 循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

★ 商業労政課       

商工会補助金     中心市街地活性化協議会補助金 

内職あっ旋事業補助金 商工会議所小規模事業指導補助金 

商工会議所一般会計運営補助金 駿府秋のわくわく祭補助金 

労働者福祉協議会補助金 人材能力開発事業補助金 

商店街振興事業補助金 七夕まつり補助金   

勤労者協議会連合会補助金 灯ろうまつり補助金  

★ 地域産業課       

特産工業協会補助金  「ホビーのまち静岡」推進事業費 

地場産業振興支援事業補助金 静岡みこし祭り開催補助金 

地場産業支援経費    

★ 観光課         

静岡観光コンベンション協会運営費補助金 観光案内所運営補助金 

静岡型体験観光推進事業補助金 観光宣伝事業補助金  

次郎長生家運営費補助金 もてなし実践セミナー開催事業補助金 

観光と物産展開催補助金 蒲原宿場まつり補助金 

静岡サンバカーニバル補助金 観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）   

かんばら御殿山さくらまつり補助金 登呂まつり補助金   

静岡おだっくい祭り補助金 井川もみじマラソン事業補助金 

★ イベント推進課     

大道芸ワールドカップ開催補助金 おねり保存事業補助金 

静岡まつり開催補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

みなと祭り補助金   静岡おでんフェスタ開催補助金 



 76 

安倍川花火大会開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 清水港振興課      

清港会運営費補助金  日本貿易振興機構補助金 

静岡県国際経済振興会補助金 清水港利用促進協会補助金 

静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金  

★ 農林総務課       

静岡地域材活用促進事業補助金 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金     

★ 農業振興課       

農業共済事業補助金  「お茶のまち静岡」推進経費 

農業協同組合補助金  茶文化振興事業費   

駿府本山お茶まつり補助金 農業祭開催補助金   

農業協同組合補助金  防霜施設整備推進事業補助金 

茶販路拡張事業補助金 茶園改植推進事業補助金 

★ 交通政策課       

市街地バス路線維持費補助金  

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

★ 警防課         

福祉共済制度加入補助金 全国消防操法大会出場経費 

消防団交付金      

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金）     

★ 教育総務課       

校長会等補助金    まちづくり推進事業補助金 

平和資料センター運営費補助金  

★ 学校教育課       

中学校部活動振興事業補助金 市中学校体育連盟補助金 

【結論】 

補助金等は、その交付目的に合った用途（経費）に利用されるべきものであり、

それ以外の用途（経費）に利用されることは、補助金等の目的外使用というこ

とになり、決してあってはならないことである。 

このようなリスクを避けるためには、補助金等の金額を決定するにあたって、

補助等の対象となる経費の範囲を明確にし、正しく補助金等の金額を見積もる

とともに、後日、その使途がその範囲内にあることを検証することが重要とな

る。市は、補助等の対象となる経費の範囲を明確にしていない補助金等につい

て、その範囲を明らかにすることが必要である。 

なお、補助金等の使途のチェックの問題については、Ｐ99 の「（１）補助金等

の使途のチェックは十分に行われているか･･･その１」以下で検討を行う。 
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(２) 補助等の割合等は「交付要綱」等で明確になっているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助等の対象となる経費の範囲が決まっても、その範囲内でどこまで補助する

のかといった点が論点となる。そもそも補助金等は、市が直接実施する事業で

はなく、特定の事業や団体に対する支援等を目的として支出されるものである

ことを考えると、対象経費の全てを補助するのではなく、その一定割合に留め

ることの必要性が問われることになる。 

【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ａ ④」で「対象

経費に対する補助等の割合は交付要綱等で定められているか」、「Ａ ⑤」で「補

助等の上限額は交付要綱等で定められているか」という質問を行った。その結

果は次のとおりである。 
 

補助割合の明確化の有無 件数 割合 

はい 105 43.0％ 

いいえ 125 51.2％ 

該当なし 14 5.7％ 

合計 244 100.0％ 
 

対象経費に対する補助等の割合は交付要綱等で定められているか｡

はい
43.0%

いいえ
51.2%

該当なし
5.7%

 

上限額の明確化の有無 件数 割合 

あり 92 37.7％ 

なし 136 55.7％ 

該当なし 16 6.6％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助等の上限額は交付要綱等で定められているか｡

はい
37.7%

いいえ
55.7%

該当なし
6.6%
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補助等の割合や上限額が交付要綱等で定められていない補助金等は、それぞれ

244 件中 125 件並びに 136 件であり、その割合は 51.2％並びに 55.7％に上る。

アンケート結果からは、多くの補助金等について、補助の割合や上限額が定め

られていない状況が理解できる。なお、それぞれの質問に対して「いいえ」の

回答があった補助金等の内訳は次のとおりである。 

所管課 補助金等名 

補
助
割
合
の 

明
確
化
の
有
無 

上
限
額
の 

明
確
化
の
有
無 

市民生活課      連合自治組織運営費補助金 × × 

 防犯協会補助金    × × 

 学区交通安全会補助金 ×  

 民間交通指導員会補助金 × × 

 遺族会補助金     × × 

 交通安全推進協議会補助金 × × 

 暴力追放推進協議会補助金 × × 

 防犯灯維持費補助金   × 

文化振興課      市文化振興財団補助金 × × 

 文化団体運営費補助金 × × 

 羽衣まつり運営委員会補助金 × × 

 静岡市こどもミュージカル補助金 × × 

 静岡市民大音楽祭補助金 × × 

 ふれあい音楽運営委員会補助金 × × 

文化財課       木造釈迦如来坐像保存修理補助金 × × 

スポーツ振興課    市体育協会補助金（運営費と事業費） × × 

 清水区連合体育会補助金 × × 

 フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 × × 

 蒲原地区体育会補助金 × × 

 清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 × × 

 草サッカー大会実行委員会補助金 × × 

 清水エスパルス支援金 × × 

 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 × × 

 静岡市高等学校野球大会補助金 × × 

 各種目別全国大会出場選手補助金 ×  

環境総務課      環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    × × 

福祉総務課      保護司会補助金    × × 

 人権擁護委員会補助金 × × 

 市民生委員・児童委員協議会補助金 × × 

 住民参加まちづくり事業費補助金 × × 

障害者福祉課     授産品販売事業費補助金 × × 

 市身体障害者団体連合会補助金 × × 

 しずおか演劇祭補助金 × × 

高齢者福祉課     軽費老人ホーム事務費補助金 × × 

 シルバー人材センター補助金 × × 

 
高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金（全国健康福祉祭

静岡市実行委員会補助金） 
× × 

 ふれあい懇談会事業補助金 × × 

 高齢者社会参加促進事業補助金 × × 

保険年金管理課     静岡市食品国民健康保険組合補助金 × × 
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子育て支援課     児童福祉援護団体等運営費補助金 × × 

青尐年育成課     校庭開放事業運営費補助金 × × 

 尐年団体（子ども会）運営費補助金 × × 

 市青年団協議会事業補助金 × × 

保育課        認可外保育所運営費補助金 ×  

保健衛生総務課    市医師会運営費補助金 × × 

 市薬剤師会運営費補助金 × × 

健康づくり推進課   寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（葵・駿河）  × 

 寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（清水）  × 

 虫歯予防事業補助金（葵・駿河） × × 

 虫歯予防事業補助金（清水） × × 

 清水保健委員協議会補助金 ×  

保健予防課      結核健康診断費補助金  × 

生活衛生課      飲料水供給施設等整備費補助金  × 

精神保健福祉課    市断酒会補助金    × × 

産業政策課      ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 × × 

 しみず新産業開発振興機構補助金 × × 

 
健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズ

プロジェクト推進事業費補助金） 
× × 

 中小企業組織化支援事業補助金 × × 

 中小企業支援センター事業費補助金  × 

 循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 × × 

 
健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移

転事業費補助金） 
× × 

商業労政課      商工会補助金     × × 

 内職あっ旋事業補助金 × × 

 商工会議所一般会計運営補助金 × × 

 労働者福祉協議会補助金 × × 

 商店街振興事業補助金 × × 

 勤労者協議会連合会補助金 × × 

 中心市街地活性化協議会補助金 × × 

 商工会議所小規模事業指導補助金 × × 

 駿府秋のわくわく祭補助金 × × 

 人材能力開発事業補助金 × × 

 七夕まつり補助金   × × 

 灯ろうまつり補助金  × × 

 商店街環境整備事業補助金  × 

 勤労者教育資金利子補助金  × 

 勤労者住宅建築資金利子補給事業費  × 

地域産業課      特産工業協会補助金  × × 

 地場産業振興支援事業補助金 × × 

 地場産業支援経費   × × 

 「ホビーのまち静岡」推進事業費 × × 

 静岡みこし祭り開催補助金 × × 

観光課        静岡観光コンベンション協会運営費補助金 × × 

 静岡型体験観光推進事業補助金 × × 

 次郎長生家運営費補助金 × × 

 観光と物産展開催補助金 × × 

 観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）   × × 

 観光案内所運営補助金 × × 

 観光宣伝事業補助金  × × 

 もてなし実践セミナー開催事業補助金 × × 

 蒲原宿場まつり補助金 × × 

 静岡サンバカーニバル補助金 × × 
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観光課        かんばら御殿山さくらまつり補助金 × × 

 静岡おだっくい祭り補助金 × × 

 登呂まつり補助金   × × 

 井川もみじマラソン事業補助金 × × 

イベント推進課    大道芸ワールドカップ開催補助金 × × 

 静岡まつり開催補助金 × × 

 みなと祭り補助金   × × 

 安倍川花火大会開催補助金 × × 

 おねり保存事業補助金 × × 

 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 × × 

 静岡おでんフェスタ開催補助金 × × 

 かんばらまつり開催補助金 × × 

清水港振興課     清港会運営費補助金  × × 

 静岡県国際経済振興会補助金 × × 

 日本貿易振興機構補助金 × × 

 清水港利用促進協会補助金 × × 

 静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金 × × 

農林総務課 静岡地域財活用促進事業補助金 × × 

 森林組合補助金 × × 

 清水国産材加工事業協同組合補助金 × × 

 民有林造成事業補助金  × 

農業振興課      農業共済事業補助金  × × 

 農業協同組合補助金  × × 

 駿府本山お茶まつり補助金 × × 

 農業協同組合補助金（省エネルギー対策事業） × × 

 茶販路拡張事業補助金 × × 

 「お茶のまち静岡」推進経費 × × 

 「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 × × 

 農地流動化総合対策事業補助金  × 

 農業祭開催補助金   × × 

 経営改善支援活動事業補助金 × × 

水産漁港課      漁業協同組合補助金   × 

 種苗放流事業費補助金  × 

 河川放流費補助金    × 

 用宗漁港まつり補助金  × 

 漁業近代化資金利子補給金  × 

交通政策課      市街地バス路線維持費補助金 × × 

公園計画課      緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） × × 

警防課        
管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消

防賞じゅつ金負担金） 
× × 

 福祉共済制度加入補助金 × × 

 消防団交付金     × × 

 全国消防操法大会出場経費 × × 

教育総務課 校長会等補助金    × × 

 平和資料センター運営費補助金 × × 

 まちづくり推進事業補助金 × × 

学校教育課      市ＰＴＡ連絡協議会補助金  × 

 中学校部活動振興事業補助金 × × 

 生徒指導対策事業補助金 ×  

 市中学校体育連盟補助金 × × 

 遠隔地校校外教育活動補助金 ×  
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（注）×は、アンケートの質問「４．質問事項」のＡ④「対象経費に対する補助等の割合は

交付要綱等で定められているか」、Ａ⑤「補助等の上限額は交付要綱等で定められて

いるか」という質問に対して「いいえ」の回答があったことを示している。 

【結論】 

（１）の【基本的な考え方】でも述べたとおり、事業費補助金は特定の事業を

支援、援助する目的で補助するものであり、運営費補助金は特定の団体の運営

を支援する（団体が経済的に自立するまでの期間の支援など）目的で補助する

ものである。すなわち、補助等の目的があくまでも特定の事業や団体に対する

支援
．．

であることを前提にすれば、対象経費の全額を補助することは基本的に避

けるべきであり、補助等の割合や上限額を設定することによって、補助金等の

交付金額の適正性を確保することが必要であると考える。また、市の厳しい財

政事情のもと、このような制限･ルールを設けることは、市の財政に対する配慮

という視点からも、当然検討すべきことではないだろうか。 

なお、補助等の割合等を定めるにあたっては、次のような点に注意すべきであ

る。 

○ 補助等の割合等を定めることがその性格上なじまないものもあり、また、交

付の目的や対象等によって事情が異なることから、基本的には、個々の補助

金等ごとに補助等の割合等を交付要綱等で定めるべきである。 

○ ただし、市の厳しい財政事情に対する配慮の視点から、補助等の割合等につ

いては、市としての基準（交付基準）を設けることを検討すべきである。例

えば、浜松市や旭川市（注）などでは、交付基準の中で、運営費補助、事業

費補助ともに補助率を１／２以内という定めを置いている（旭川市は参考基

準）。 

（注）浜松市･･･「評価基準及び交付基準」（財務部財政課） 

旭川市･･･「旭川市補助金交付基準」（平成 16年 7月） 
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(３) 対象経費が不明確な状況で補助額の適正性を検証できるか【指摘事項】 

【アンケートの結果】 

アンケートでは、補助等の対象となる経費の範囲が明確になっているかという

視点から、「４．質問事項」の「Ａ ③」で、「補助等の対象となる経費の範囲は

交付要綱等で定められているか」という質問（㋑）を行い、また、明確になっ

た対象経費の範囲内でどのように補助額が算定されているかを確認するために、

「１．概要」の⑬で、「補助額の算定方法」についての質問（㋺）を行った。 

その結果、多くの補助金等（244 件中 87 件）について、次のような問題のあ

る結果が見受けられた。 

質問 回答 

㋑ 補助等の対象となる経費の範囲は

交付要綱等で明確になっているか 
いいえ 

㋺ 補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な経費の範囲内で、

かつ、毎年度の予算の範囲内で市長が定める額 

○ 補助額の算定方法として、「･･･必要な経費の範囲内で、･･･」と言いながら、

対象経費の範囲は交付要綱等で明確になっていない。 

このような回答結果となった補助金等の一覧は、次のとおりである。 
★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金 民間交通指導員会補助金 

防犯協会補助金    交通安全推進協議会補助金 

学区交通安全会補助金 暴力追放推進協議会補助金 

★ 文化振興課       

市文化振興財団補助金 静岡市こどもミュージカル補助金 

文化団体運営費補助金 静岡市民大音楽祭補助金 

羽衣まつり運営委員会補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

★ スポーツ振興課     

市体育協会補助金（運営費と事業費） 草サッカー大会実行委員会補助金 

清水区連合体育会補助金 清水エスパルス支援金 

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 

蒲原地区体育会補助金 静岡市高等学校野球大会補助金 

静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

★ 福祉総務課       

保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 障害者福祉課      

授産品販売事業費補助金 しずおか演劇祭補助金 

市身体障害者団体連合会補助金  

★ 高齢者福祉課      

シルバー人材センター補助金 高齢者社会参加促進事業補助金 

ふれあい事業費補助金  

★ 子育て支援課      

児童福祉援護団体等運営費補助金  

★ 健康づくり推進課    
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虫歯予防事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

★ 精神保健福祉課     

市断酒会補助金     

★ 産業政策課       

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 中小企業組織化支援事業補助金 

しみず新産業開発振興機構補助金 循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 

健康・食品産業クラスター形成事業費（フーズ・サイエンスヒルズプロジェクト推進事業費補助金） 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

★ 商業労政課       

労働者福祉協議会補助金  

★ 地域産業課       

特産工業協会補助金  「ホビーのまち静岡」推進事業費 

地場産業振興支援事業補助金 静岡みこし祭り開催補助金 

地場産業支援経費    

★ 観光課         

静岡観光コンベンション協会運営費補助金 蒲原宿場まつり補助金 

静岡型体験観光推進事業補助金 静岡サンバカーニバル補助金 

次郎長生家運営費補助金 かんばら御殿山さくらまつり補助金 

観光と物産展開催補助金 静岡おだっくい祭り補助金 

観光案内所運営補助金 登呂まつり補助金   

観光宣伝事業補助金  井川もみじマラソン事業補助金 

もてなし実践セミナー開催事業補助金  

★ イベント推進課     

大道芸ワールドカップ開催補助金 おねり保存事業補助金 

静岡まつり開催補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

みなと祭り補助金   静岡おでんフェスタ開催補助金 

安倍川花火大会開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 清水港振興課      

清港会運営費補助金  清水港利用促進協会補助金 

静岡県国際経済振興会補助金 静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金 

日本貿易振興機構補助金  

★ 農林総務課       

清水国産材加工事業協同組合補助金  

★ 農業振興課       

駿府本山お茶まつり補助金 「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 

茶販路拡張事業補助金 農業祭開催補助金   

「お茶のまち静岡」推進経費  

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

★ 警防課         

消防団交付金     全国消防操法大会出場経費 

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金） 

★ 教育総務課       

まちづくり推進事業補助金  

★ 学校教育課       

中学校部活動振興事業補助金 市中学校体育連盟補助金 
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【結論】 

補助等の対象経費が明確になっていない状況のもと、「･･･予算の範囲内で･･･」

という方法で補助額が算定されており、その算定根拠は甚だ曖昧なものとなっ

ている。もちろん、各所管課では実務的には対象経費を把握し、その上で補助

金等の額を算定しているケースが多いと思われるが、問題は、対象経費が交付

要綱等で明文化されていない状況のもとでは、その算定根拠を確認することが

できず、また、後日、補助金等の使途を検証することもできないということに

ある。 

補助額の算定の適正性を確保するためにも、補助等の対象となる経費を交付要

綱等で明確にすることが必要であると考える。 

 

(４) 補助額の算定方法が「定額」であることは適正と言えるのか【指摘事項】 

【アンケート及び追加質問の結果】 

今回実施したアンケートでは、どのように補助額が算定されているかを確認す

るために、「１．概要」の「⑬」で、「補助額の算定方法」についての質問を行

った。その結果、「定額」と回答した補助金等は次のとおりである。 

NO 補助金等の名称 所管課 金額（千円） 

㋑ 商工会補助金 商業労政課 13,396 

㋺ 商工会議所一般会計運営補助金 〃 5,490 

㋩ 商店街振興事業補助金 〃 2,130 

㋥ 中心市街地活性化協議会補助金 〃 1,000 

㋭ 商工会議所小規模事業指導補助金 〃 14,000 

㋬ 駿府秋のわくわく祭補助金 〃 4,400 

㋣ 人材能力開発事業補助金 〃 1,575 

㋠ 七夕まつり補助金 〃 6,500 

㋷ 灯ろうまつり補助金 〃 2,250 

㋦ 静岡市土地改良連絡協議会補助金 農地整備課 1,685 

そもそも補助等の対象となる事業の規模や目的の達成状況、交付する団体の財

政状態並びに市の財政状態等が、その年度によって変化するものであることを

考えると、補助金等の額も当然変化すべきものと考えられることから、補助額

の算定方法を「定額」とすることについては疑問が残る。 

そこで、上記の補助金等については、以下のような内容の追加質問を行った。 

「「定額」としている根拠、特に、補助等の対象となる経費を検討･把握した上

で、「定額」としているか否か。」 

その回答は、次のとおりである。 
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「㋑ 商工会補助金」～「㋷ 灯ろうまつり補助金」（注） 

【算定方法を「定額」としている根拠等】 

前年度に提出された補助金交付要望書の添付書類（予算書及び前年度決算等）により、

補助対象経費が適正であるか検討している。 

（注）「㋑ 商工会補助金」～「㋷ 灯ろうまつり補助金」の回答は、全て同じ内容である。 

○ 算定方法が「定額」である根拠については不明確である。 

○ 「･･･補助対象経費が適正であるか検討している。」とあるが、アンケートの

質問（「補助等の対象となる経費の範囲は交付要綱等で定められているか」

（「４．質問事項」の「Ａ ③」））については、全て「いいえ」で回答を得て

いる。したがって、補助対象経費が適正であることを検証することは難しい。 

「㋦ 静岡市土地改良連絡協議会補助金」 

【算定方法を「定額」としている根拠等】 

当団体は、静岡市の地域特性に併せた土地改良事業の促進、技術研究等を行っており、

その内容は、情勢報告会、市内の土地改良区の抱える共通課題等に対応した研修会、要

望活動などを実施しています。4月に補助金申請書を受理し事業計画等を確認したうえで

交付決定しています。 

○ 算定方法が「定額」である根拠については不明確である。 

【結論】 

今回追加質問を行った補助金等については、「定額」としている根拠に関して、

説得力のある回答は得られなかった。 

前述したとおり、補助等の対象となる事業や団体等の状況等が、年度ごとに変

化するものであることを前提に考えると、算定の根拠が明確でない限り、算定

方法を「定額」としてルール化することは問題であると考える。 

市は、補助額の算定方法として「定額」を採用することについては、原則禁止

にすることを検討すべきであると考える。 
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(５) 毎年「同額」支出の補助金等は適正なものと言えるのか【指摘事項】 

【アンケート及び追加質問の結果】 

（４）では、算定方法が「定額」の補助金等について検討を行ったが、算定方

法が「定額」ではなくても、毎年「同額」の補助金等が支出されているケース

もある。 

今回のアンケートでは、「２．補助金等の額（決算額）の推移」について質問

を行ったところ、４年間または５年間連続で同額の支出となっている補助金等

が以下のとおり見受けられた。（予め定められた補助額の算定方法に従った結果、

同額となっているものについては調査の対象外とした。） 

NO 補助金等の名称 所管課 
金額 

（単位：千円） 

（５年間連続して「同額」）  

㋑ 虫歯予防事業補助金（葵･駿河） 健康づくり推進課 6,500 

㋺ 健康･食品産業クラスター形成事業費 産業政策課 2,000 

㋩ 市医師会運営費補助金 保健衛生総務課 2,100 

㋥ 市薬剤師会運営費補助金   〃 1,000 

（４年間連続して｢同額｣）  

㋭ 緑化推進協議会補助金 公園計画課 5,700 

㋬ ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 産業政策課 15,000 

㋣ しみず新産業開発振興機構補助金   〃 3,800 

㋠ 駿府本山お茶まつり補助金 農業振興課 7,650 

（４）でも述べたとおり、補助等の対象となる事業の規模や目的の達成状況、

交付する団体の財政状態並びに市の財政状態等が、毎年変化するものであるこ

とを前提にすれば、補助金等の額も当然変化すべきものであり、補助金等が毎

年「同額」で支出されることについては疑問が残る。 

そこで、上記の補助金等については、以下のような内容の追加質問を行った。 

「「同額の支出」となっている理由、特に、補助等の対象となる経費を検討･

把握された上で、「同額の支出」となっているか否か。」 

その回答は、次のとおりである。 
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「㋑ 虫歯予防事業補助金（葵･駿河）」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

社団法人静岡歯科医師会は、虫歯予防事業補助金により乳幼児、学童、生徒に対し、ブラ

ッシング指導等の教室の開催や妊婦、大学生、高齢者、障害者に対する歯科健診等の事業の

実施のほか、歯の衛生週間では、多くの歯科医師、歯科衛生士、学生がボランティアで参加

して「歯っぴーフェア」のイベントを開催し、事業の普及啓発活動に積極的に取組んでいる。

こうした公益性の高い事業の実績を踏まえ、市では前年に提出される要望書を審査検討し、

事業実施年度に補助金の交付決定を行っている。ここ数年同程度の規模で事業を継続し取組

んでおり、事業の目的が達成されているため、数年間同じ金額で補助金を交付している。な

お、同事業に静岡歯科医師会も同額を支出している。 

補助額の算定方法（注１） 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか（注２） 
いいえ 

（注１）アンケート「１．概要」の「⑬」を参照（以下同じ） 

（注２）アンケート「４．質問事項」の「Ａ ③」を参照（以下同じ） 

（注３）下線は包括外部監査人が付したものである。（以下同じ） 

○ ここ数年間、事業規模が変わらないことが、「同額」の支出の理由となって

いる。 

「㋺ 健康･食品産業クラスター形成事業費（フーズ･サイエンスヒルズプロジェ

クト推進事業費補助金）」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

補助金の交付額については、交付対象事業の前年度実績・決算額、当年度事業計画・予算

案等を精査して決定している。交付対象団体である財団法人しずおか産業創造機構は、県及

び県中部地域各市の連携による産学連携型研究開発プロジェクトから得られた成果を企業の

新規事業化につなげることを目的として事業開始当初から一貫した事業を実施しており、事

業内容に大きな変化がないため、同額を交付している。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
いいえ 

○ 事業内容に変化がないことを、「同額」の支出の理由として挙げている。 

「㋩ 静岡市医師会運営費補助金」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

静岡市静岡医師会から提出された補助金交付要望書に基づき、補助金を算出しているため、

４～５年「同額」の支出となっている。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
はい 

○ 静岡市静岡医師会から提出された補助金交付要望書のとおりに、「同額」の

支出がなされていることが理解できる。 
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「㋥ 静岡市薬剤師会運営費補助金」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

静岡市薬剤師会から提出された補助金交付要望書に基づき、補助金を算出しているため、

４～５年「同額」の支出となっている。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
はい 

○ 静岡市薬剤師会から提出された補助金交付要望書のとおりに、「同額」の支

出がなされていることが理解できる。 

「㋭ 緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金）」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

（抜粋） 

事業の財源は市が交付する補助金と緑の募金の交付金があり、これで年間事業を企画して

います。しかし、年間の募金額により分配される交付金額が変動することで交付金の額が固

定されていないこと、例年募金の交付金額の決定が７月頃、交付時期が９月頃であること、

本来市でやるべき事業を協議会で実施しているものであり、協議会全体事業費に対して市が

支援しているのが実情であることを考慮し、毎年同額の補助金を交付しています。（交付時期

は４月及び６月） 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
いいえ 

○ 緑化推進協議会の事業は、緑の募金の交付金と市からの補助金等で運営され

ており、金額が 9月まで未確定の交付金を補てんするものとして、定額で補

助金等が支出されている。前年度の実績を踏襲してきたことが、「同額」の

支出の根拠であると考えられる。 

「㋬ ＳＯＨＯしずおか運営費補助金」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

補助金の交付額については、交付対象事業の前年度実績、前年度決算、本年度事業計画、

本年度予算案等を精査して決定している。交付対象団体の事業は、主に「ＳＯＨＯしずおか」

の管理･運営業務及び創業者支援業務であり、平成 17 年度から平成 20年度は事業内容に大き

な変化がないため、同額を交付している。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
いいえ 
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○ 事業内容に変化がないことを、「同額」の支出の理由として挙げている。 

○ ただし、対象事業費は次のとおり過去５年間に大きく減尐（補助割合は上昇）

しており、事業内容やその規模が同程度といえるか疑問である。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

対象事業費 26,289 30,585 29,662 27,981 25,343 

補助金等の額 6,400 15,000 15,000 15,000 15,000 

補助割合（％） 24.3 49.0 50.6 53.6 59.2 

「㋣ しみず新産業開発振興機構補助金」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

補助金の交付額については、交付対象団体の前年度事業実績・決算額、当年度事業計画・

予算案等を精査して決定している。交付対象団体である「しみず新産業開発振興機構」は、

企業と大学あるいは企業同士の連携による新産業創出のための支援を目的として、設立当初

から一貫した事業を実施しており、事業内容に大きな変化がないため、同額を交付している。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
いいえ 

○ 事業内容に変化がないことを、「同額」の支出の理由として挙げている。 

○ ただし、対象事業費は次のとおり過去５年間に大きく減尐（補助割合は上昇）

しており、事業内容やその規模が同程度といえるか疑問である。 

（単位：千円） 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

対象事業費 17,020 12,528 10,671 10,923 9,936 

補助金等の額 4,000 3,800 3,800 3,800 3,800 

補助割合（％） 23.5 30.3 35.6 33.0 36.2 

「㋠ 駿府本山お茶まつり補助金」 

【算定方法を「同額」としている理由等】 

本市の基幹産業であるお茶の振興を図るための事業であり、同規模での実施を要するため、

同額の補助となっている。予算額については、前年度までの実績を参考に算出している。 

補助額の算定方法 
補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予

算の範囲内で市長が定める額 

補助対象経費の範囲は交付要綱

等で定められているか 
いいえ 
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○ 毎年同規模での実施を要することを、「同額」の支出の理由として挙げてい

る。 

○ ただし、対象事業費の過去５年間の推移は次のとおり変動しており、事業規

模が同程度といえるか疑問である。 

（単位：千円） 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

対象事業費 10,325 9,907 6,204 8,800 7,932 

補助金の額 8,500 7,650 7,650 7,650 7,650 

補助割合（％） 82.3 77.2 123.3 86.9 96.4 

○ 平成 18 年度は補助割合が 123.3％（補助金等が対象事業費を上回っている）

である。（この点については、Ｐ105 の「（６）予定の事業が中止の場合、補

助金の返還を求めなくてよいか」参照） 

【結論】 

上記の内容をまとめると、「同額」支出の理由を、概ね次のように理解するこ

とができる。 

○ 毎年事業内容、事業規模が同じであること 

○ 補助金等交付先からの要望金額が同額であること 

毎年、事業内容や事業規模が同程度であれば、「同額」であることは十分あり

うることと思われるが、実態を見たときに㋬から㋠に見られるように、必ずし

も同じ規模と思われないような状況も見受けられた。 

また、㋩㋥に見られるように、補助金等の交付先からの要望を「同額」支出の

理由の根拠に挙げているケースについては、市の主体性が感じられず、金額の

算定方法として果たして適切といえるのか、疑問を持たざるを得ない。 

今回、調査の対象とした事例は、全てその算定方法を、「補助対象事業の実施

に必要な範囲内で、かつ、毎年度の予算の範囲内で市長が定める額」と定めて

おり、㋩㋥以外は補助対象経費の範囲が交付要綱等で明確になっていないケー

スであった。補助対象経費が交付要綱等でルール化されていない状況のもとで、

「補助対象事業の実施に必要な範囲内で」と言っても、それは空虚な主張であ

り、結局、予算の範囲内で決定される傾向にあることが実態であろう。毎年「同

額」で支出されるのも、根本的な理由はここにあるものと思われる。 

まずは、補助等の対象となる経費の範囲を明確にし、補助金等の算定方法に工

夫を加えることを、上限額を設けることも含めて検討すべきである。 

もちろん、事業の規模や内容を適切に把握することを忘れてはならないし、市

としての明確な算定根拠を持たず、交付先の要望書のとおりに金額を決定する

ことについても、厳に慎むべきであることは言うまでもない。 
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(６) 海外視察旅行の費用負担はどこまで認められるか【指摘事項】 

【現状】 

平成 20 年度の消防団に対する交付金のうち、「消防団員海外消防事情視察研

修」として 379 千円が交付されていた。 

内容は次のとおりである。 

事業の目的 
海外の消防機関を訪問し、友好交流を深めるとともに、消防事

情についての見聞を広めることを目的とする。 

事業の概要 視察先 中国（北京市、敦煌市、西安市及び大連市） 

参加人数 ２人 

日程 平成 20 年 6 月 23 日～7月 1日 

市の研修費負担額 

379,632 円 

（旅費及び海外支度料、日当の合計 759,264 円の１／２） 

なお、残りの１／２（379,632 円）については、㈶静岡県消防

協会静岡支部が負担している。 

事業の目的には、「海外の消防機関を訪問し、友好交流を深めるとともに、消

防事情についての見聞を広めることを目的とする。」とあるものの、日程表を見

たところ、日程のかなりの部分が観光旅行（万里の長城、敦煌莫高窟、兵馬俑

等）で占められていた。 

㈶静岡県消防協会静岡支部が１／２を負担しているとはいえ、市がこのような

視察旅行の費用を負担することに問題はないのであろうか。 

【結論】 

訪問地（北京市、敦煌市、西安市及び大連市）において、消防関係者との交流

会や消防視察が行われていることから、事業の目的に合った視察研修が行われ

ており、市がその費用の一部を補助することに合理的理由がないとは言えない。

しかしながら、日程に占める観光の割合が高いことを考えると、市が１／２を

負担するというのは、その限度を超えていると言わざるを得ない。市は、この

ような費用を負担する場合、その負担割合については、日程等に鑑み十分な検

討を行うべきであると考える。 
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(７) 地域要件のみによって補助金等の額に差を設けることは適切か【指摘事項】 

【現状】 

Ｐ71 の「（３）補助金等の交付先としての適格性を確認しているか」の【現状】

で記載したとおり、「学区交通安全会補助金」は葵区･駿河区と清水区とで次の

ように、補助金等の交付金額に差を設けている。 

区 金額 

葵区、駿河区 36,000 円 

清水区 76,500 円 

地域によって金額に差を設けている理由について、所管課に質問したところ、

次のような回答を得た。 

「学区交通安全会補助金については、平成 15 年の静清合併時に静岡地区と清

水地区の一元化を検討したが、両地区で活動内容、活動回数が大幅に違い、組

織のあり方についても清水地区では全地区に配置されていることなど、相違点

が大きいため、合併時にあえて一元化をしなかった経緯があること。」をその理

由として挙げている。 

【結論】 

地域の特殊性によって、補助金等の額に差を出そうとする考え方については十

分に理解できるが、それを区単位で考えることについては、公平性の観点から

問題であると考える。 

なぜならば、決算書や事業活動に関する集計資料の内容を確認したところでは、

交通安全活動を活発に実施しているであろうことが伺える地域は葵区、駿河区

にも多数存在しているからである。 

補助金等の交付金額の決定にあたっては、区単位ではなく、個々の団体ごとに、

その特性を考慮することが、公平性の観点からも重要であると考える。 

もちろん、Ｐ71 の「（３）補助金等の交付先としての適格性を確認しているか」

で指摘した、補助団体としての適格性についても考慮しなければならないこと

は言うまでもない。 
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(８) 補助団体の事務作業を所管課が行っていることをどう考えるか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助金等とは、あくまでも補助等の対象となる事業を支援するために交付され

るものであり、補助等の対象となる事業は補助団体が行うべきものである。し

たがって、補助金等を交付している団体の事務局の事務作業については、市が

扱うべきでなく、補助団体自らが行うのが本来の姿である。 

【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ｃ ⑲」で、「補助

団体の事務作業を所管課が行っているか」という質問を行った。その結果は次

のとおりである。 
 

補助団体の事務作業を 

所管課が行っているか 
件数 割合 

はい 30 12.3％ 

いいえ 181 74.2％ 

該当なし 33 13.5％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助団体の事務作業を所管課が行っているか｡

はい
12.3%

いいえ
74.2%

該当なし
13.5%

 

補助団体の事務作業を所管課が行っている件数は 244 件中 30 件であり、その

割合は 12.3％に上る。多くの補助金等の交付団体の事務作業に市が関与してい

る状況を理解することができる。なお、「はい」の回答があった補助金等の内訳

は次のとおりである。 

★ 市民生活課       

暴力追放推進協議会補助金 交通安全推進協議会補助金 

★ 文化振興課       

羽衣まつり運営委員会補助金 ふれあい音楽運営委員会補助金 

★ スポーツ振興課     

フォッサ・サッカーのまち市民協議会補助金 静岡市高等学校野球大会補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 小学校区体育大会等開催補助金 

★ 環境総務課       

環境保全計画費（ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト事業補助金）    

★ 高齢者福祉課      

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金  

★ 青尐年育成課      
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清水地域青尐年健全育成事業補助金 清水地域成人の日行事実行委員会補助金 

★ 産業政策課       

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金  

★ イベント推進課     

静岡まつり開催補助金 みなと祭り補助金   

★ 農業振興課       

認定農業者協会補助金 「やぶきた」誕生 100 周年記念献上茶謹製事業補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 経営改善支援活動事業補助金 

家畜伝染病予防対策補助金  

★ 水産漁港課       

清水お魚ふれあい事業費補助金 用宗漁港まつり補助金 

★ 市街地整備課      

静岡市土地区画整理事業補助金（三保羽衣地区）  

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

★ 警防課         

消防団員退職報償金負担金 福祉共済制度加入補助金 

消防団員等公務災害補償費負担金 消防団交付金     

全国消防操法大会出場経費  

管理運営経費（静岡県消防協会静岡支部負担金／静岡県消防協会消防賞じゅつ金負担金） 

 

【追加質問】 

「補助団体の事務作業を所管課が行っているか」という質問に対して「はい」

の回答のあった上記の補助金等のうち、交付金額の上位８件について次のよう

な質問を行った。 

「補助団体の事務作業を所管課が行っていますが、事務作業に係る市担当職員

の人件費等のコスト計算を行っていますか。」 

（質問対象とした補助金等） 

★ 文化振興課 ★ 市街地整備課 

羽衣まつり運営委員会補助金 静岡市土地区画整理事業補助金（三保羽衣地区） 

★ 高齢者福祉課 ★ 警防課 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金 消防団員退職報償金負担金 

★ 産業政策課 消防団交付金 

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 

 
★ イベント推進課      

静岡まつり開催補助金 

みなと祭り補助金 
 

質問に対する回答は、全て「いいえ」であった。 

質問対象とした補助金等は８件であるが、その全てにおいて「いいえ」の回答

が返ってきたことを考えると、補助団体等の事務作業等に係る市担当職員の人

件費等のコストを把握している所管課はほとんどないのではないだろうか。 
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【市監査委員の実施した行政監査の結果】 

前述した「行政監査結果報告」では、補助団体の事務局事務を市の担当者が取

り扱っていることについて、次のように指摘している。 

９ 監査の結果 

（抜粋） 

（８）補助団体の事務局事務を市の担当者が取り扱っていないか。 

監査した 104 事業の内、補助団体の事務局事務を市の担当者が執行している事業が 17件

見受けられた。市からの補助金は、市以外の個人及び団体が行う事業や活動を支援するため

に支出するものであり、補助金を交付している事業は、市の本来業務ではないため、市が補

助団体の事務局事務を取り扱うことは極力避けることが望ましい。 

したがって、補助団体の自立に向けて、自主運営能力を高めるための指導に努めること、

あるいは、より適切な協働手法について検討されたい。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

【結論】 

市の本来の業務ではない作業を市職員が行っているということについては、十

分にその意味を考えることが必要ではないだろうか。補助団体の事務作業を担

当している市職員は、市本来の業務とは違う仕事を行うことで、市から給与を

得ているのである。 

もちろん、補助団体の運営基盤の脆弱性等の理由により、市職員が担当せざる

を得ない局面も十分に想定されるが、長期間にわたって補助団体の事務局事務

を市が取り扱うことについては、補助事業のあり方や公平性の観点からも、問

題があると言わざるを得ない。 

市監査委員は、「補助団体の自立に向けて、自主運営能力を高めるための指導

に努めること、あるいは、より適切な協働手法について検討されたい。」と述べ

ているが、私たちも同じ考えであり、市はこのような状態の解消に向けて努力

すべきである（注）。 

なお、補助団体の事務作業を市職員が行うことによって発生する人件費等は、

補助団体に対する現金支出を伴わない補助等であり、補助金等の評価にあたっ

ては、そのコストを把握し、本来の補助金等に加えて、当然その部分について

も検討対象とすべきである。 

（注）【アンケートの結果】では、「はい」の回答のあった補助金等の名称をそのまま記載し

ているが、その全てを問題とするものではなく、市が事務作業を行うことが効率的な

場合等もあり、個々の補助金等の内容･性質等に応じてその必要性を検討していただ

きたいと考える。 
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(９) 市の施設を無償で提供していることをどう考えるか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

市の施設を補助金等の交付団体に無償で提供しているということは、補助団体

に対する経済的利益の供与であり、現金支出を伴わない補助と考えることがで

きる。市の施設を無償で貸与することの是非、費用対効果の検討に当たっての

コストの把握の問題など、（８）と同様の視点に立つ問題である。 

【アンケートの結果】 

アンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ｃ ⑳」で「市の施設を

無償で提供しているか」という質問を行った。その結果は次のとおりである。 
 

市の施設の無償貸与の有無 件数 割合 

はい 31 12.7％ 

いいえ 173 70.9％ 

該当なし 40 16.4％ 

合計 244 100.0％ 
 

市の施設を無償で提供しているか｡

はい
12.7%

いいえ
70.9%

該当なし
16.4%

 
 

市の施設を無償で提供している補助金等の件数は 244 件中 31 件であり、その

割合は 12.7％に上る。多くの補助金等の交付団体に対して、市の施設を無償で

提供している状況を見ることができる。なお、「はい」の回答があった補助金等

の内訳は次のとおりである。 
 

★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金  

★ スポーツ振興課     

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 市体育協会補助金（運営費と事業費） 

★ 障害者福祉課      

心身障害者小規模授産事業運営費補助金 心身障害者小規模授産事業施設機能強化推進費補助金 

放課後対策レスパイト事業補助金 障害者ケアホーム・グループホーム整備事業費補助金 

知的障害者施設整備事業費補助金（静岡市障害者福祉施設整備事業費借入金償還補助金） 

★ 高齢者福祉課      

シルバー人材センター補助金  

★ 子育て支援課      

児童福祉援護団体等運営費補助金 子育て支援事業補助金 

★ 青尐年育成課      
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清水地域青尐年健全育成事業補助金 清水地域成人の日行事実行委員会補助金 

校庭開放事業運営費補助金 尐年教室運営委員会補助金 

★ 保健衛生総務課     

山間地診療所運営費補助金 救急歯科センター運営費補助金 

★ 健康づくり推進課  

清水保健委員協議会補助金  

★ 産業政策課       

しみず新産業開発振興機構補助金 中小企業支援センター事業費補助金 

★ 商業労政課       

内職あっ旋事業補助金  

★ イベント推進課     

静岡まつり開催補助金 みなと祭り補助金   

★ 農業振興課       

駿府本山お茶まつり補助金 農業祭開催補助金  

★ 水産漁港課       

用宗漁港まつり補助金  

★ 警防課         

福祉共済制度加入補助金 消防団交付金     

全国消防操法大会出場経費  

★ 教育総務課       

校長会等補助金     

【結論】 

市の施設を無償で提供するということは、他団体等に有償で提供すれば本来市

が受けることができる利益を逸失しているということである。 

もちろん、補助団体の運営基盤の脆弱性等の理由により、無償で市の施設を提

供せざるを得ない局面も十分に想定されるが、長期間にわたって市の施設を無

償で提供することは、補助事業のあり方や公平性の観点からも、問題があると

言わざるを得ない。 

現在、補助金等の交付団体に対して、無償で市の施設を提供しているケースに

ついては、無償で提供することの是非について再度検討することが必要である

と考える。 

また、市の施設を無償で補助団体に提供する際の家賃相当額は、補助団体に対

する現金支出を伴わない補助であり、補助金等の評価にあたっては、家賃相当

額をコストとして把握し、本来の補助金等に加えた上で検討を行うべきであろ

う。 
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５ 補助金等の申請から履行の確認までの事務手続きについて 
 

(１) 補助金等交付確定通知書による通知を行っているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

市が交付する補助金等の交付の申請、決定など、具体的な事務手続については、

交付規則に定められている。 

補助金等に係る予算の執行に当たっては、事務手続が、交付規則にもとづき適

正に行われる必要がある。なお、交付規則では、交付すべき補助金等の額が確

定したときは、「補助金等交付確定通知書」により、補助事業者に通知すること

を定めている（第 13 条）。 

【アンケートの結果】 

アンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ｂ ⑩」で「補助金等交

付確定通知書による通知を行っているか」という質問を行っている。その結果

は次のとおりである。 

補助金等交付確定通知書

による通知の実施の有無 
件数 割合 

はい 235 96.3％ 

いいえ 2 0.8％ 

該当なし 7 2.9％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助金等交付確定通知書による通知は行っているか｡

はい
96.3%

いいえ
0.8%

該当なし
2.9%

「補助金等交付確定通知書」による通知が行われていなかった補助金等（２件）

は、次のとおりである。 

補助金等名称 所管課 金額(千円) 

清港会運営費補助金 清水港振興課 7,380 

日本貿易振興機構補助金 清水港振興課 3,770 
 

【結論】 

補助金等を交付する場合の事務手続について、一部ではあるが、不備のあるも

のが見受けられた。これについても、交付規則にもとづいた手続を行う必要が

ある。 
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(２) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その１【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助金とは、地方公共団体が団体等の行う特定の事業に対し、その事業の実施

に資するために、反対給付を求めることなく金銭的給付を行うものである。し

たがって、補助金の目的外使用は原則として認められず、その特定された事業

以外に補助金が使用されないように、市は十分な注意を払わなければならない。

交付金、負担金についても同様である。 

【アンケートの結果】 

今回のアンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」の「Ｃ ⑰」で、「補助

金等が目的外の事業に使用されていないことを確認しているか」という質問を

行った。その結果は次のとおりである。 
 

目的外の事業に使用されてい

ないことの確認をしているか 
件数 割合 

はい 98 40.2％ 

いいえ 8 3.3％ 

該当なし 138 56.5％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助金等が目的外の事業に使用されていないことを確認しているか｡

はい
40.2%

いいえ
3.3%

該当なし
56.6%

 
「いいえ」の回答が８件見受けられたが、該当する補助金等の内訳は次のとお

りである。 

★ スポーツ振興課     

各種目別全国大会出場選手補助金  

★ 子育て支援課      

子育て支援事業補助金  

★ 動物指導センター    

市獣医師会補助金    

★ 農林総務課       

森林組合補助金    清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林環境基金事業費補助金（林業機械購入費補助事業） 

★ 農業振興課       

苺高設栽培普及事業補助金 農業災害対策資金利子補助金 
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【結論】 

補助金等の目的外使用が認められないことについては既に述べたとおりであ

るが、この点については市の交付規則においても次のような定めを置いている。 
 

（決定の取消し） 

第 16条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）補助金等を他の用途に使用したとき 

  （以下省略） 
 

市は補助金等の目的外使用を防止するためにも、その確認を実施していない補

助金等については、十分なチェックを行うべきであると考える。 

 

(３) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その２【指摘事項】 

【現状】 

「消防団交付金」は、運営費や機械整備費、家族福利厚生費、敷地借上料、車

検整備経費から構成されるが、その内、平成 20 年度の運営費の歳出で次のよう

な状況が見受けられた。 

（単位：円） 

分団名 交際費Ⓐ 運営費Ⓑ Ⓐ/Ⓑ 

Ａ分団 251,340 633,804 39.6％ 

Ｂ分団 226,720 834,138 27.1％ 
 

分団名 備品購入費Ⓐ 運営費Ⓑ Ⓐ/Ⓑ 

Ｃ分団 962,571 1,604,521 59.9％ 

（注）消防団交付金は、各分団毎に決算が行われており、運営交付金は、消耗品費や被服費、

食料費、光熱水費など 16の費目から構成されている。 

Ａ分団、Ｂ分団については、交際費の運営費に占める割合が 30％前後に達し

ており、またＣ分団については、備品購入費の運営費に占める割合が 60％程度

に上っている。いずれも運営費に占める割合が高いことから、実際に何に使わ

れたかについて所管課への質問を行ったところ、補助金等の使途についての詳

細を確認することはできなかった。 
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【結論】 

交際費や備品購入費の支出が０の分団がある一方、【現状】でとりあげたよう

に、運営費に占める割合が高い分団もある。このように運営費に占める割合の

高い費目については詳細にその使途を調査し、その内容を把握する必要がある

と思われるが、所管課ではその調査資料を作成していないとのことであった。 

領収書は全てチェックしているようであり、調査の内容について疑問をはさむ

ものではないが、調査の結果については、後日検証するためにも資料として残

しておくことが必要ではないだろうか。なお、このケースでは、機械整備費か

ら運営費へ 3,610 千円の予算流用があることから、さらに注意を向けるべきで

はなかったかと思われる。 

なお、商店街イベント振興事業補助金（商業労政課）などは、事業ごとに領収

書等の関係資料を保存している。もちろん、補助金等によっては、その事業規

模から関係資料の全てを保存しておくことは実務上困難な場合もあり、全ての

ケースに関係書類の保存を求めるものではないが、尐なくとも「消防団交付金」

に見られるように、注目すべき事象が発見された場合には、その説明ができる

ように資料を作成しておくことが必要であると考える。 

 

(４) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その３【指摘事項】 

【現状】 

連合自治組織運営費補助金は、82 の連合自治組織に交付されているが、平成

20 年度における剰余金と補助金等を比較すると次のとおりである。 

（単位：千円） 

 剰余金 市補助額 差額 

市及び各区自治会連合会(４連合会) 6,780 25,737 △18,956 

葵区各地区連合自治会、各学(地)区連合町内会

（38学(地)区） 
16,984 4,204 12,779 

駿河区各学(地)区自治会連合会(19 学(地)区) 10,430 2,934 7,496 

清水区各地区連合自治会(21 地区) 20,608 5,784 14,823 

合計 54,804 38,660 16,143 

市及び各区自治会連合会は、市補助額が剰余金を上回っているが、区ごとの連

合自治組織の合計はいずれも剰余金が市補助額を上回っている。 

ただし、葵区、駿河区、清水区の各区の連合自治組織については、さらに各学

(地)区の連合自治組織によって、次のとおり事情は異なる。 
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○ 剰余金を多額に有する連合自治組織 

（単位：千円） 

地区名 剰余金 市補助額 差額 

清水区Ａ地区 5,665 253 5,412 

清水区Ｂ地区 3,742 304 3,438 

清水区Ｃ地区 2,609 229 2,380 

清水区Ｄ地区 1,674 258 1,415 

葵区Ａ地区 1,510 81 1,429 

駿河区Ａ地区 1,737 231 1,506 

駿河区Ｂ地区 1,374 134 1,240 

葵区Ｂ学区 1,041 36 1,005 

（注）剰余金と市補助額との差額が 100 万円以上の地区を抽出した。 

○ 剰余金が尐額な連合自治組織 

（単位：千円） 

地区名 剰余金 市補助額 差額 

葵区Ｃ学区 36 208 △171 

駿河区Ｃ学区 91 192 △100 

駿河区Ｄ学区 25 165 △140 

清水区Ｅ地区 14 239 △224 

（注）剰余金が 10万円以内で市補助額との差額が△10万円以上の地区を抽出した。 

市の補助金等の 10 倍～20 倍の剰余金を有する地区がある一方、ほとんど剰余

金を持たない地区もあり、各地区によって、財政状態はさまざまである。 

【結論】 

「剰余金が尐額な連合自治組織」のケースでは、剰余金が市の補助金等の額を

下回っていることから、補助金等が毎年十分に利用されているであろうことを

容易に想像することができるが、「剰余金を多額に有する連合自治組織」のケー

スでは、補助金等の額の 10 倍～20 倍の剰余金を蓄積していることから、現在に

至るまで補助金等が十分に利用されてきたのかについて疑問が生じる。すなわ

ち、補助金等が十分に利用されてこなかったことが、多額の剰余金が蓄積され

た原因でないかという疑問である。 

市が毎年、継続して補助金等を交付するのは、交付した補助金等が各連合自治

組織の運営に全額使用されることが前提のはずである。一部が利用されずに、

剰余金として蓄積されているとすれば、目的外使用に類似した問題として認識

すべきではないだろうか。 

このような問題を解消するためにも、市は各連合自治組織の決算状況を十分に

チェックし、市の補助金等が十分に利用されていることを確認する必要がある

と考える。 
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(５) 補助金等の使途のチェックは十分に行われているか･･･その４【指摘事項】 

【現状】 

Ｐ73 の「（１）補助等の対象経費の範囲は「交付要綱」等で定められているか」

の【結論】でも述べたとおり、補助等の対象経費の範囲が定められていない場

合、後日補助金等の使途を適切にチェックすることは容易ではないものと思わ

れる。 

交付規則では、補助事業が完了したときの提出書類について、次のような規定

を定めている。 
 

（実績報告） 

第 12条 補助事業者は、補助事業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を得た場合

を含む。）、又は補助金等の交付の決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに次に掲

げる書類を市長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるも

のは、この限りでない。 

（１）補助事業等の成果を記載した実績報告 

（２）決算書 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が指定する書類 

交付規則は、実績報告と一緒に決算書の提出を義務付けていることから、実態

としても決算書が添付されているだけのケースが多いようである。 

実際に、今回調査の対象とした補助金等のうち、一部の補助金等について補助

対象経費の把握･検討を行った資料の提出を依頼したところ、以下の補助金等に

ついては、決算書が添付されていたのみであった。 

所管課 補助金等の名称 

保健衛生総務課 市医師会運営費補助金 市薬剤師会運営費補助金 

健康づくり推進課 虫歯予防事業補助金（葵･駿河）  

産業政策課 ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 しみず新産業開発振興機構補助金 

 
健康･食品産業クラスター形成事業費 

（ﾌｰｽﾞ･ｻｲｴﾝｽﾋﾙｽﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進事業費補助金） 

商業労政課 商工会補助金 商工会議所小規模事業指導補助金 

 商工会議所一般会計運営補助金 商店街振興事業補助金 

 中心市街地活性化協議会補助金 灯ろうまつり補助金 

 人材能力開発事業補助金 七夕まつり補助金 

農業振興課 駿府本山お茶まつり補助金  

農地整備課 静岡市土地改良連絡協議会補助金  

（注）上記の補助金等は、全て補助対象経費は明確にされていない（アンケート結果）。 
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これらの決算書の内容を見て感じたことは、団体等の規模や種類等によって決

算書の作成方法が様々であり、また複雑な構成となっているものもあることか

ら、補助金等の使途を決算書だけで理解することは困難なケースが多いという

ことである。したがって、補助等の対象経費が明確に定められていない状況の

もと、決算書だけで補助金等の使用状況を確認することは、大変難しいことと

言わざるを得ない。 

一方、所管課によっては、補助金等の使途を容易に理解するための報告の仕組

みを整備しているケースも見受けられた。 

例えば、地域産業課では、事業終了後に提出しなければならない実績報告書の

添付資料として、次のような資料（収支決算書）の提出を交付要綱で義務付け

ていた。 

《履物宣伝事業補助金（平成 20 年度）》 

収支決算書 

１ 収入の部                         （単位：円） 

科目 予算額 決算額 摘要 

県補助金 530,000 530,000  

市補助金 1,000,000 1,000,000  

参加金 3,083,000 2,511,021  

合計 4,613,000 4,041,021  

２ 支出の部 

   科目 予算額 決算額 摘要 

補
助
対
象
経
費 

会場借上料 1,300,000 1,244,139 全国ｻﾝﾀﾞﾙﾌｪｱ分担金 

装飾設備料 2,500,000 1,754,100 基本小間･設備 

通信運搬費 150,000 164,900 サンプル運搬 

旅費交通費 60,000 127,528 
10/2 見本市会議３名 

2/27～28 見本市会議１名 

小計 4,010,000 3,290,667  

補
助
対
象
外
経
費 

消費税 132,500 166,518  

会議費 50,000 50,592  

事務費 400,000 531,354  

雑費 20,500 1,890  

小計 603,000 750,354  

   合計 4,613,000 4,041,021  

 

○ 補助対象経費と補助対象外経費を明確に分けており、補助金等の使途がわか

りやすい様式となっている。 
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【結論】 

【現状】でも述べたとおり、多くの補助金等では、補助事業終了後の提出資料

として実績報告や決算書のみを義務付けているため、実際に審査に利用できる

資料は決算書だけということになりやすい。しかも決算書が複数の会計に分か

れているなど内容を理解することが容易ではないケースも多く、担当者にはあ

る程度の会計知識も要求される。 

このような状況を解決するためには、審査に使用する資料として決算書だけで

なく、市の担当者にとって理解しやすい様式に工夫した資料の作成を求めるべ

きである。 

補助事業等完了後の提出資料として実績報告と決算書のみを義務付けている

補助金等については、ぜひ改善策の検討をお願いしたい。なお、補助等の対象

となる経費とそれ以外の経費を明確にすることが前提になることを改めて強調

しておく。 
 

(６) 予定の事業が中止の場合、補助金の返還を求めなくてよいか【指摘事項】 

【現状】 

Ｐ86 の「（５）毎年「同額」支出の補助金等は適正なものといえるのか」で事

例として取り上げた「㋠ 駿府本山お茶まつり補助金」（Ｐ89 参照）では、次の

ような状況が見受けられた。 

○ 平成 18 年度の補助割合が 123.3％（対象事業費 6,204 千円に対する補助金

等が 7,650 千円） 

○ 補助金の算定方法･･･補助対象事業の実施に必要な範囲内で、かつ、毎年度

の予算の範囲内で市長が定める額 

補助金等の算定方法が、「補助対象事業の実施に必要な範囲内で」とあるが、

結果として、補助対象事業の実施に必要な範囲を超えて、補助金等が支出され

ているケースである。 

予定されていた行事の一部が実施されなかったことから、実績が予算を下回っ

てしまったために生じた事象である。なお、実績をオーバーした金額について

市への返還は行われていない。 
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【結論】 

補助金等交付決定通知書では、交付に当たって次のような条件が付されている。 

 

３ 交付の条件 

（１）交付申請書及び添付書類に記載した内容を変更しようとするときは、あらかじめ市長

の指示または承認を受けてください。 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は遂行が困難になったときは、速やか

に市長に報告してその指示を受けてください。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けてく

ださい。 

（４）（省略） 

（５）（省略） 

４ その他 

（１）（省略） 

（２）補助金の目的外使用など、法令若しくは静岡市補助金等交付規則に違反し、又は市長

の指示に従わない場合には、交付決定の全部又は一部を取り消し、補助金の返還を求

めることがあります。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

今回のケースは、事業計画書に記載された事業の一部が実施されなかったこと

を原因とするが、一部とはいえ予定されていた事業が実施されなかったのであ

るから、上記「３ 交付の条件」の（１）から（３）の何れかに該当する可能性

があり、市長への報告または承認を受ける必要があったのではないだろうか。 

また、補助金等が一部使用されなかったということは、剰余金として主催者の

財産を構成しているということであり、目的外使用という解釈も十分ありえる

ものと考える。 

補助等の対象となった事業が行われなかった場合には、対象となる補助金等に

ついては、市に返還されるべきであり、この点について市は明確にルール化す

べきであると考える。 
 

(７) 決算書等のチェックは十分に行われているか【指摘事項】 

【現状】 

Ｐ71 の「（３）補助金等の交付先としての適格性を確認しているか」の【現状】

で記載したとおり、「学区交通安全会補助金」に関する決算書の記載状況には、

次のような不備が見受けられた。 

○ 合計が合っていない。 

○ 数字が読めない。 

○ 予算額と決算額が、科目別に全て一円単位で一致している。 

○ 何に支出したのか不明である。（摘要欄に資金使途の記載がない、予備費が

決算で計上されている等。） 

○ 交通安全会会長の押印がない。 
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【結論】 

交付先からの決算書は、補助金等が有効に使われているかを確認するための重

要な書類である。したがって、決算書は適正に作成されていることが必要とな

るが、【現状】で述べたとおり、一部の交通安全会の決算書には多くの不備な点

が見受けられた。 

決算書を適正に作成する能力は、補助団体の適格性にかかる問題であり、その

能力がない団体に対しては、補助金等を交付すること自体、問題となるのでは

ないだろうか。個々の交通安全会に対する補助金等は尐額であり、また件数も

74 件と多数に上ることから、決算書のチェックも十分ではなかったものと思わ

れるが、今後は適正な決算書を入手できるように指導･監督に努めるべきと考え

る。 

 

(８) まとめ･･･市監査委員からの指摘を再確認する必要がある【指摘事項】 

平成 19 年 3 月公表の「行政監査結果報告」では、市監査委員は補助団体等に

対する指導について、次のように指摘している。 

９ 監査の結果 

（６）交付団体等に対する指導は適切に行われているか 

監査した 104 事業のうち、補助金交付団体に対して適切な指導監督が不十分な事業が多数

見受けられた。補助金確定通知書の交付の際、提出された書類のみで確定しており、事業内

容の確認を全く行っていなかった事例もみられた。補助金は、支出行為、確認行為が終了す

れば事務上の手続は完了するものであるが、随時、補助金の使用状況を確認し、適切に指導

を行う必要がある。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

（２）～（７）まで指摘した事項は、主として補助金等の使用状況に関する指

摘事項であるが、まさに市監査委員の指摘した事項に通じるものである。各補

助金等の担当者は、市監査委員の指摘を十分に踏まえて、補助金等の使用状況

に関するチェックを実効性のあるものとし、補助団体に対する指導･監督を適切

に行うことができるように、補助金等のチェックの仕組みそのものから改善し

ていく必要があるものと考える。なお、この指摘が３年前（平成 19 年３月 16

日）のものであることをもう一度確認しておきたい。 
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６ 補助金等の効果の測定･検証 
 

(１) 補助金等の効果の測定・検証を行っているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

地方自治法では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の

福祉の増進に努めるとともに、最尐の経費で最大の効果を挙げるようにしなけ

ればならない。」（第 2 条第 14 項）と定めている。したがって、補助金等につい

ても、最尐の経費で最大の効果を挙げることが求められる。 

補助等の効果が最大限に生じているかどうかは、効果の測定によって検証が可

能となる。補助金等の効果を測定し、結果の検証を行い、最大の効果を挙げる

ために努めることが、地方自治法の基本理念に基づく自治体の責務である。 

【アンケートの結果】 

アンケート（Ｐ21 参照）では、「４．質問事項」「Ｂ ⑬」で「補助等の効果の

測定をしているか」という質問を行っている。その結果は次のとおりである。 

補助等の効果の測定の実施の有無 件数 割合 

はい 100 41.0％ 

いいえ 127 52.0％ 

該当なし 17 7.0％ 

合計 244 100.0％ 
 

補助等の効果を測定しているか｡

はい
41.0%

いいえ
52.0%

該当なし
7.0%

 

市単独の補助金等のうち、半数以上のものが、効果の測定をしていないとの回

答であり、効果を測定していると回答のあった補助金等は、約４割にすぎない。 

この質問に対し、「いいえ」と回答があった補助金等は、次のとおりである。 

★ 市民生活課       

連合自治組織運営費補助金 防犯灯維持費補助金  

学区交通安全会補助金 防犯灯維持費補助金（蒲原） 

民間交通指導員会補助金 集会所建設費補助金  

遺族会補助金     コミュニティ事業補助金 

交通安全推進協議会補助金 防犯灯設置費補助金  

暴力追放推進協議会補助金 防犯灯設置費補助金（蒲原） 

掲示板設置費補助金   

★ 国際課         



 109 

静岡市国際交流協会補助金  

★ 文化財課        

木造釈迦如来坐像保存修理補助金  

★ スポーツ振興課     

市体育協会補助金（運営費と事業費）   静岡市高等学校野球大会補助金 

清水区連合体育会補助金 静岡県市町村対抗駅伝競走大会選手強化事業補助金 

蒲原地区体育会補助金 小学校区体育大会等開催補助金 

清水マリーンフェスティバル実行委員会補助金 各種目別全国大会出場選手補助金 

★ 清流の都創造課     

建築物等緑化奨励補助金  

★ 福祉総務課       

保護司会補助金    市民生委員・児童委員協議会補助金 

人権擁護委員会補助金 住民参加まちづくり事業費補助金 

★ 高齢者福祉課      

軽費老人ホーム事務費補助金 高齢者生きがいセンター設置費補助金 

老人つどいの家設置費等補助金 敬老行事補助金      

ふれあい事業懇談会補助金 民間特別養護老人ホーム等運営費補助金 

高齢者社会参加促進事業補助金 高齢者・身体障害者住宅改造費補助金 

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業費補助金（全国健康福祉祭静岡市実行委員会補助金） 

★ 保険年金管理課  

市食品国民健康保険組合補助金  

★ 子育て支援課      

子育て支援事業補助金  

★ 青尐年育成課      

市青年団協議会事業補助金  

★ 健康づくり推進課    

寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（葵・駿河） 虫歯予防事業補助金（清水） 

寝たきり者訪問歯科診療事業補助金（清水） 清水保健委員協議会補助金 

虫歯予防事業補助金（葵・駿河）  

★ 動物指導センター    

市獣医師会補助金    

★ 産業政策課       

しみず新産業開発振興機構補助金 産業振興資金利子補給事業費 

中小企業組織化支援事業補助金 短期経営改善資金利子補給事業費 

健康・食品産業クラスター形成事業費（新規発酵茶飲料製造技術移転事業費補助金） 

小口資金利子補給事業費 高度化資金利子補給事業費 

★ 商業労政課  

労働者福祉協議会補助金 勤労者教育資金利子補助金 

勤労者協議会連合会補助金 勤労者住宅建築資金利子補給事業費 

★ 地域産業課       

地場産業後継者育成事業費（地場産業後継者育成事業（クラフトマンサポート事業）） 

★ 観光課         

静岡観光コンベンション協会運営費補助金 観光宣伝事業補助金  

静岡型体験観光推進事業補助金 もてなし実践セミナー開催事業補助金 

次郎長生家運営費補助金 蒲原宿場まつり補助金 

観光と物産展開催補助金 かんばら御殿山さくらまつり補助金 

観光事業一般経費（国内活性化フォーラム開催補助金）   登呂まつり補助金   
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観光案内所運営補助金 井川もみじマラソン事業補助金 

★ イベント推進課     

大道芸ワールドカップ開催補助金 おねり保存事業補助金 

静岡まつり開催補助金 シズオカシネマパークフェスティバル開催補助金 

みなと祭り補助金   静岡おでんフェスタ開催補助金 

安倍川花火大会開催補助金 かんばらまつり開催補助金 

★ 清水港振興課      

清港会運営費補助金  清水港利用促進協会補助金 

静岡県国際経済振興会補助金 静岡県清水港ＦＡＺ事業推進協議会補助金 

日本貿易振興機構補助金  

★ 農林総務課       

いきいき森林づくり推進事業費補助金（林業機械購入費補助事業） 

農林産物被害対策事業（野生鳥獣被害防除事業補助金） 清水国産材加工事業協同組合補助金 

森林組合補助金    民有林造成事業補助金 

★ 農業振興課       

農業共済事業補助金  農業祭開催補助金   

認定農業者協会補助金 防霜施設整備推進事業補助金 

農業協同組合補助金  茶園改植推進事業補助金 

駿府本山お茶まつり補助金 苺高設栽培普及事業補助金 

茶販路拡張事業補助金 経営改善支援活動事業補助金 

「お茶のまち静岡」推進経費 農業近代化資金利子補助金 

農地流動化総合対策事業補助金 農業災害対策資金利子補助金 

家畜伝染病予防対策補助金 都市農業維持等支援事業費 

茶文化振興事業費    

★ 農地整備課       

静岡市土地改良連絡協議会 県営土地改良事業補助金 

農業水利費補助金   団体営土地改良事業補助金 

★ 水産漁港課       

漁業協同組合補助金  河川放流費補助金   

種苗放流事業費補助金 漁業近代化資金利子補給金 

★ 市街地整備課  

静岡市土地区画整理事業補助金（三保羽衣地区） 静岡市土地区画整理事業補助金（清水追分地区） 

静岡市土地区画整理事業補助金（蒲原六番向道下地区） 静岡市土地区画整理事業補助金（東原地区） 

★ 公園計画課       

緑化推進協議会補助金（静岡市花と緑のまちづくり協議会補助金） 

保存樹木管理事業費（保存樹木保全補助金）   

★ 住宅政策課       

がけ地近接危険住宅移転事業費補助金  

★ 教育総務課       

平和資料センター運営費補助金 まちづくり推進事業補助金 

★ 学事課  

私学振興補助金    遠距離通学費補助金（中学生） 

定時制通信制教育振興会補助金 遠距離通学費補助金（小学生）  
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【市監査委員の実施した行政監査の結果】 

「行政監査結果報告」では、効果の検証について次のように指摘している。 
 

 

９ 監査の結果 

（抜粋） 

（５）事業は計画及び交付条件に従って実施され、効果の検証を行っているか。 

（中略） 

一方、監査した 104 事業のうち、実績報告書と決算書の提出は求めているものの大半

については補助事業効果の検証が十分には行われていない状況にあった。 

補助事業の有効性を高めるためにも、補助効果の検証については、その検証項目、検

証方法などの具体的な補助効果の測定基準の作成も含め積極的に実施されたい。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

【結論】 

補助金等の効果の測定・検証については、原則として、市の制度として義務

化し、実施する必要があると考えるが、市の現状を見てみると、市監査委員の

監査結果と同様、十分に行われていない状況にあると言える。 

補助金等支出の妥当性について、市民の理解を得るためには、その補助金等

を用いて、どのような事業を行い、公益上、どのような効果があったのかを、

市民に対し、具体的に説得力のある説明ができる状況になければならない。し

かし、効果の測定が約４割しか行われていない現状では、大半の補助金等は、

市民に対する説明責任が十分には果たせない状況にあると考えられる。 

また、【基本的な考え方】で述べたとおり、地方公共団体は、補助金等につい

ても、最尐の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。補助金等

の効果を最大にするためには、効果の測定・検証を十分に行い、現状を改善し

ていくことが必要である。 
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(２) 効果の測定（＝数値目標の設定）は難しいか【指摘事項】 

【現状】 

「（１）補助金等の効果の測定・検証を行っているか 【アンケートの結果】」

に記載したとおり、「補助等の効果の測定をしているか」の質問に対し、「該当

なし」と回答のあった補助金等が 14 件あった。内訳は次のとおりである。 
 

№ 補助金等の名称 所管課 金額(千円) 

㋑ 高年齢者、障害者等雇用奨励金 商業労政課      21,400  

㋺ 職業訓練法人運営費補助金 商業労政課      11,355  

㋩ 内職あっ旋事業補助金 商業労政課      8,300  

㋥ 精神障害者共同作業所事業費補助金 精神保健福祉課    50,032  

㋭ 精神障害者共同住居運営費補助金 精神保健福祉課    8,835  

㋬ 市断酒会補助金    精神保健福祉課    1,333  

㋣ 道路舗装整備事業費（静岡市私道整備補助金） 道路保全課      2,701  

㋠ 市医師会運営費補助金 保健衛生総務課    2,100  

㋷ 市薬剤師会運営費補助金 保健衛生総務課    1,000  

㋦ 病院事業補助金 保健衛生総務課    1,665,000  

㋸ 山間地介護報酬加算補助金 介護保険課      6,797  

㋾ 介護サービス利用促進事業費補助金 介護保険課      2,175  

㋟ 消防団員退職報償金負担金 警防課        60,384  

㋹ 消防団員等公務災害補償費負担金 警防課        7,403  
 

「該当なし」の回答については、効果の測定の実施可能性を検討していく上

で、その理由を把握することが有用と考え、№㋑～㋷の補助金等について以下

の質問を行った。 
 

「補助等の効果を測定しているか」の問いに対して「該当なし」との回答がありました

が、「効果を測定していない」ということでよろしいでしょうか。「はい」か「いいえ」

で回答してください。なお、「いいえ」の場合は、「該当なし」である理由を説明してく

ださい。 

回答は、次のとおりである。 

「㋑ 高年齢者、障害者等雇用奨励金」 

当該補助金は、成果指標のような数値によって効果を測定し難いものであると考えるた

め。なお、当該奨励金は、高年齢者や障害者等を雇用した実績に基づいて交付している

ため、交付申請が出た時点で、交付対象期間中に雇用実績等の効果を確認している。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。（以下同じ） 
 

「㋺ 職業訓練法人運営費補助金」 

当該補助金は、成果指標のような数値によって効果を測定し難いものであると考えるた

め。なお、毎年、実績報告書等によって事業の実施状況及び訓練終了実績等について一

定の効果があることを確認している。 
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㋑及び㋺について 

○「㋺ 職業訓練法人運営費補助金」について、市の行政評価（事務事業評価シ

ート）では、「活動指標」として「入校訓練生数」、「成果指標」として「終了

訓練生数」と明記されている。また、「㋑ 高年齢者、障害者等雇用奨励金」

については、「活動指標」は「承認人数」「交付実績数」、「成果指標」は「障

害者雇用率」「高年齢者就職率」と明記されており、これらの事業評価の内容

と結果は、ホームページでも公表されている。まさに数値目標を設定してい

るのではないだろうか。 

「㋩ 内職あっ旋事業補助金」 

当該補助金は、成果指標のような数値によって効果を測定し難いものであると考えるた

め。なお、毎年、実績報告書等によって相談件数、内職あっ旋の件数や、金額、事業内

容等について一定の効果があることを確認している。 

○「数値によって効果を測定し難いものである」と言いながらも、「相談件数」、

「内職あっ旋の件数」、「金額」といった数値によって効果があることを確認

している。 

「㋥ 精神障害者共同作業所事業費補助金」 

効果の測定という概念が当てはまらないと解釈した。 

当該補助金は、精神障害者の就労訓練及び地域生活の場として数尐ない作業所の運営を

補助し、精神障害者福祉の増進を図ることが目的である。 

作業所は定員を常に満たしており、存続していること自体効果があると認められる。 

「㋭ 精神障害者共同住居運営費補助金」 

効果の測定という概念が当てはまらないと解釈した。 

当該補助金は、精神障害者の日常生活訓練及び地域生活の場として数尐ない共同住居の

運営を補助し、精神障害者福祉の増進を図ることが目的である。 

共同住居は定員を常に満たしており、存続していること自体が効果があると認められる。 

「㋬ 市断酒会補助金」 

効果の測定という概念が当てはまらないと解釈した。 

当該補助金交付団体は、酒害から回復者のための自助活動及び酒害に関する普及啓発活

動を行っている。自助活動（例会）は毎月各地域で定期的に実施しているほか、普及啓

発活動（講演会）、研修会も毎年実施しており、当該団体の継続的な活動を支援する効

果はあると認められる。 
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㋥～㋬について 

○地方自治法は「最尐の経費で最大の効果を挙げる」ことを求めているにもか

かわらず、精神保健福祉課では「効果の測定という概念が当てはまらないと解

釈」している。 

他の自治体（千葉市、京都市、守山市、新潟市など）では、上記と同種の補助

金等について、それなりに独自の指標を設け、効果の測定を行い、結果につい

ては、ホームページでも公表している（注）。他市とは、随分解釈が異なって

いることがわかる。 

（注）例えば、守山市では、「断酒会（同友会）補助金」について、「例会の開催数」や「相

談件数」といった成果指標を設け、効果の測定（評価）を行っている。 

「㋣ 静岡市私道整備補助金」 

当該補助金は現に使用されている私道の整備に要する費用の一部を補助するもので、私

道に接する居住者からの申請に基づき交付することから、効果測定は実施していないが、

道路環境が改善されるため補助効果は高いと判断される。尚、完了検査は実施している。 
 

○「該当なし」と回答があったものの、上記の説明では「効果測定は実施して

いない」と明記されている。所管課の考え方が良くわからないケースである。 

「㋠ 市医師会運営費補助金」および「㋷ 市薬剤師会運営費補助金」 

この補助金による効果を金額等の数値により表わすことは極めて困難であるため、「該

当なし」で回答したが、年度末に決算書と実績報告書の提出を受け、これらの書類等に

より、効果の確認は適正に行っている。 

○ 効果を数値により表わすことが極めて困難であると言いながらも、決算書

（決算書は数値により表わされるものである。）を使用して、効果の確認を適

正に行っていると記載されている。 
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【結論】 

「該当なし」の回答に焦点を当てて検討を行ったのは、そもそも効果の測定、

言い換えれば数値目標を設定することが難しい補助金等があるのではないかと

いう疑問が出発点である。想定したとおり、各所管課からは、「効果の測定は難

しい」といった回答がほとんどであった。 

しかしながら、回答の内容をさらに見ていくと、数値目標を設定することが

必ずしも難しいとは思われない補助金等もあり、また他自治体の状況を調べた

ところ、同様の補助金等で成果指標（数値）を設けて評価･測定を行っているケ

ースを確認することもできた。 

市は、原則として、数値目標を設定し、補助金等の効果の測定を実施すべき

である。また、数値目標の設定が不可能な場合には、市民に説明できるような

目標設定を行い、効果の測定を行うべきであることは言うまでもない。 

補助金等の効果について市民に説明できないのであれば、補助金等交付の意

義が問われてもやむを得ないであろう。 

なお、新潟市補助金制度検討会議の資料（「補助金制度の改革に向けて」（平

成 15 年７月））の中に、目標の設定について次のような記載があるので紹介し

ておきたい。 

３ 目標の設定及び審査等 

（１）目標の設定 

評価の時点で必ず必要となるのが「目標」です。 

現在の補助金の交付申請においても補助金の目的の記入は必須となっているものの、抽

象的な表現がなされてきたようです。 

本来は明確な目標を持つ民間の活動に対し支援することが補助金の仕組みであるべき

で、補助事業者はもちろん、市民や担当課を含めて目標を共有することにより評価が実

質化します。 

ア）原則として、数値目標を設定すること 

イ）数値目標が設定できない場合は、それ以外の表現でもやむを得ませんが、市民にと

って理解が可能な効果測定方法を示すべきです。 

団体の運営費的な補助金や啓発事業のための補助金については、目標設定ができないと

いう意見もありますが、評価すべき目標を設定できない事業に税金を使うべきでありま

せん。 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

「目標設定ができないという意見もありますが、評価すべき目標を設定でき

ない事業に税金を使うべきでありません。」とある。まさに至言である。 
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(３) 効果の測定・検証は適切に行われているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助事業について、地方自治法に定める「最大の効果」を挙げるためには、

現状を分析し、問題点や課題を見つけ、それらを改善していくという作業を繰

り返し行うことが必要である。また、こうした作業を継続的に行うことは、よ

り高いレベルでの市民サービスを提供することにもつながっていく。 

補助金等の効果の測定・検証については、当初に計画した目的がどの程度達

成されているかを把握するとともに、その結果を現状の問題点や課題を改善す

るために役立てることが重要となる。ただ、効果の測定をして終わりというの

ではなく、その結果から、次期以降の課題と対応策を明確にすることが重要で

ある。この作業がなければ、現状の改善にはつながらない。 

そこで、補助金等の効果の測定・検証は、いわゆるＰＤＣＡサイクルの一環

として行われる必要がある。一般的に、効果の測定・検証は、次のプロセスで

行われると考えられる。 
 

  ① 測定項目・成果指標の設定 → ② 効果の測定 

→ ③ 測定結果の分析と自己評価 → ④ 課題と対応策の明確化 
 

まず、効果の測定をするためには、具体的な項目・指標の設定が必要である。

補助金等は、公益上の必要性があって初めて支出されるものである。これらの

項目・指標は、公益上の必要性、補助等の目的との関連が明確であることが求

められる。また、事業の実施後には、それらの指標等を用いて効果の測定を行

うこととなるが、所管課として、その測定結果を評価･検証し、その結果に基づ

いて次期以降の課題と改善策を明確にしていくことが重要となる。 

【現状】 

Ｐ108 の「（１）補助金等の効果の測定・検証を行っているか」に記載したと

おり、「補助等の効果の測定をしているか」の質問に対し、「はい」と回答のあ

った補助金等は 100 件（41.0％）である。 

 その中から、任意に抽出した 30 件の補助金等について、補助等の効果の測定

項目・成果指標と測定結果について、具体的内容がわかる資料を提出していた

だき、ＰＤＣＡサイクルの視点を考慮して調査を行った。また、一部の補助金

等については、追加質問も行っている。 

調査の結果、検出された事項は、次のとおりである。 

㋐ 補助等の効果の測定項目が不明確である。 

㋑ 補助等の効果について、所管課による自己評価が行われていない。 

㋒ 自己評価を行っているとの回答があるが、評価結果の内容等が不明確である。 

㋓ 次期以降の課題と対応策などについて検討していない。 
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㋐について 

「補助等の効果を測定するために、使用している項目（または成果指標）は何

ですか。具体的な項目（または成果指標）の名称・内容をご記入ください。ま

た、それらの項目を使用している理由についても、ご説明ください。」の質問に

対し、次のような回答があった。 

「市文化振興財団補助金」 

項目の名称 理由 

事業報告及び収入支出決算書 

（別紙 8、33 頁） 
補助金を支出している事業等の結果が明記されている。 

「事業報告及び収入支出決算書」は、事業を総括する書類の総称であり、補助

金等の効果を測定する「具体的な項目の名称」ではない。 

また、「別紙 8、33 頁」と追加記入があったが、例えば 33 頁には、「市民の

文化活動に対する助成」として 12 の「団体名」と「事業名」が記載されてい

るのみで、「団体名」と「事業名」から、どのように効果を測定しているのか

は不明である。 

㋑について 

「効果を測定・検証した結果、補助等の効果について、所管課による自己評

価をしていますか。」の質問に対し、「いいえ」と回答のあった補助金等は次の

とおりである。 
 

補助金等の名称 所管課 金額(千円) 

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 産業政策課      15,000 

循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 産業政策課      25,000 

㋒について 

「効果を測定・検証した結果、補助等の効果について、所管課による自己評

価をしていますか。」の質問に対し、「はい」と回答のあった補助金等について

は、「評価結果について具体的にご説明ください」として、自己評価の結果を記

載して提出していただいた。それらを調査した結果、内容が不明確と思われる

ものが見受けられた。 

「市ＰＴＡ連絡協議会補助金」 

毎年提出される実績報告書類（総会資料等）に基づき、団体の活動状況を精査し、必要

に応じて助言等を行っている。 
 

○ 補助等の効果について所管課がどう評価したのか、具体的な内容は不明であ

る。 
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「市文化振興財団補助金」 

市民の文化の振興に関する事業を実施し、魅力ある静岡文化の創造に十分寄与している

と判断している。 
 

○ 前述したとおり、この補助金等の効果の測定項目は「事業報告及び収入支出

決算書」である。この説明だけでは、何をもって「静岡文化の創造に十分寄

与している」と判断したのか、具体的な根拠は不明である。 

㋓ 次期以降の課題と対応策などについて検討していない。 

「効果を測定・検証した結果にもとづき、問題点と解決策、次期以降の課題

と対応策などについて、検討していますか。」の質問に対し、「いいえ」と回答

のあった補助金等は次のとおりである。 
 

補助金等の名称 所管課 金額(千円) 

消防団交付金     警防課        128,922 

ＳＯＨＯしずおか運営費補助金 産業政策課      15,000 

循環型社会対応新産業創出推進事業費補助金 産業政策課      25,000 

市文化振興財団補助金 文化振興課      43,011 

【結論】 

【基本的な考え方】に記載したとおり、効果の測定・検証は、その結果を現

状の問題点や課題を改善するために役立てることが重要である。補助事業を通

じ、より高いレベルでの市民サービスを提供するため、あるいは、地方自治法

に定める「最尐の経費で最大の効果」を挙げるためには、繰り返し、現状を見

直し、問題点や課題を見つけ、それらを改善していくことが必要である。 

【現状】に記載した補助金等については、効果の測定・検証を行っていると

の回答はあったものの、その内容が不十分であったり、ＰＤＣＡサイクルが成

り立っていないものもあったりして、改善の余地が多く見受けられる。 

補助等の効果の測定・検証は、ＰＤＣＡサイクルの一環として行われるべき

である。事業の実施前に、補助等の交付目的と整合性のある項目・指標を設定

し、事業の実施後に、指標等の測定・検証を行い、その結果を翌期以降の課題

と対応策につなげるという、ＰＤＣＡサイクルの流れのなかで、効果の測定を

実施することが必要と考える。 

そこで、市の制度として、効果の測定項目・成果指標、それらの測定結果、

所管課による自己評価、問題解決策等、ＰＤＣＡサイクルを構成する項目を定

め、文書化しておくことを義務づける必要があると考える。 
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(４) 補助金等について総合的な評価を行っているか【指摘事項】 

【基本的な考え方】 

補助金等の評価制度は、一般的に、個別の補助金等について、公益上の必要

性や効果、効率性、経済性などの観点から総合的に評価し、廃止すべき補助金

等、見直しが必要な補助金等などの選別を行い、評価結果を今後の補助金等の

あり方に反映させようとするものである。 

補助金等の評価制度を導入した場合の主なメリットとしては、ＰＤＣＡサイ

クルの確立と市民に対する説明責任の確保が挙げられる。 

補助金等の評価は、ＰＤＣＡサイクルでいう「Ｃ」に位置するものであり、「Ｐ

ＬＡＮ」→「ＤＯ」を「ＣＨＥＣＫ」し、それを「ＡＣＴＩＯＮ」につなげる

という役割を持つ。ある補助金等を「廃止」するという「ＡＣＴＩＯＮ」を起

こすためには、まず、その補助金等の「ＰＬＡＮ」→「ＤＯ」について、さま

ざまな視点から「ＣＨＥＣＫ」（評価）しなければならない。補助金等の評価制

度は、ＰＤＣＡサイクルを構成する重要な要素であり、ＰＤＣＡサイクルの確

立には不可欠なものである。 

また、評価の経過や結果を評価シートなどの形でまとめ、それをホームペー

ジ等で公表することは、一般に不透明といわれる補助金等の実態を明らかにす

ることでもある。評価結果等の公表は、補助金等の透明性を高め、市民に対す

る説明責任を果たすことにもつながる。 

総務省による「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（平

成 17 年 3 月 29 日）」においても、｢補助金等の整理合理化｣として「終期の設定

やＰＤＣＡサイクルに則った不断の見直しなど、住民等に対する説明責任を果

たしながら計画的に廃止・縮減すること」とあり、ＰＤＣＡサイクルと説明責

任について提唱している。 

【現状】 

市には、補助金等の評価制度はない。 

ただし、行政評価の一環として行われている「事務事業評価」の対象として、

補助事業が選ばれている場合には、評価シートが作成され、その内容が市のホ

ームページで公表されている。 

【他の自治体の評価制度（浜松市の例）】 

補助金等の評価制度を導入している自治体は決して多いとは言えないが、静

岡県内では、浜松市、下田市で制度が設けられおり、その結果がホームページ

で公開されている。 

評価制度の具体的内容を説明するため、ここでは、浜松市の評価制度を例と

して、その概要（〔浜松市補助金見直しにかかるガイドライン〕（※監査人が浜

松市のホームページを基に作成））を示しておく。 
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（基本方針） 

浜松市では、「補助金見直しにかかるガイドライン（改定後）1 基本方針」に

おいて、「全ての補助金にかかる公益性や経済効果などについての事後評価（以

下「評価」という。）を実施するとともに、評価結果を踏まえて個々の補助金の

方向性を定め、平成 22 年度予算に反映する。」としている。 
 

（評価基準） 

補助金の評価は、公益性、公平性、必要性、効果、経済性の５つの指標にも

とづき、５段階で評価（計 6～30 ポイント）される。 

その際に、「補助員評価シート」には、項目ごとにその理由、説明等を具体的

に記入することとされている。 
 

評価指標 
評価点数 

低い やや低い 普通 やや高い 高い 

１ 補助の公益性 ２ ４ ６ ８ 10 

２ 補助の公平性 １ ２ ３ ４ ５ 

３ 行政関与・補助の必要性 １ ２ ３ ４ ５ 

４ 補助の効果 １ ２ ３ ４ ５ 

５ 経済性(費用対効果) １ ２ ３ ４ ５ 
 

（評価結果と判断基準） 

評価の結果は、「廃止」、「見直し」、「継続」、「拡充」の４つに区分され、その

判断基準は、次のとおりである。 
 

6～10 ポイント … 廃止 

11～20 ポイント … 見直し（縮小・休止・要綱改正等） 

21～25 ポイント … 継続 

26～30 ポイント … 拡充 
 

（評価の手順） 

評価の手順について、概略を示すと、次のとおりである。 
 

 

 

 

 
 

① 所管課が「補助金評価シート」により評価を実施する。 

② 所管課での事後評価を踏まえ、庁内組織の補助金等検討委員会（平成 15

年 4 月設置）が評価を実施する。 

③ 重要な補助金は、第三者機関により評価を実施する。 

 

 

所管課 

による評価 

補助金等検討委員会 

による評価 

第三者機関 

による評価 
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浜松市では、①②を「一次評価」（内部評価）、③を「二次評価」（外部評価）

として区分している。 

②の補助金等検討委員会は、全ての補助金について、全庁的な視点で包括的・

統一的に見直すため、財政課を中心として設置された庁内組織である。また、

③の第三者機関は、市政モニター22 名、区協議会委員 7 名、他政令指定都市職

員 6 名の計 35 名により構成されている（平成 21 年度）。 

（情報公開） 

補助金の内部評価の結果、外部評価の結果については、浜松市のホームペー

ジで公開されている。 

また、外部評価は公開で行われ、一般の傍聴も可能である。その際の議事要

録についても、ホームページで公開されている。 

【結論】 

【基本的な考え方】で述べたとおり、補助金等の総合評価は、ＰＤＣＡサイ

クルの「Ｃ」にあたるものであり、ＰＤＣＡサイクルを構築するうえで、重要

な位置付けを占めている。 

補助金等の評価制度は、評価の対象となった補助金等について、「継続」「削

減」「廃止」などの決定を行い、今後の方向付けを示す役割を持っている。すな

わち、評価制度により、補助金等を「ＣＨＥＣＫ」し、「廃止」「削減」といっ

た評価結果を出し、それを踏まえ、「ＡＣＴＩＯＮ」につなげている。補助金等

を廃止・削減するという「ＡＣＴＩＯＮ」を起こすためには、まず補助金等そ

のものを評価し、「廃止」「削減」といった結論を導き出さなければならない。

市に評価制度がないということは、こうした結論を導き出す仕組みが存在して

いないということであり、ＰＤＣＡサイクルが成り立っていないということで

もある。 

ＰＤＣＡサイクルを構築し、効率的な行政を運営するため、市の制度として、

補助金等の総合評価を実施することが必要と考える。 

また、補助金等の総合評価は、公益性、有効性、経済性など、補助金等の置

かれた状況について、市民に対し、わかりやすく説明することを可能とし、透

明性の確保にも役立っている。 

補助金等の透明性を高め、市民に対する説明責任を果たすためにも、補助金

等の総合評価を実施し、その結果をホームページ等で公表することが必要であ

る。 
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(５) 収入に占める割合が低率の補助金等に支出の効果があるのか【指摘事項】 

【市の考え方】 

団体等の収入に占める割合が低い補助金等について、市は「見直し要領」の中

で、次のような基準を設けている。 

６ 具体的な基準 

（１）廃止基準 

①   （省略） 

② 市の補助金額等が団体等の収入全体に占める割合が低い補助金等 

（例えば、18年度から 20年度までの３年間の決算における割合が、５％未満のもの・・・

団体の事業の見直しにより５％程度の経費削減が可能） 

（注）下線は包括外部監査人が付したものである。 

市の補助金額等が団体等の収入全体に占める割合が低い補助金等について、市

は廃止を前提として検討すべきであることを明文化している。 

【現状】 

今回調査の対象とした 244 件の補助金等の内、団体等の収入に占める割合（補

助金等／団体等の収入全体）が１％を下回るケースが次のように見受けられた。 

補助金等の名称 交付先 
補助金等の

額（千円） 

収入全体 

（千円） 
割合 

中小企業組織化支援事業補助金 静岡県中小企業団体中央会 1,287 772,427 0.1% 

商工会議所一般会計運営補助金 静岡商工会議所 1,440 388,744 0.3% 

市医師会運営費補助金 静岡市医師会 2,100 278,551 0.7% 

補助金等の収入に占める割合が１％を下回るということは、対象となる事業に

かかる支出のほんの一部を負担しているにすぎないということである。このよ

うな極めて低い補助割合の補助金等に、支出の効果があるのであろうか。 

【結論】 

１％を下回るような低い補助割合の補助金等の交付が止められた場合、交付を

受ける団体はどのような行動をとるであろうか。尐なくとも財政的に自立した

団体であれば、経費を１％削減することで容易に対応するのではないだろうか。

一般の民間企業が、大変厳しい経営事情の中で大幅なコスト削減で苦しんでい

ることを考えれば、補助金等の交付を受けている団体の公益性が高いことを加

味しても、この程度のコスト削減は、事業の実施に全く問題ないはずである。 

この報告書では、収入に占める補助金等の割合が１％程度のものだけに焦点を

あてて問題点を提起したが、市はこの３例にとどまらず、このような条件に該

当する補助金等を網羅的に把握し、補助団体の財政状態やコスト削減の可能性

等について検討することが必要であると考える（注）。 

なお、上記の３団体は健全な財政状態にあり、１％程度のコスト削減は十分可

能な団体であると考えられることを付記しておきたい。 
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（注）補助団体が市以外の複数の団体から補助金等の交付を受けている場合には、市単独で

補助金等の交付を終了することが適当でない場合も考えられる。したがって、補助金

等の必要性の検討にあたっては、補助団体の財源についても十分に留意する必要があ

る。 
 

(６) 市の補助金等の見直しは進んでいるか【指摘事項】 

【市の方針】 

市における補助金等の見直しの趣旨、見直しの方法については、「負担金、補

助金及び交付金の見直しについて（依頼）」（21 静財財財第 1332 号 平成 21 年 9

月 25 日）に記載されており、内容は次のとおりである（注）。 

（注）同様の趣旨･内容のもの（「補助金等調書及び使用料等調書の作成提出について」（16

静財財第 547 号 平成 16年 9月 7 日））は、平成 16 年９月にも公表されている。 

（見直しの趣旨） 

 １ 見直しの趣旨 

（抜粋） 

こうした厳しい財政状況にあっても、市民ニーズの多様化等による新たな行政需要

に対応していくことが行政の責務であり、そのためには新たな自主財源の確保や既存

事業の廃止・改変・再構築による経費節減を図ることが求められています。 

このため、平成 22 年度当初予算編成に向け、負担金、補助金及び交付金（以下「補

助金等」という）の見直しをお願いするものです。 

（以下省略） 

（見直し方法） 

 補助金等の見直し方法については、「別紙『補助金等の見直し要領』のとおり」

とあり、別紙の内容は次のとおりである。 
 

 １ 補助金等の見直し目標額 

見直し対象補助金等の 10％減を目標とする。 

（10％減とは対象補助金等の平成 21 年度予算額の総額に対してであり、各局ごと

に廃止及び削減のための見直しを行い、目標とする 10％減を確保するものとする） 

２ 補助金等の見直し期間 

見直しは、平成 22・23 年度の２カ年間で行うこととする。 

３ 対象補助金等 

平成 21 年度一般会計予算に含まれるすべての負担金、補助金及び交付金（19 節）

を対象とする。ただし、次のものは除くことができるものとする。 

（１）平成 21年度で終了するもの 

（２）法令により負担することが義務付けられている負担金 

（３）国庫支出金を財源とするもの（ただし、継ぎ足し単独部分は除く） 

（４）県支出金を財源とするもの（ただし、継ぎ足し単独部分は除く） 

（５）債務負担行為に基づくもの（例えば、利子補給金） 

（６）負担金のうち枠配分経費に含まれるもの 

（枠配分経費の一般財源削減の対象となるため） 

（７）経常的経費のうち、人件費及び扶助費（経常枠対象外事業）に区分されるもの 

（８）建設事業に対する補助金等で、総合計画登載対象事業のうち枠査定とされたもの 

（９）公営企業及び一般事務組合へ交付するもの 
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 ４ 見直しの方向性 

（１）平成 21年度をもって、廃止を前提とした検討を行うこと。特に、５年以上継続

している補助金等は、必ず廃止を前提に見直しを行うこと。 

（２）補助金等を存続させる場合には、次の視点に該当するかを検討し、その存続理由

を客観的に説明できるようにすること。 

① 事業の目的が市の施策として、積極的に推進すべきものであること。 

② 補助金等の交付により、十分な成果が見込めるものであること。 

③ 社会経済情勢から見て、事業の目的が市民ニーズに適合しているものであること。 

④ 負担金については、法令又は契約等により市が負担するものであること。 

⑤ 補助金については、公益上必要があると客観的に認められるものであること。 

５ 見直しの視点 

（１）行政の責任範囲として必要な補助・負担であるか。 

（２）補助金等の交付目的・条件等に従って適正に事業執行され、所期の効果をあげて

いるか。 

（３）同分野の補助金等について統合化等の合理化ができないか。 

（４）補助金等交付団体が、事業効果をあげる努力や自己財源確保等の努力を行ってい

るか。 

（５）長期にわたり惰性化・既得権益化していないか。 

６ 具体的な基準 

（１）廃止基準 

① 多額の剰余金が生じている団体等への補助金等 

（例えば、18年度から 20年度までの 3年間の決算における剰余金が、補助金等

の額の１/２を超えるもの） 

② 市の補助金額等が団体等の収入全体に占める割合が低い補助金等 

（例えば、18年度から 20年度までの 3年間の決算における割合が、５パーセン

ト未満のもの…団体の事業見直しにより５パーセント程度の経費削減が可能） 

③ 既に目的が達成された補助金等 

（一定の目的が達成されたが、既得権益化しているもの） 

④ 補助金等の交付から５年以上経過しているが、目的の達成・効果が見られない補

助金等（社会情勢の変化とともに、市民ニーズに合致していないが、漫然と交付

しているもの） 

（２）削減基準 

① 運営費補助金等 

各種団体等の運営費等に見直しを求め、補助金等の削減を図る。 

② 事業費補助金等 

ア 要綱等に基づく補助金等は、補助率及び補助対象を見直して削減を図る。（負

担金は規約等を見直して削減を図る） 

イ 要綱等に基づかない補助金等は、真に市として補助金等を交付する必要がある

かどうかを検討し、その成果を具体的に示せるよう精査して削減を図る。 

③ イベント補助金等 

民間の創意工夫及び市民参加を拡大し、補助金等に依存しない方策（収入確保・

経費節減）により削減を図る。 

④ 国県支出金を財源とする補助金等 

法定分の補助については対象外とするが、市単独の上乗せ分については、補助基

準を見直して削減を図る。 
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７ 見直し調書等の作成 

（１）補助金等見直し状況総括表 

すべての補助金等（枠配分経費に含まれる負担金を除く）について一覧表を作成

する。ただし、対象補助金等で「除くことができるもの」のうち、見直し対象外と

したものは、総括表（見直し対象外）②に記載すること。 

（２）補助金等実績調書 

① 見直し対象の補助金等について本調書を作成する。 

② 21 年度予算額は、補正があれば補正後の予算額を記入する。 

③ 交付団体等の決算状況欄は、区分ごとに（必要があれば区分名の変更可）記入す

る。 

④ 補助金等対象事業概要は、補助金等が充当される事業の内容・実績等を記入する。 

⑤ 補助金等交付の効果は、数値等により客観的に理解できるよう記入する。 

（３）補助金等見直し調書 

① 見直し案は、その方法を１～６のいずれかに区分し、その内容等を記入する。下

欄に 22・23・24 年度の予算要求額を記入し、21 年度予算額に対する削減額・削減

率を記入する。 

② 見直し除外理由は、見直ししないこととした場合の理由を簡潔に記入する。 

 

【見直しの実績】 

市は行財政改革大綱実施計画登載事業として、平成 17 年度～平成 19 年度の３

年間で 10％の補助金等削減目標を掲げていた。 

その実績は、次のとおりである。 

（単位：千円） 

  内訳 

年度 削減額 廃止 削減 

  件数 金額 件数 金額 

平成 17 年度 138,148 48 33,126 188 105,022 

平成 18 年度 179,352 12 47,431 114 131,921 

平成 19 年度 67,420 3 630 78 66,790 

合計 384,920 63 81,187 380 303,733 

 

なお、Ｐ17 の「１ 市の補助金等の状況」で見たとおり、一般会計の「負担金、

補助金及び交付金」の額に関しては、近年増加の傾向がみられることから、市

が実施している補助金等削減の施策がどこまで市の財政に寄与しているかにつ

いては疑問が残る。 
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【結論】 

市においても、補助金等削減のための施策は講じているものの、その効果に

ついては不明であり、また必ずしも「見直し要領」のとおりには作業は進んで

いないようである。したがって、補助金等削減の余地はまだまだあると思われ

る。 

既存の補助金等には、過去の経緯、予算、既得権、地域住民との関係など、

様々な要素が存在しており、それを所管課が客観的に「不要」、「廃止」と結論

づけることは、非常に困難なはずである。現行の見直し方法では、たとえ本来

廃止すべき補助金等であったとしても、目標とする 10％の減尐にとどまってし

まう可能性があり、それをゼロとすることは難しい。やはり、補助金等の見直

しを市の職員のみで行うことには限界があると思われる。 

そこで、市の制度として、①サンセット方式、②外部評価（第三者機関によ

る評価）制度を導入し、本来廃止すべき補助金等が、自動的かつ強制的に廃止

される仕組みをつくる必要があると考える。 

①サンセット方式の導入 

現状では、補助金等は「廃止」の決定がなされないかぎり、自動的に継続さ

れるが、サンセット方式のもとでは、「継続」の決定がなされないかぎり、自動

的に廃止されることになる。すなわち、継続して補助する必要性があると認め

られたもの以外は、当初に設定された期間終了後、自動的かつ強制的に廃止と

なる。補助を継続するためには、説得力のある根拠が必要になる。 

②外部評価（第三者機関による評価）制度の導入 

市の職員による内部評価の結果について、さらに外部の第三者による評価を

加えることで、市民の客観的な声を市政へ反映し、市民の目線から、廃止、見

直し（削減）といった厳しい決定をすることが可能になる。総務省による「地

方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針（平成 17年 3月 29 日）」

では、「行政改革大綱及び集中改革プランの見直し又は策定にあたっては、ＰＤ

ＣＡサイクルの各過程において住民等の意見を反映するような仕組みを整える

こと」としている。外部評価制度の導入は、まさにＰＤＣＡサイクルに住民の

意見を反映することに他ならない。 

サンセット方式と外部評価制度が導入されれば、終期の到来した補助金等は、

所管課が補助金等継続の必要性について、市民（第三者機関）を説得できない

かぎり、継続することが出来ないことになる。 

市でも補助金等削減を効果的に行うため、サンセット方式と外部評価制度を

導入し、不要となった補助金等を速やかに廃止していく必要があると考える。 
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７ その他 
 

(１) カフェテリアプランに対する補助の見直しは必要か【指摘事項】 

【各自治体の福利厚生事業に対する見直しの状況】 

地方公共団体が実施する福利厚生事業に対する支出については、大阪市の互助

会の問題に端を発して以来、住民から住民監査請求（注１）や訴訟が起こされ

るケースが相次いでいる。このような状況の中、総務省が「地方公共団体にお

ける行政改革の更なる推進のための指針」（総務省自治行政局 平成 17 年 3 月

29 日）を公表し、その中で「職員に対する福利厚生事業については、住民の理

解が得られるものとなるよう、点検･見直しを行い、適正に事業を実施するこ

と。」と通知したことなどから、現在、各自治体は、福利厚生事業の内容の見直

し作業を積極的に進めている状況にある。 

（注１）最近の事例は次のとおりである。 

・青森市のケース 

青森市が 2004～08 年度、職員の家族旅行などに公費で助成していた問題で、同市の

市民団体「青森市民オンブズパーソン」は５日、08 年度の助成額 1227 万円が不当な

支出だとして、助成金を職員に返還させるよう鹿内市長に求める監査請求を、７日に

行う方針を決めた。 

（河北新報 2010 年 01 月 06 日水曜日） 
 

（注２）下線部分は、包括外部監査人が付したものである。 

【市の職員互助会の現状】 

市では、静岡市職員互助会条例に基づき、職員の福利厚生事業を行うために静

岡市職員互助会（以下「市職員互助会」という。）が組織されており、市長部局、

教育委員会（教職員は除く。）、消防、上下水道、労働組合、外郭団体、互助会

の職員などで構成されている。したがって、市職員互助会は、一般会計をはじ

めとして複数の会計等から収入を得ており、平成 20 年度収入の収入源別内訳は

次のとおりである（各会員からの会費収入等は除く。）。 

会計区分 金額（千円） 会計区分 金額（千円） 

一般会計 97,911 病院事業会計・建設 28 

競輪事業会計 624 病院事業会計・経営 149 

国保事業会計（事業） 1,678 病院事業会計･清水病院 8,769 

国保事業会計（直診） 92 病院事業会計・清水病院介護 56 

介護保険事業会計 1,387 水道事業会計 4,039 

中央卸売市場事業会計 379 下水道事業会計 4,691 

駐車場事業会計 12 市合計 131,785 

農業集落排水事業会計 24 外郭団体等（注） 8,310 

簡易水道事業会計 251 合計 140,095 

病院事業会計・静岡病院 11,695   

（注）外郭団体等も市職員互助会の構成員であり、この金額は外郭団体等の事業主負担分で

ある。 
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○ 市からの交付金収入の合計は 131 百万円であり、各会計から多額の交付金が

市職員互助会に支出されていることが理解できる。 

市や外郭団体等からの交付金収入や会費によって互助会の事業は運営される

ことになるが、この市等からの交付金収入等が負担する費目及び金額は次のと

おりである。 

科 目 内 訳 金額 構成比 
負担割合

（注１） 

管理費 人件費  32,482 23.2％ （注２） 

 その他  2,401 1.7％ 0.50 

  合計 34,883 24.8％  

事業費 給付費 結婚祝金 3,650 2.6％ 0.50 

  出産祝金 2,060 1.5％ 0.50 

  弔慰金 5,630 4.0％ 0.50 

  計 11,340 8.1％  

 厚生費 カフェテリアプラン 70,597 50.4％ 0.50 

  その他 8,701 6.2％ 0.50 

  計 79,298 56.6％  

 その他  774 0.6％ 0.50 

  合計 91,412 65.3％ 

 特別支出 繰出金  13,800 9.9％ 

  支出合計 140,095 100.0％ 

（注１）支出に占める市や外郭団体等の負担割合（事業主負担分）である。 

（注２）別の算式により、負担割合を計算している。 

○ 市からの交付金収入（131 百万円）のおよそ５割（65 百万円）がカフェテリ

アプランに利用されている。 

○ 基本的に交付金対象事業を特定し、市は当該事業に係る支出額の 50％を負担

している。 

【カフェテリアプランの利用状況】 

カフェテリアプランとは、様々な福利厚生メニューの中から、自分の好みに合

わせて、必要なメニューを選択することができるシステムである。従来のよう

に施設等を限定せず、与えられたポイント（注）の範囲内で、定められたメニ

ューの中から各自が自由に選択でき、全ての会員が積極的に参加できるように

と考えられたものである。 

（注）市や外郭団体等の常勤職員に与えられるポイントは年間 23 ポイントである。1 ポイ

ントは 1,000 円であることから、金額に換算して 23,000 円に相当する。市の負担割

合が 50％であることから、公費負担は一人当たり 11,500 円ということになる。 
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カフェテリアプランのメニューの内容及び平成 20 年度におけるメニュー別の

利用状況は、次のとおりである。 
 

区分 メニュー ポイント 構成比 

グループ グループ申請（団体旅行など） 21,732 15.3% 

社会貢献 ボランティア活動参加経費、宿泊費等 6 0.0% 

 人間ドック、脳ドックに要した経費 2,815  

リフレッシュ 鍼灸、マッサージに要した経費 1,944 17.5% 

 健康増進機器の購入経費 873  

 理容所、美容院に係る経費 19,141  

 各種資格の取得に係る経費 1,571  

自己啓発 各種カルチャー、通信講座、習い事等に係る経費 3,028 11.7% 

 各種講演、イベント等への参加費用 890  

 書籍（CD･DVD･ﾊﾟｿｺﾝ関連等のｿﾌﾄを含む。）の購入経費 11,049  

文化芸術 映画、ｺﾝｻｰﾄ、演劇、美術鑑賞経費（ﾁｹｯﾄ半券可） 12,367 10.0% 

 楽器、画材、園芸用品等の購入経費 1,879  

 スポーツ観戦経費（チケット半券可） 2,917  

スポーツ スポーツ大会参加費 457 15.6% 

 スポーツ用品購入経費 14,059  

 スポーツ施設利用経費（チケット半券可） 4,619  

旅行 家族旅行、個人又はグループ旅行 36,673 28.6% 

・施設利用 遊園地、テーマパーク等利用経費（チケット半券可） 3,737  

 
育児器具購入 

ﾍﾞﾋﾞｰｶｰ、ﾍﾞﾋﾞｰﾍﾞｯﾄﾞなどの育児器具購入経費 
1,181  

育児 

育児施設 

ﾍﾞﾋﾞｰｼｯﾀｰ、託児所など育児のための施設費用 
102 1.0% 

 介護支援 介護器具購入 

歩行器、車椅子、介護ﾍﾞｯﾄﾞなど 
65  

 
介護施設 

一時的な施設、サービスの利用料 
89  

 合  計 141,194 100.0% 

  ⇓  

（ポイントの負担関係）   

 公費負担分 70,957 50％ 

 会員負担分 70,957 50％ 
    

（金額の負担関係）  

 公費負担分 70,957 千円 50％ 

 会員負担分 70,957 千円 50％ 

○ 家族、個人旅行から、理容所・美容院の費用、介護施設の費用などに至るま

で、カフェテリアプランのメニューはバラエティに富んでおり、ほとんどが

プライベートな趣味や旅行等に関するものである。このように、広い範囲を

カバーするような福利厚生のあり方については疑問を持たざるを得ない。 

 

 



 130 

【問題点】 

調査の過程で確認できた主な内容は次のとおりである。 

○ 近年、福利厚生事業の内容についての、見直しの必要性の機運が各自治体で

高まってきているが、その見直しの尺度として、「住民の理解が得られるも

のであるか否か」が重要な視点となる。 

○ 市からの交付金（131 百万円）のおよそ５割（65 百万円）がカフェテリアプ

ランに利用されており、そのメニューは、家族、個人旅行から、理容所・美

容院の費用、介護施設の費用に至るまでバラエティに富んでいる。 

上記の点から、問題点を次のように要約できるであろう。 

「市の福利厚生事業に対する公費の負担が認められるためには、住民の理解が

得られることが重要な要件となるが、現在の市の福利厚生事業の大きな割合を

占めるカフェテリアプランは、内容に関してその要件を満たしているのであろ

うか。」 

【結論】 

カフェテリアプランの内容が「住民の理解が得られるか否か」ということにつ

いては、「世間一般の基本的な考え方に照らして適切か」と言い換えることもで

きよう。なぜならば、民間の一般企業でも従業員の福利厚生のための費用負担

は行っており、また、それは一定のルールの範囲内で行われていることである

からである。 

そこで、平成 20 年度のカフェテリアプランのメニューの中で約３割の利用度

を占める「家族旅行、個人又はグループ旅行」について、世間一般の基本的な

考え方について考えてみたい。 

「家族旅行、個人又はグループ旅行」は、市が企画・立案し、市職員の多くが

参加する旅行とは違い、あくまでも一部の職員の私的な旅行である。したがっ

て、民間の一般企業では福利厚生事業として、その費用を一部でも負担するこ

とは一般的にあり得ない。なぜならば、その経済的利益を受けた職員に給与課

税されてしまうリスクが高いからである。すなわち、税務上問題となりかねな

い以上、企業が福利厚生事業として個人旅行の費用を負担することはないとい

うのが一般的な考え方である。 

今回取り上げた「家族旅行、個人又はグループ旅行」に限らず、カフェテリア

プランのメニューは、ほとんど私的な趣味・娯楽等に関するものであり、結果

として「住民の理解が得られるか否か」の視点からは問題があると言わざるを

得ない。青森市などでは、職員の家族旅行などに公費で助成していた問題で住

民監査請求が起こされている（Ｐ127 の（注１）参照）が、まさにこの視点に立

つものであろう。 

 



 131 

民間の一般企業でも、従業員の福利厚生のための費用の負担は行っている。し

たがって、市においても市職員のための福利厚生事業を積極的に行うことにつ

いてなんら異議を唱えるものではないが、これまで検討してきたように、カフ

ェテリアプランについては、「住民の理解が得られるか否か」といった視点から、

また、近年の各自治体の福利厚生事業の見直し作業の状況からも、その内容に

ついて見直す必要があるものと考える。 


